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第Ⅰ章 計画の概要（総論）

第１節 計画策定の趣旨 

１．計画策定の背景 

近年、我が国の人口構造の高齢化は急速に進んでおり、平成２３年１０月１日現在の

本市の全人口に占める６５歳以上の割合（高齢化率）は 22.1％（２２，８５８人）で、

平成１８年の 19.2％に比べ 2.9 ポイント上昇し、超高齢社会を迎えています。 

また、本市で５，３００人余りとなる、いわゆる「団塊の世代（１９４７～１９４９

年生）」がまもなく高齢期を迎えるなど、高齢化がさらに加速されることが予想されま

す。高齢化の進行とともに、寝たきりや認知症などにより介護を必要とする高齢者も増

加していくものとみられています。 

国においては、わが国の高齢者をめぐる将来展望を踏まえ、平成１２ 年４月に介護保

険制度を施行し、平成１７年度に初めて制度改正を実施しています。平成１８年度から

はこの制度改正を受け、制度の基本理念である高齢者の「自立支援」と「尊厳の保持」

を実現するため、利用者本位の視点に立ち、「介護予防の推進」「認知症ケアの推進」

「地域ケア体制の整備」などの課題に取り組むことが方向性として示されました。 

このような国の考え方を踏まえ、本市では、平成１８年３月に「第３期池田市高齢者

保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定し、団塊の世代が高齢期に到達する平成２７

年の高齢者の姿を念頭においた長期的な目標を立て、介護予防や地域ケア体制の整備等

を推進してきました。平成２１年３月には第４期池田市高齢者福祉計画・介護保険事業

計画を策定し、住み慣れた地域での生活を継続できる介護保険事業の円滑な運営をはじ

め、地域包括支援センターを中核としたネットワークの構築、介護予防の推進、認知症

高齢者への支援の充実など、高齢者保健福祉施策を総合的・計画的に推進してきました。 

今後、高齢化のピークを迎える時期を見据え、介護や支援が必要な状態になっても、

高齢者ができる限り、住み慣れた地域の中で安心して生活を継続できるよう、多様な高

齢者向け住まいの確保や生活支援、認知症支援の充実、介護・予防と医療の連携など、

高齢者の生活のニーズや社会資源の状況に即した地域包括ケア体制の整備を重点的に進

めることが重要となっています。 

本計画は、このような考えを踏まえ、第３期池田市高齢者保健福祉計画・介護保険事

業計画で設定した長期的な目標を基礎とし、第４期池田市高齢者福祉計画・介護保険事

業計画での課題の解決を図るとともに、直近の現状を踏まえながら、高齢者福祉のさら

なる充実を図るため、「第５期池田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」を策定する

こととしました。 
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２．計画の位置付け 

〔１〕根拠法令等

介護保険事業計画は、介護保険法 第１１６条に「厚生労働大臣は、介護保険事業に係

る保険給付の円滑な実施を確保するための基本的な指針を定めるものとする。」とされて

おり、また同法第１１７条において「市町村は、基本指針に即して、３年を１期とする

当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施に関する計画を定めるもの

とする。」とされている規定に基づき、本市における高齢者の現状や背景を踏まえて、保

険給付の円滑な運営を確保するために策定するものです。 

また、高齢者福祉計画に関しては、老人福祉法第２０条の８に基づくもので、高齢者

の居宅生活支援及び高齢者福祉施設による事業の供給確保のための計画です。 

平成２０年４月には、老人保健法が「高齢者の医療の確保に関する法律」に改正され、

「老人保健計画」の規定が削除されましたが、医療法の規定による医療計画、健康増進

法の規定による健康増進計画等との調和を保つ必要があることから、本計画は老人保健

の内容も一部含めた計画として策定しました。 

〔２〕他の計画との関係 

本計画は、「ふれあいおおさか高齢者計画２０１２」などや、本市の最上位計画であ

る「池田市総合計画」との整合性を図りながら策定しました。 

◇ 池田市総合計画における高齢者保健福祉に関する施策 

◇ 介護保険給付対象外サービスの拡充 

◇ 市の単独事業によるサービス供給体制の確保 

◇ 措置対象者の把握、サービス提供の方策など 

◇ 高齢者の保健施策 

高齢者福祉計画

◇ 地域における要介護者の現状把握 

◇ サービス需要の把握 

◇ 地域支援事業の推進 

◇ 人材確保と資質の向上に資すること 

◇ 情報の公表と共有 

介護保険事業計画
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３．基本理念 

２１世紀の本格的な超高齢社会においては、誰もが自分の生きかたを自分で決め、個

人として尊重されることが重要となります。そして、明るく豊かで活力に満ち、すこや

かにはつらつと暮らせることは、市民すべての願いであります。 

本市ではこのような望ましい超高齢社会を実現するため、本計画の基本理念である 

『高齢者が、住み慣れた地域で住民とともに健康で生きがいある生活を

送り、万一介護が必要な状態になっても、その尊厳が保持され安心し

た老後を迎えることができるまちを目指す。』 

の実現を目指し、市民・事業者・行政それぞれの役割分担のもと、協働しながら、高齢

者保健福祉施策の向上に向け、様々な活動に取り組んでいます。 

本計画は、平成２７年における高齢者の姿を見据えた目標設定を行っており、第３期

計画（平成１８～２０年度）並びに第４期計画（平成２１～２３年度）の延長線上に位

置づけられ、第 3 期計画策定時に定めた目標を達成するための最終段階の計画となりま

す。 

本計画のこのような位置付けを踏まえ、前計画の基本理念を引き継ぎ、保健・医療・

福祉・介護が連携しながら、基本目標の達成に向けた関連施策の整備・推進を図ります。 

４．計画期間 

計画の期間は、平成２４年度から平成２６年度までの３年間とします。 

これは、前述の介護保険法第１１７条第１項の規定により、３年を一期とする計画を

定めることが規定されていることによるもので、この計画は、介護保険制度の下での第

５期の計画となります。 

平 成

18 年度

平 成

19 年度

平 成

20 年度

平 成

21 年度

平 成

22 年度

平 成

23 年度

平 成

24 年度

平 成

25 年度

平 成

26 年度

池田市高齢者

福祉計画・介護

保険事業計画

（＊） 

第３期 第４期 第５期（今回） 

＊第３期においては、「池田市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」 
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第２節 計画策定の基本目標 

１．｢住み慣れた地域で快適に暮らせるまちに｣ 

介護が必要な状態になっても、住み慣れた地域で、その人らしい生活を継続できるよ

う、介護保険制度の理念である在宅生活に重点をおいた介護サービスの提供体制の充実

強化を引き続き推進します。 

また、ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者等の増加を見据え、高齢者が地域で尊厳を

もって生活できるよう、複合型サービスや定時巡回・随時対応型訪問介護看護等の医療

と連携した地域密着型サービスの基盤整備にも努め、高齢者の主体的な選択により、身

近なところで希望したサービスを総合的・包括的に利用できるサービス提供体制の充実

を図ります。 

さらに、介護保険事業と整合を図りながら、在宅生活を総合的に支援するための福祉

サービスを充実するとともに、地域の支え合い・助け合いのもと、支援が必要な高齢者

に対する見守りを強化し、必要に応じて適切なサービスや関係機関につなぐことができ

る体制を強化します。 

２．「総合的な健康づくりと介護予防の推進」 

生涯にわたり、心身ともに健やかに暮らせるよう、市民一人ひとりが健康意識を高め、

早い時期から、よりよい生活習慣を身につけることによって疾病の予防や要介護状態に

なることへの予防を図るとともに、自らの健康観に基づき、生涯にわたる主体的な健康

づくりを支援するための取組みを推進します。 

また、生活機能の低下に伴い、介護が必要になるリスクが高い高齢者を早期に把握す

る一方で、リスクが高い高齢者に対しては、個々の状態に応じ、運動器の機能向上や栄

養改善・口腔機能の向上などの介護予防事業を引き続き実施します。 

介護予防事業の実施にあたっては、単に心身の機能の向上をめざすだけでなく、事業

への参加を通じ、生きがいづくりや地域コミュニティの強化を念頭においた施策の推進

を図ります。 

３．｢認知症高齢者への施策の充実｣ 

高齢化の進行を背景に、認知症高齢者の増加が見込まれることから、認知症サポーター

の養成やグループホーム等の整備を図り、認知症高齢者が住み慣れた地域で尊厳を保ち

ながら穏やかな生活を送り、家族も安心して社会生活を営むことができるよう支援体制

を充実します。 
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４．「安心して介護サービス等を利用できるまちに」 

安心して介護サービス等を利用できるよう、サービスの質の確保を目的に事業者との

連絡を密にするため、定期的に事業所連絡会を開催いたします。その上、現在行ってい

る介護相談員派遣事業の充実や事業所の運営推進会議への参画を通してサービスの提

供の状況を把握し、サービスの質的向上に向け事業者へ指導・助言いたします。 

また、低所得者の方の利用が困難にならないよう、特定入所者介護サービス費の周知

を積極的にＰＲいたします。 

さらに保険者として日常生活圏域ごとに、介護保険サービスの利用実績を分析・評価

した上で、利用者の意向等を踏まえ、地域密着型サービス、特に小規模多機能型居宅介

護事業所や認知症対応型共同生活介護について、大阪府と協議しながら適切に整備いた

します。 

５．「高齢者を支えるネットワーク体制の充実」 

「第２期池田市地域福祉計画」に基づき、地域住民の協力による見守り、社会福祉協

議会の小地域ネットワーク活動を活用した地域での支え合い活動の推進を図るととも

に、地域包括支援センター等の専門的な相談支援機関、ボランティア・ＮＰＯ等の活動

を支援する池田市公益活動促進協議会など多彩な主体が参画したセーフティネット

ワークの強化を図ります。 

また、ひとり暮らし高齢者の社会的孤立を防ぎ、孤立死を防止するため、「池田市高

齢者安否確認に関する条例」の考え方のもと、民生委員・児童委員、地区福祉委員や地

域包括支援センターによる地域の実態把握、自治会や老人クラブによる地域での助け合

い活動等による重層的な取組みによる支援のネットワークを推進します。 

６．高齢者への尊厳に配慮した地域包括ケア体制の実現 

介護保険法の一部改正（平成２４年４月施行）では、介護や支援が必要な状態となっ

ても、高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して生活を継続できるよう、医療、介

護、予防、住まい、生活支援の各サービスが切れ目なく提供される「地域包括ケア体制」

の構築を重点的に進めることが必要とされています。 

本市では、基本目標に掲げた１から５の個別の取り組みを包括的に推進し達成するこ

とによって、「地域包括ケア体制」の早期の実現を目指します。 

地域包括ケア体制の実現を目指すにあたり、すべての高齢者が住み慣れた地域で尊厳

あるその人らしい生活を続けることができる地域社会づくりを念頭に置いて、関連施策

を推進します。 
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第３節 計画策定の体制 

１．第５期池田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定委員会等の設置 

第５期池田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の策定にあたって、本市の実情に応

じた計画を策定する必要性から、行政機関だけでなく学識経験者、保健医療関係者、福

祉関係者、被保険者代表の積極的な参加を得て、「第５期池田市高齢者福祉計画・介護

保険事業計画策定委員会」を設置しました。 

また、一般高齢者及び要介護認定を受けている高齢者の実態を把握するため、平成

２３年３月に無作為抽出の１，９００名の市民に対し、アンケートを実施・集計し、そ

の分析データを元に、委員会等で協議しました。その他にも、各種団体や住民の意見を

広く聞くためパブリックコメントを実施し、意見を求めるなど本市の実情にあった介護

保険制度のあり方を検討しました。 

また大阪府・近隣市町との勉強会・情報交換会等を実施するなど、連携を図りました。 

２．市町村による主体的な施策展開と府との連携強化 

現在の公共サービスのあり方は、「ローカルガバメント」から「ローカルガバナンス」

という概念が重要になってきています。 

ローカルガバメントとは、今までのように、私たち行政が主体となって住民にサービ

スを提供することです。対して、ローカルガバナンスとは、地域住民やＮＰＯなどの組

織が主体的に深く関与して行政サービスそのものを考えるということであります。 

このローカルガバナンスを推進していく考え方のもと、本市では全国に先駆け、平成

１９年６月から「地域分権制度」を導入し、小学校区ごとに設置された「地域コミュニ

ティ推進協議会」において「自分たちのまちは自分たちでつくる」という基本理念のも

と、地域団体等との連携や潜在する人材の発掘を行うことにより、複雑化・多様化する

地域のニーズを的確に把握する地域づくり活動を行っています。 

また、高齢者が安全で安心に暮らせる社会を実現するため、今日的な課題である高齢

者の安否確認について基本的な取組みの方向性を定めた「池田市高齢者安否確認に関す

る条例」を平成２２年１２月に全国で初めて制定し、市が提供した高齢者名簿に基づき、

池田市民生委員・児童委員協議会や池田市社会福祉協議会の協力のもと、高齢者の安否

確認を効果的に実施しています。 

すでに本市は、超高齢社会に入っており、今後もひとり暮らし世帯や高齢者のみの世

帯が増え、家族の介護力の低下が懸念されます。また、基本理念である「高齢者が、住

み慣れた地域で住民とともに健康で生きがいある生活を送り、万一介護が必要な状態に

なっても、その尊厳が保持され安心した老後を迎えることができるまち」を推進するた

めにも、近隣住民の協力や、地域のなかで暖かく見守る体制＝「地域介護」がますます

必要になってきます。 

本市の特徴である地域分権制度や安否確認条例等に基づく取組みを一層促進し、市民
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一人ひとりが「地域介護」に関心を持ち、行政とともに手をとりながら、地域と密接に

連動した地域主体の福祉を推進していきます。 

また、大阪府の「ふれあいおおさか高齢者計画２０１２」（平成２３年度策定）等の

計画と連携しながら、本市の主体的な施策の展開を図ります。  

３．地域包括ケア体制の構築に向けた連携の強化 

本市においては、地域包括ケア体制の考え方に基づく在宅生活を推進するため、「地

域介護」を進める観点から地域密着型サービスの整備を引き続き行うとともに、医療的

ケアに対するニーズに対応できるよう医療との連携を促進し、高齢者が住み慣れた地域

で生き生きと生活できるよう基盤整備を図ります。 

また、地域包括支援センターを中心に、それぞれの地域における独自性を尊重しなが

ら、ひとり暮らし・高齢者世帯・昼間独居等の高齢者が地域の中で安心して暮らせるよ

う、民生委員・地区福祉委員・公益活動促進協議会、ＮＰＯやボランティア、地元自治

会及び行政が相互に連携しあう、「地域福祉コミュニティ社会」の実現を目指します。 

そのための具体策として、一般高齢者、要介護者を問わず、地域行事への積極的な参

画や地域コミュニティ推進協議会、地元自治会等と連携しながら、地域での見守り体制、

ネットワークの推進を図ります。 
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第Ⅱ章 高齢者を取り巻く現状と将来推計
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第Ⅱ章 高齢者を取り巻く現状と将来推計

第１節 日常生活圏域ごとの概要と施設整備状況 

１．日常生活圏域の考え方 

介護保険事業計画において、高齢者が住みなれた地域で安心していつまでも暮らせるよう、

人口、小学校区、生活形態、地域活動等を考慮し、市内をいくつかの日常生活の圏域にわけ、

介護給付等対象サービスを提供する為の施設の整備やその他の条件を総合的に勘案して定

める区域のことです。 

〔１〕概  要（平成２４年度～２６年度の推計） 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

人  口 １０３，２８５人 １０３，０９８人 １０３，００６人

高齢者人口 ２３，５５８人 ２４，２９９人 ２５，０５８人

高齢化率 ２２．８％ ２３．６％ ２４．３％

面  積 ２２．０９平方km 

〔２〕池田市の生活圏域の基本的考え方 

池田市は、東西3.82キロ、南北10.28キロと東西に

狭く、南北に細長い地形をしています。22.09平方キ

ロの面積のうち、３分の１を五月山が占め、その部分

を除いた３分の２の中の市街化区域に市街地が形成

されています。市の中央部を阪急宝塚線が通り、市域

には石橋駅と池田駅の両駅があります。これと平行し

て国道１７６号が通っており、東西には国道１７１号

が通ります。 

また、五月山から北は主に市街化調整区域、南部は

市街化区域となっています。 

生活範囲を中心として、圏域の設定が行われますが、

池田市では、阪急電鉄の軌道で南部と北部とに分断さ

れています。その上、南部は国道、高速道などにより

さらに分断されています。 

また、池田市の場合、市街地は狭く、生活圏域設定には、介護給付等対象サービスを提

供するための施設の整備や要介護者数などから、事業者にとっても安定したサービスの提

供ができるよう、圏域を細分化するのではなく、現行とおり北部、南部二つの圏域で設定

することとしました。 

将来的には、高齢化率や認定者数の伸びを勘案しながら、より地域に根ざしたケアを目

10.28 ㌔

五月山

市街化

調整区域

3.82㌔



- 10 - 

指し、生活圏域の細分化も、検討課題と考えています。 

〔３〕生活圏域の具体的範囲 

北部地区（池田、細河、秦野、五月丘、緑丘、伏尾台の各小学校区） 

南部地区（北豊島、呉服、石橋、石橋南、神田の各小学校区） 

※井口堂は北部に組込み 

２．日常生活圏域ごとの諸推計 

生活圏域ごとの概況 

〔１〕平成２３年９月末現在（住所地特例を除く） 

地区 人口 高齢者数 高齢化率 要支援 要介護 合計 出現率 

北部地区 60,988 13,264 21.75% 730 1,718 2,448 18.46%

南部地区 42,564 9,594 22.54% 555 1,229 1,784 18.59%

合 計 103,552 22,858 22.07% 1,285 2,947 4,232 18.51%

〔２〕平成２６年度推計 

地区 人口 高齢者数 高齢化率 要支援 要介護 合計 出現率 

北部地区 60,666 14,541 23.97% 1,007 2,060 3,069 21.11%

南部地区 42,340 10,517 24.84% 765 1,473 2,237 21.27%

合 計 103,006 25,058 24.33% 1,772 3,533 5,306 21.17%

〔３〕事業所数及びサービス供給量（事業所・施設数）の現状（カッコ内は、供給量：人） 

 特養 老健 
認知症対
応型共同
生活介護

小規模 
多機能 

有料老人
ホーム 

特定 
施設 

合 計 

北部地区 4(322) 1(80) 6(70) 3(75) 1(64) 2(148) 17(759)

南部地区 1(29) 1(120) 6(59) 3(75) 1(41) 2(101) 14(425)

計 5(351) 2(200) 12(129) 6(150) 2(105) 4(249) 31(1184)

訪問 
介護 

訪問 
看護 

通所 
介護 

訪間 
入浴 

居宅介護 
支援事業所

合 計 

北部地区 19 5 14 0 18 56

南部地区 10 5 10 1 10 36

計 29 10 24 1 28 92
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３．地域包括支援センターの機能強化 

高齢者が住み慣れた地域で必要な保健・医療・福祉サービスを利用しながら安心して暮ら

せる体制づくりのために、総合相談支援、権利擁護・虐待防止、包括的・継続的ケアマネジ

メント、介護予防ケアマネジメントの４つの機能を持つ地域包括支援センターを平成１８年

４月より市内４か所に設置しました。 

地域包括支援センターは、地域包括ケアの体制づくりの中核となる機関に位置づけられ、

地域の高齢者の多様なニーズに応えるため、医療・介護・福祉の各サービスを適切に調整し、

つなげる機能を発揮できるよう、センターの機能強化を図ることが必要です。 

また、同センターは、地域のネットワークを基盤としながら、地域住民の総合相談の拠点

として、様々な生活支援サービスが適切に提供されるよう調整する機能の発揮が期待されて

います。しかし、その業務のうち、介護予防ケアマネジメントが大半を占めるなど、包括的

支援事業が十分に実施できず、地域包括ケア体制の構築の機能を十分発揮できないのが現状

となっています。今後は、地域包括支援センターの運営を総合的に調整・サポートする体制

づくりを図り、各区域のセンターの包括的・継続的支援機能が発揮されるよう支援します。 
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女性

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

男性

01,0002,0003,0004,0005,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上平成２３年９月末

平成１８年９月末

第２節 高齢者人口・世帯と将来推計 

１．人口構造 

本市の総人口は、平成１８年９月末と平成２３年９月末を比較すると１％程度伸び、そ

のうち６５歳以上の高齢者は、下の表及びグラフからも分かるように、着実に増加し、高

齢化が進行しています。 

現在の人口構造 

（単位：人）

年  齢 
平成 18年９月末人口 平成 23年９月末人口 

男 女 総 数 男 女 総 数 

0～4歳 2,260 2,158 4,418 2,276 2,182 4,458

5～9歳 2,483 2,242 4,725 2,439 2,303 4,742

10～14歳 2,345 2,244 4,589 2,543 2,339 4,882

15～19歳 2,600 2,415 5,015 2,449 2,315 4,764

20～24歳 3,542 2,969 6,511 3,071 2,682 5,753

25～29歳 3,646 3,407 7,053 3,262 2,837 6,099

30～34歳 4,068 4,119 8,187 3,222 3,335 6,557

35～39歳 4,144 4,112 8,256 3,993 4,205 8,198

40～44歳 3,299 3,495 6,794 4,142 4,201 8,343

45～49歳 2,873 3,046 5,919 3,324 3,490 6,814

50～54歳 2,941 3,212 6,153 2,837 3,039 5,876

55～59歳 4,160 4,394 8,554 2,858 3,120 5,978

60～64歳 3,131 3,437 6,568 3,899 4,331 8,230

65～69歳 2,834 3,283 6,117 2,957 3,355 6,312

70～74歳 2,427 2,768 5,195 2,584 3,151 5,735

75～79歳 1,599 2,150 3,749 2,124 2,604 4,728

80～84歳 931 1,544 2,475 1,280 1,905 3,185

85歳以上 550 1,535 2,085 844 2,054 2,898

総 数 49,833 52,530 102,363 50,104 53,448 103,552
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２．高齢者人口の変遷 

６５歳以上の人口は着実に増加し、平成２３年９月末時点では２２，８５８人、総人口に占め

る割合は、平成１８年から2.9ポイント上昇し、22.1％となっています。 

３．高齢者世帯の状況（国勢調査より） 

本市における６５歳以上の高齢者のいる世帯（以下、「高齢者世帯」という）は、平成２２

年度では１５,２７０世帯であり、一般世帯に占める割合は33.6％となっています。平成２２

年の高齢者世帯の内訳をみると、ひとり暮らし29.5％、夫婦のみ31.9％、その他の世帯38.7％

であり、半数以上が、ひとり暮らし・夫婦のみ世帯となりこの２つの割合の合計は、全国に比

べて高くなっています。このように、本市では、ひとり暮らし・夫婦のみといった高齢者世帯

が年々増えていく一方で、若い世代と同居している高齢者の割合が減少しており、高齢化が進

展する中で、家庭内の介護力の低下傾向がうかがえます。 

高齢者世帯の推移

池田市 大阪府 全国

実数 ％ ％ 

S60 H2 H7 H12 H17 H22 H22 H22 

一般世帯数 実数 36,597 39,249 41,196 41,741 42,181 45,491 - -

高齢者のいる世帯
実数 6,790 7,780 9,297 10,852 13,055 15,270

35.2 37.3
％ 18.6 19.8 22.6 26.0 30.9 33.6

うち一人暮らし

世帯 

実数 1,181 1,615 2,136 2,717 3,626 4,502
32.2 24.8

％ 17.4 20.8 23.0 25.0 27.8 29.5

うち夫婦のみ世帯
実数 1,594 2,075 2,761 3,297 4,079 4,864

28.8 27.2
％ 23.5 26.7 29.7 30.4 31.2 31.9

うち同居世帯 
実数 4,015 4,090 4,400 4,838 5,350 5,904

39.0 48.1
％ 59.1 52.6 47.3 44.6 41.0 38.7

102,363 103,711 104,047 104,092 103,948 103,552

19,621 20,661 21,302 22,046 22,551 22,858

22.1%

21.7%

21.2%

20.5%

19.9%

19.2%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

（人）

18.0%

19.0%

20.0%

21.0%

22.0%

23.0%

総人口 ６５歳以上 高齢化率
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４．将来における人口等の推計 

〔１〕推計人口

本市における総人口は、平成２１年をピークに平成２４年以降も微減するとと見込まれま

す。 

高齢化率は、平成２１年には２１％を超え、いわゆる“超高齢社会”に入っています。 

第５期計画期間の終了年の平成２６年には 24.6％になると見込まれます。 

なお、要介護認定者推計の詳細については、この章の３節で詳しく触れます。 

＊この表の数字は、各年９月末時点での数字を用いた比較であり、この章の第３節の１、

２に用いている、年度平均の数字等とは異なります。 

                                                 （単位：人・実績） 

区   分 平成１８年 平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

総  人  口 102,363 103,711 104,047 104,092 103,948 103,552

内

数

40～64歳 33,988 33,995 34,249 34,371 34,714 35,241

65歳以上 19,621 20,661 21,302 22,046 22,551 22,858

65～74歳 11,312 11,802 11,959 12,244 12,260 12,047

75歳以上 8,309 8,859 9,343 9,802 10,291 10,811

高齢化率 19.2% 19.9% 20.5% 21.2% 21.7% 22.1%

 認定者数 3,217 3,425 3,619 3,793 4,040 4,308

 出現率 16.40% 16.58% 16.99% 17.20% 17.91% 18.85%

（単位：人・国のワークシートによる推計）

区   分 平成２４年 平成２５年 平成２６年

総  人  口 103,285 103,098 103,006

内

数

40～64歳 35,145 34,988 34,779

65歳以上 23,558 24,299 25,058

65～74歳 12,348 12,756 13,216

75歳以上 11,210 11,543 11,842

高齢化率 22.8% 23.6% 24.3%

認定者数 4,610 4,985 5,306

出現率 19.57% 20.52% 21.17%

〔２〕将来人口の推計方法

人口推計にあたり、コーホート要因法を用いました。 

コーホートとは、同年（または同期間）に出生した集団のことをいい、コーホート要因法

とは、その集団ごとの時間変化（出生、死亡、移動）を軸に人口の変化をとらえる方法です。 
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第３節 要介護認定者・サービス利用者の現状と将来推計 

１．第４期計画の実績と評価 

〔１〕要介護認定者

（１）実績（２１、２２年度は月平均。２３年度は９月末の実数） 

区    分 平成21年度
構成割合 

（％） 
平成 22年度

構成割合 

（％） 
平成 23年度

構成割合 

（％） 

要 支 援 ・ 要 介 護 １ 1,712 45.14% 1,908 47.23% 2,044 47.45%

要 支 援 １ 450 11.86% 544 13.47% 680 15.78%

要 支 援 ２ 590 15.55% 622 15.40% 615 14.28%

 経過的要介護 - - - - - -

  要 介 護 １ 672 17.72% 742 18.37% 749 17.39%

要 介 護 ２ ～ ５ 2,081 54.86% 2,132 52.77% 2,264 52.55%

  要 介 護 ２ 650 17.14% 682 16.88% 739 17.15%

要 介 護 ３ 515 13.78% 511 12.65% 523 12.14%

要 介 護 ４ 485 12.79% 478 11.83% 476 11.05%

要 介 護 ５ 431 11.36% 461 11.41% 526 12.21%

合    計 3,793 100.00% 4,040 100.00% 4,308 100.00%

出 現 率 

（高齢者人口に占め

る認定者の割合：％）

17.20% 17.91% 18.85%

＊四捨五入の関係で、構成割合の合計と各介護度を足した数字が異なる部分もあります。 

（２）評価 

表から読み取れるように、平成２１年度から２３年度にかけて、１年ごとに要介護認定

者数は、２５０人前後の伸びを見せています。 

また、人数ベースでみると、要支援から要介護１の軽度者・要介護２から５の重度者共

に増加していますが、軽度者が要介護認定者数全体に占める構成割合が、重度者と比較し

て増加していることがうかがえます。 

また、認定者数の伸び率については、軽度者のほうが重度者に比べて高いといえます。 
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〔２〕サービス利用者 

（１）実績 

第４期計画の計画値と実績の比較 （単位：人）

区     分 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

計画 実績 計画 実績 計画 （見込）

＊居宅 

要支援１ 171 202 180 253 189 334

要支援２ 364 363 383 405 402 415

要介護１ 436 474 459 516 480 543

  要介護２ 385 450 404 483 425 530

  要介護３ 391 328 412 320 434 341

  要介護４ 260 234 277 241 291 236

  要介護５ 154 143 162 186 171 208

小  計 2,161 2,194 2,277 2,404 2,392 2,607

  特定施設入居者 168 153 196 171 222 171

  認知症対応型共同生活介護入居(所)者 100 80 118 95 127 110

小  計 2,429 2,427 2,591 2,670 2,741 2,888

施 設

介護老人福祉施設 297 282 303 297 314 326

介護老人保健施設 185 169 190 168 199 176

介護療養型医療施設 49 27 43 22 27 24

地域密着型介護老人福祉施設 29 28 29 29 29 29

小  計 560 506 565 516 569 555

サービス利用者総計 2,989 2,933 3,156 3,186 3,310 3,443

高 齢 者 人 口 21,696 22,081 22,345 22,539 22,858 22,858

要介護認定者総数 3,820 3,793 4,028 4,040 4,238 4,308

＊ 居宅には、地域密着型利用者（認知症対応型共同生活介護・地域密着型介護老人福祉施設を除く）を含む。 

＊ 要介護認定者総数には、サービス未利用者を含む。 

＊ 地域密着型介護老人福祉施設は平成２０年４月１日 ２９床整備済。 

＊ 平成２３年度に関しては、上半期の実績から推計。 

＊ 端数調整の関係で、端数が合わない場合があります。 
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（２）評価 

表からも明らかなように、要介護認定を受けた全ての人がサービスを継続的に利用して

いるわけではなく、サービスを利用しない方や、断片的に福祉用具や住宅改修、通所介護

や短期入所といったサービスを利用されている方が多くいることが読み取れます。 

居宅サービス利用者の実績については、要支援から要介護のほとんどの区分において、

平成２１年度から平成２３年度にかけて、増加の傾向にあります。 

介護保険施設・特定施設・認知症対応型共同生活介護といった入所・居住系サービスに

ついても、計画数値よりも実績がほとんど下回っていますが、前年度と比較すると総じて

増加の傾向にあります。 

介護療養型医療施設については、現在、池田市に当該施設はありませんが、他府県及び

近隣市町村においての利用者が２０名程度おられます。 

２．第５期計画の要介護認定者数・サービス利用者数の推計 

〔１〕要介護認定者 

第５期計画の要介護認定者の推計は、平成２２年及び２３年の各9月末日の実績をもとに

推計しました。 

要介護認定者の高齢者に対する比率（出現率）は、平成２４年度から２６年度にかけて毎

年ゆるやかに上昇を続け、平成２６年度には、21.17％まで上昇していくと見込みました。 

区    分 
平成 

２４年度
構成割合

平成 

２５年度
構成割合

平成 

２６年度
構成割合

要 支 援 ・ 要 介 護 １ 2,189 47.50% 2,421 48.56% 2,597 48.92%

要 支 援 １ 808 17.54% 1,025 20.56% 1,200 22.59%

要 支 援 ２ 622 13.49% 589 11.81% 573 10.79%

  要 介 護 １ 759 16.46% 807 16.18% 824 15.52%

要 介 護 ２ ～ ５ 2,421 52.51% 2,564 51.43% 2,709 51.05%

  要 介 護 ２ 783 16.98% 845 16.95% 900 16.96%

要 介 護 ３ 548 11.88% 540 10.83% 541 10.19%

要 介 護 ４ 514 11.14% 526 10.55% 545 10.27%

要 介 護 ５ 576 12.49% 653 13.09% 723 13.62%

合    計 4,610 100.00% 4,985 100.00% 5,306 100.00%

出 現 率 

（高齢者人口に占める 

認定者の割合） 

19.57% 20.52% 21.17%

＊四捨五入の関係で、構成割合の合計と各介護度を足した数字が異なる部分もあります。 
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〔２〕サービス利用者数 

平成２９年度末に、介護療養型病床が廃止されることに伴い、療養型利用者は順次減少し

ていきます。 

平成２１年度に、特定施設が１施設増えたことに伴い、特定施設入居者のサービス見込み

が大きく増えています。また、第５期計画においては、小規模多機能型居宅介護事業所の増

設並びに複合型サービスへの転換、認知症対応型共同生活介護につきましても第５期計画に

おける整備を見込んでおり、利用者増加を予想しています。 

その他、居宅サービスについても国のワークシートをベースに、一定割合で利用者が増加

する傾向に推計しました。 

第５期計画の推計 （単位：人）

区     分 
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

計画 計画 計画 

＊居宅

要支援１ 443 582 711

要支援２ 462 451 459

要介護１ 596 657 705

  要介護２ 565 601 639

  要介護３ 364 360 365

  要介護４ 250 251 247

  要介護５ 267 337 396

小  計 2,947 3,239 3,522

  特定施設入居者 225 238 251

  認知症対応型共同生活介護入居(所)者 115 140 146

小  計 3,287 3,617 3,919

施 設

介護老人福祉施設 342 360 428

介護老人保健施設 

（療養型老健含む） 
187 202 218

介護療養型医療施設 25 25 25

地域密着型介護老人福祉施設 29 29 29

小  計 583 616 700

サービス利用者総計 3,870 4,233 4,619

高 齢 者 人 口 23,558 24,299 25,058

要介護認定者総数 4,610 4,985 5,306

＊ 要介護認定者総数には、サービス未利用者を含む。 

＊ 要介護認定者総数は、地域支援事業による追加的予防効果を見込んだ数字 

＊ 介護療養型病床廃止による、サービスの転換を勘案した数字（詳細は、第６章参照） 



第Ⅲ章 「池田市要介護（要支援）認定者調査

  及び一般高齢者調査」からみる市民の意識
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第Ⅲ章 「池田市要介護（要支援）認定者調査及び一般高齢者調査」からみる市民の意識

第１節 調査の概要 

１．目的 

高齢者が健康で安心して暮らすことのできる高齢社会の実現を目指すため、平成２４年

度４月からスタートする「第５期高齢者福祉計画・介護保険事業計画」の策定に向け、そ

の基礎資料としました。 

２．対象者 

  ○要介護（要支援）認定者調査  

介護保険の認定を受けている市民１，２００名を無作為抽出 

（介護サービス利用者６００名、介護サービス未利用者６００名） 

  ○一般高齢者調査  

   市内に住む６５歳以上の市民７００名を無作為抽出 

３．調査方法 

   郵送による配布・回収 

４．調査期間 

   平成２３年３月１日～平成２３年３月２２日（調査基準日平成２３年２月１日） 

５．回収状況 

配布数 回収数 回収率 

要介護（要支援）認定者調査 １，２００ ７４８ ６２．３％

一般高齢者調査 ７００ ５３４ ７６．３％

６．結果の見方 

①集計結果はすべて、小数点第２位を四捨五入しており、比率の合計が 100.0％にならな

いことがあります。 

②回答比率（％）は、その項目の回答者数を基数(N＝Number of case)として算出しました。 

③本文中、表やグラフに次にあげるような表示がある場合、複数回答を依頼した質問です。

複数回答項目では、回答比率の合計が 100.0％を超えます。 

・ＭＡ％(Multiple Answer)＝回答選択肢の中からあてはまるものをすべて選択する場合。 

・３ＬＡ％(3 Limited Answer)＝回答選択肢の中からあてはまるものを３つまで選択する場合。
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無回答
0.3%

女
75.0%

男
24.7%

(n=748)

第２節 調査結果 

１．回答者の属性 

〔１〕性別 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

回答者の性別は、要介護（要支援）認定者は「男性」が24.7％、「女性」が75.0％となって

います。一般高齢者は「男性」が44.4％、「女性」が55.1％となっています。 

〔２〕年齢 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

回答者の年齢は、要介護（要支援）認定者は「85歳以上」が39.4％で最も多く、次いで「80

～84歳」が28.2％、「75～79歳」が13.9％で、65～74歳が14.6％、75歳以上が81.5％となって

います。一般高齢者は「70～74歳」が35.6％で最も多く、次いで「65～69歳」が28.3％、「75

～79歳」が19.5％で、65～74歳が63.9％、75歳以上が34.9％となっています。 

無回答
0.6%

女
55.1%

男
44.4%

(n=534)

28.3

35.6

19.5
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4.0

10.6

13.9

28.2

39.4

0.5

0 20 40 60

64歳以下

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

無回答

(%)
(n=748)
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〔３〕現在の要介護度（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

現在の要介護度では、「要支援１」が22.9％で最も多く、次いで「要支援２」が18.3％、「要

介護１」が15.0％、「要介護２」が13.4％、「要介護５」が10.0％となっています。 

〔４〕介護・介助が必要となった原因 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

22.9

18.3

15.0

13.4

8.7

5.6

10.0

6.1

0 10 20 30 40

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５

無回答

(%)
(n=748)

24.6

19.8

17.2

13.8

13.6

11.9

8.7

7.2

6.8

6.7

6.1

5.5

14.6

8.6

0 10 20 30 40

骨折・転倒

高齢による衰弱

　　　　　　　　　認知症
（アルツハイマー病など）

心臓病

　　　　　　　　脳卒中
（脳出血・脳梗塞など）

　　　関節の病気

（リウマチなど）

視覚・聴覚障害

糖尿病

がん

脊椎損傷

　　　　呼吸器の病気

（肺気腫・肺炎など）

パーキンソン病

その他

不明

(MA%)
(n=748)

22.0

18.0

16.0

12.0

10.0

10.0

8.0

8.0

6.0

6.0

4.0

4.0

12.0

12.0

0 10 20 30 40

高齢による衰弱

　　　関節の病気
（リウマチなど）

心臓病

骨折・転倒

糖尿病

視覚・聴覚障害

がん

　　　　　　　　　認知症

（アルツハイマー病など）

　　　　　　　　脳卒中

（脳出血・脳梗塞など）

パーキンソン病

　　　　呼吸器の病気

（肺気腫・肺炎など）

脊椎損傷

その他

不明

(MA%)
(n=50)
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介護・介助が必要となった原因では、要介護（要支援）認定者は「骨折・転倒」が24.6％

で最も多く、次いで「高齢による衰弱」が19.8％、「認知症（アルツハイマー病など）」が17.2％、

「心臓病」が13.8％、「脳卒中（脳出血・脳梗塞など）」が13.6％となっています。一般高齢

者は、「高齢による衰弱」が22.0％で最も多く、次いで「関節の病気（リウマチなど）」が18.0％、

「心臓病」が16.0％、「骨折・転倒」が12.0％、「糖尿病」と「視覚・聴覚障害」がともに10.0％

となっています。 

２．住まいと世帯について 

〔１〕住居形態 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

住居形態については、要介護（要支援）認定者は「持ち家（一戸建て）」が56.3％で最も多

く、次いで「民間の賃貸住宅」が11.8％、「持ち家（マンションなどの共同住宅）」が10.2％

となっています。一般高齢者は「持ち家（一戸建て）」が67.8％で最も多く、次いで「持ち家

（マンションなどの共同住宅）」が11.4％、「民間の賃貸住宅」が9.9％となっています。 

67.8

11.4

6.2

9.9

0.0

0.0

3.6

1.1

0 20 40 60 80

持ち家（一戸建て）

持ち家（マンション

などの共同住宅）　

公営住宅

民間の賃貸住宅

軽費老人ホーム　　

（ケアハウスなど）

有料老人ホーム

その他

無回答

(%)
(n=534)

56.3

10.2

6.6

11.8

1.2

2.1

0.8

3.1

5.9

2.1

0 20 40 60 80

持ち家（一戸建て）

持ち家（マンション

などの共同住宅）　

公営住宅

民間の賃貸住宅

　軽費老人ホーム　

（ケアハウスなど）

有料老人ホーム

グループホーム

特別養護老人ホームなど

その他

無回答

(%)
(n=748)
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無回答
1.5%

２階以上にない
63.7%

２階以上にある
34.8%

(n=534)

無回答
3.1%

２階以上にない
60.0%

２階以上にある
36.9%

(n=748)

〔２〕２階以上にある住居 

  【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

２階以上にある住居については、要介護（要支援）認定者は「２階以上にない」が60.0％、

「２階以上にある」が36.9％となっています。２階以上にある住居については、「２階以上に

ない」が63.7％、「２階以上にある」が34.8％となっています。 

〔３〕エレベーターの設置有無 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

２階以上に住居があると回答した人に、エレベーターの設置有無をたずねると、要介護（要

支援）認定者は「エレベーターは設置されている」が52.2％、「エレベーターは設置されてい

ない」が46.7％となっています。一般高齢者は、「エレベーターは設置されている」が34.9％

に対し、「エレベーターは設置されていない」が63.4％となっています。 

無回答
1.1%

エレベーターは
設置されていない

46.7%

エレベーターは
設置されている

52.2%

(n=276)

無回答
1.6%

エレベーターは
設置されていない

63.4%

エレベーターは
設置されている

34.9%

(n=186)
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〔４〕住宅用火災警報器設置義務の認知 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

住宅用火災警報器設置義務の認知については、要介護（要支援）認定者は「知っている」

が75.3％、「知らない」が20.7％となっています。一般高齢者は「知っている」が85.2％、「知

らない」が13.7％となっています。 

〔５〕住宅用火災警報器の設置有無 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

住宅用火災警報器の設置有無については、要介護（要支援）認定者は「設置している」が

57.4％、「設置していない」が38.9％となっています。一般高齢者は「設置している」が50.0％、

「設置していない」が47.9％となっています。 

無回答
4.0%

知らない
20.7%

知っている
75.3%

(n=748)

無回答
1.1%

知らない
13.7%

知っている
85.2%

(n=534)

無回答
3.7%

設置していない
38.9% 設置している

57.4%

(n=748)

無回答
2.1%

設置していない
47.9%

設置している
50.0%

(n=534)
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〔６〕世帯状況 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

世帯状況については、要介護（要支援）認定者は「65歳未満を含む世帯」が33.0％で最も

多く、次いで「65歳以上のみの世帯」が29.1％、「ひとり暮らし」が23.8％となっています。

一般高齢者は「65歳以上のみの世帯」が46.3％で最も多く、次いで「65歳未満を含む世帯」

が38.0％、「ひとり暮らし」が12.9％となっています。 

〔７〕昼間独居の状況 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

65歳以上のみの世帯、または65歳未満を含む世帯と回答した人に、昼間独居の状況をたず

ねると、要介護（要支援）認定者は「たまにある」が47.3％で最も多く、次いで「よくある」

が30.5％、「ない」が18.9％となっています。一般高齢者では「たまにある」が50.9％で最も

多く、次いで「よくある」が29.3％、「ない」が16.4％となっています。 

無回答
3.2%

ない
18.9%

たまにある
47.3%

よくある
30.5%

(n=465)

無回答
3.3%

ない
16.4%

たまにある
50.9%

よくある
29.3%

(n=450)

無回答
2.5%その他

（施設入所など）
11.5%

65歳未満を
含む世帯
33.0%

65歳以上のみ
の世帯
29.1%

ひとり暮らし
23.8%

(n=748)

無回答
2.1%

その他
（施設入所など）

0.7%

65歳未満を
含む世帯
38.0%

65歳以上のみ
の世帯
46.3%

ひとり暮らし
12.9%

(n=534)



- 26 - 

〔８〕介護・介助の必要性 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

介護・介助の必要性については、要介護（要支援）認定者は「現在、何らかの介護を受け

ている」が58.6％で最も多く、次いで「何らかの介護・介助は必要だが、現在は受けていな

い」が23.0％、「介護・介助の必要はない」が12.4％となっています。要介護（要支援）認定

者で介護を受けていない割合が高いのは、「介護・介助」に介護サービスの利用を含んで回答

していないなど解釈の違い、あるいは要支援など要介護度が軽く、比較的自立性の高い高齢者、

もしくは何らかの事情により介護サービスを利用していない（できない）高齢者等と考えられ

ます。 

一方、一般高齢者は「介護・介助の必要はない」が88.4％で最も多く、次いで「何らかの

介護・介助は必要だが、現在は受けていない」が8.1％、「現在、何らかの介護を受けている」

が1.3％となっています。 

〔９〕現在の住まいで不便なこと（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

28.2

13.6

9.9

9.8

7.0

4.9

9.4

41.8

10.7

0 20 40 60

玄関や敷居などに段差があり、移動（歩行）

　　　　　　　　　　　　　　　　しづらい

手すりがないので、移動（歩行）しづらい

浴室が狭い、つかまるところがないなど、

　　　　　　　　　　　　　　使いづらい

トイレが狭い、つかまるところがないなど、

　　　　　　　　　　　　　　　使いづらい

部屋が狭い

廊下および居室の出入口が狭い

その他

特にない

無回答

(MA%)
(n=748)

無回答
6.0%

現在、何らかの
介護を受けている

58.6%

何らかの介護・
介助は必要だが、

現在は受けて
いない
23.0%

介護・介助の
必要はない

12.4%

(n=748)

介護・介助の
必要はない

88.4%

何らかの介護・介
助は必要だが、現
在は受けていない

8.1%

現在、何らかの
介護を受けている

1.3%
無回答
2.2%

(n=534)
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現在の住まいで不便なことについては、「玄関や敷居などに段差があり、移動（歩行）しづ

らい」が28.2％で最も多く、次いで「手すりがないので、移動（歩行）しづらい」が13.6％

となっています。一方、「特にない」は41.8％となっています。 

３．健康・医療について 

〔１〕健康や介護予防のために気を付けていること 

【要介護（要支援）認定者】 

【一般高齢者】 

56.7

47.6

46.9

41.2

38.8

38.8

32.1

19.4

17.6

12.6

7.0

8.3

5.9

0 20 40 60 80

食事や栄養に気をつかっている

　　　（塩分、食べ過ぎなど）

年に１回程度、健診を受けている

十分な睡眠や休息をとっている

家族や友人とのふれあいを大切にしている

歯科健診を受けたり歯磨きの習慣など、

　　　　　　口の健康に気を付けている

規則正しいリズムで生活している

適度な運動を心がけている

禁煙・節煙を心がけている

禁酒やお酒を飲みすぎないよう心がけている

仕事や趣味などで生きがいを持っている

特にない

その他

無回答

(MA%)

(n=748)

79.4

68.7

68.7

66.1

66.1

60.7

55.4

50.9

42.1

39.9

1.3

3.7

0.7

0 20 40 60 80 100

年に１回程度、健診を受けている

食事や栄養に気をつかっている

　　　（塩分、食べ過ぎなど）

適度な運動を心がけている

十分な睡眠や休息をとっている

家族や友人とのふれあいを大切にしている

歯科健診を受けたり歯磨きの習慣など、
　　　　　　口の健康に気を付けている

規則正しいリズムで生活している

仕事や趣味などで生きがいを持っている

禁酒やお酒を飲みすぎないよう心がけている

禁煙・節煙を心がけている

特にない

その他

無回答

(MA%)
(n=534)
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42.2

25.3

21.4

21.1

18.9

13.8

13.4

13.2

12.6

11.6

10.8

10.7

9.4

8.7

5.3

3.7

3.2

12.6

2.1

3.5

0 20 40 60

高血圧

筋骨格の病気（骨粗しょ

　　う症、関節症など）

目の病気

心臓病

認知症（アルツハイマー病
　　　　　　　　　など）

外傷（転倒・骨折など）

脳卒中（脳出血・

　　脳梗塞など）

糖尿病

高脂血症（脂質異常）

耳の病気

腎臓・前立腺の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

呼吸器の病気（肺炎、

　　　気管支炎など）

がん

パーキンソン病

血液・免疫の病気

うつ病

その他

なし

無回答

(MA%)(n=748)

健康や介護予防のために気を付けていることについては、要介護（要支援）認定者は「食

事や栄養に気をつかっている（塩分、食べ過ぎなど）」が56.7％で最も多く、次いで「年に１

回程度、健診を受けている」が47.6％、「十分な睡眠や休息をとっている」が46.9％、「家族

や友人とのふれあいを大切にしている」が41.2％となっています。一般高齢者は「年に１回

程度、健診を受けている」が79.4％で最も多く、次いで「食事や栄養に気をつかっている（塩

分、食べ過ぎなど）」と「適度な運動を心がけている」がともに68.7％、「十分な睡眠や休息

をとっている」と「家族や友人とのふれあいを大切にしている」はともに66.1％となってい

ます。 

〔２〕病歴 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

要介護（要支援）認定者は「高血圧」が42.2％で最も多く、次いで「筋骨格の病気（骨粗

しょう症、関節症など）」が25.3％、「目の病気」が21.4％、「心臓病」が21.1％、「認知症（ア

ルツハイマー病など）」が18.9％となっています。一般高齢者は「高血圧」が40.4％で最も多

く、次いで「高脂血症（脂質異常）」が19.7％、「目の病気」が15.9％、「心臓病」が14.0％、

40.4

19.7

15.9

14.0

12.9

12.9

7.5

6.6

6.2

6.0

4.3

2.6

2.1

1.7

1.1

0.7

0.4

9.7

9.6

10.5

0 20 40 60

高血圧

高脂血症（脂質異常）

目の病気

心臓病

糖尿病

筋骨格の病気（骨粗しょ

　　う症、関節症など）

腎臓・前立腺の病気

胃腸・肝臓・胆のうの病気

耳の病気

がん

呼吸器の病気（肺炎、

　　　気管支炎など）
脳卒中（脳出血・

　　脳梗塞など）

外傷（転倒・骨折など）

血液・免疫の病気

うつ病

認知症（アルツハイマー病
　　　　　　　　　など）

パーキンソン病

その他

なし

無回答

(MA%)(n=534)
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「糖尿病」と「筋骨格の病気（骨粗しょう症、関節症など）」がともに12.9％となっています。 

〔３〕病院・医院への通院または訪問診療の有無 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

病院・医院への通院または訪問診療の有無については、要介護（要支援）認定者は「通院

している」が78.3％、「訪問診療を受けている」が11.4％、「通院していない・訪問診療を受

けていない」が4.5％となっています。一般高齢者は「通院している」が81.1％、「訪問診療

を受けている」が0.6％、「通院していない・訪問診療を受けていない」が13.9％となってい

ます。 

78.3

11.4

4.5

9.6

0 20 40 60 80 100

通院している

訪問診療を受けている

　　　通院していない・

訪問診療を受けていない

無回答

(MA%)
(n=748)

81.1

0.6

13.9

5.1

0 20 40 60 80 100

通院している

訪問診療を受けている

　　　通院していない・

訪問診療を受けていない

無回答

(MA%)
(n=534)
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４．運動・外出状況について 

〔１〕運動・外出状況 

【要介護（要支援）認定者】 

【一般高齢者】 

運動・外出状況についてたずねると、要介護（要支援）認定者は“５メートル以上歩ける”

と“１年前と比べて外出の回数が減っている”との回答がともに65.0％で最も高く、次いで

“週１回以上外出している”との回答が54.5％となっており、それぞれ過半数を占めていま

す。一般高齢者は“５メートル以上歩ける”との回答が95.3％で最も高く、次いで“週１回

以上外出している”が94.4％で９割台を占め、“１年前と比べ外出の回数が減っている”との

回答は29.2％となっています。また、“15分程度続けて歩いている”との回答は86.7％、“椅

子に座った状態から何もつかまらず立ち上がる”との回答は83.9％となっています。歩行な

どの運動器の機能低下や閉じこもり傾向のある高齢者は少ないです。 

17.9

18.9

35.4

65.0

54.5

65.0

72.2

71.9

55.1

24.3

35.8

23.8

9.9

9.2

9.5

10.7

9.6

11.2

ア）階段は手すりや壁をつたわ

　　　　　　　らず昇っている

イ）椅子に座った状態から何も

　　　　つかまらず立ち上がる

ウ）15分程度続けて歩いている

エ）５メートル以上歩ける　　

オ）週１回以上外出している　

カ）１年前と比べて外出の回数

　　　　　　　　が減っている

(%)

0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=748)

64.4

83.9

86.7

95.3

94.4

29.2

32.4

14.4

67.2

3.2

1.7

3.6

11.2

3.2

0.9

2.1

2.4

3.7

ア）階段は手すりや壁をつたわ

　　　　　　　らず昇っている

イ）椅子に座った状態から何も

　　　　つかまらず立ち上がる

ウ）15分程度続けて歩いている

エ）５メートル以上歩ける　　

オ）週１回以上外出している　

カ）１年前と比べて外出の回数

　　　　　　　　が減っている

(%)

0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=534)
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1.1

9.2

11.2

5.7

19.9

1.6

2.0

17.6

6.1

25.4

0 10 20 30 40

電車

路線バス（阪急バス）

巡回福祉バス

タクシー

介護タクシー

自動車が通行しやすい道路

自転車が安全に通行できる
　　　　　　　　　　道路

歩行者が安全に通行できる

　　　　　　　　　　道路

その他

無回答

(%)
(n=748)

3.7

20.8

10.3

1.7

2.1

3.6

23.0

19.9

3.2

11.8

0 10 20 30 40

電車

路線バス（阪急バス）

巡回福祉バス

タクシー

介護タクシー

自動車が通行しやすい道路

自転車が安全に通行できる

　　　　　　　　　　道路

歩行者が安全に通行できる

　　　　　　　　　　道路

その他

無回答

(%)(n=534)

〔２〕外出を意識して控えていること 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

外出を意識して控えていることについては、要介護（要支援）認定者は「控えている」が

69.9％、「控えていない」が23.3％となっています。一般高齢者は外出を意識して控えている

ことについては、「控えていない」が81.6％、「控えている」が17.0％となっています。 

〔３〕今後、外出のために充実してほしいもの 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

今後、外出のために充実してほしいものについては、要介護（要支援）認定者は「介護タ

クシー」が19.9％で最も多く、次いで「歩行者が安全に通行できる道路」が17.6％、「巡回福

祉バス」が11.2％となっています。一般高齢者は「自転車が安全に通行できる道路」が23.0％

で最も多く、次いで「路線バス（阪急バス）」が20.8％、「歩行者が安全に通行できる道路」

が19.9％となっています。 

無回答
6.8%

控えていない
23.3%

控えている
69.9%

(n=748)

無回答
1.3%

控えていない
81.6%

控えている
17.0%

(n=534)
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５．転倒予防について 

〔１〕歩行や転倒について 

【要介護（要支援）認定者】 

【一般高齢者】 

歩行や転倒についてたずねると、要介護（要支援）認定者は“歩く速度が遅くなってきた”

との回答が80.6％で最も高く、次いで“転倒に対する不安が大きい”との回答が77.3％、“背

中が丸くなってきた”との回答が55.7％、“杖を使っている”との回答が50.8％となっており、

それぞれ過半数を占めています。一般高齢者は“歩く速度が遅くなってきた”との回答が

63.3％で高くなっています。その他の項目では、否定的意見（「いいえ」）の割合のほうが高

いです。 

47.7

77.3

55.7

80.6

50.8

38.9

8.4

28.2

33.8

13.4

14.3

16.0

14.4

15.4

4.9

ア）この１年間に転んだことが

　　　　　　　　　　　　ある

イ）転倒に対する不安が大きい

ウ）背中が丸くなってきた　　

エ）歩く速度が遅くなってきた

オ）杖を使っている　　　　　

(%)
0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=748)

20.8

44.2

30.3

63.3

7.3

75.5

51.3

65.0

34.6

87.3

3.7

4.5

4.7

2.1

5.4

ア）この１年間に転んだことが

　　　　　　　　　　　　ある

イ）転倒に対する不安が大きい

ウ）背中が丸くなってきた　　

エ）歩く速度が遅くなってきた

オ）杖を使っている　　　　　

(%)

0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=534)
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６．口や歯の状況、栄養状況について 

〔１〕口腔の状況 

【要介護（要支援）認定者】 

【一般高齢者】 

口腔の状況についてたずねると、要介護（要支援）認定者は “歯みがきを毎日している”

との回答が74.7％で最も高く、次いで“入れ歯を使用している”が63.5％となっており、そ

れぞれ６割以上を占めています。一般高齢者は“歯みがきを毎日している”との回答が91.4％

24.2

46.9

43.7

44.3

74.7

32.1

63.5

62.0

38.4

42.8

40.2

12.4

52.8

27.3

13.8

14.7

13.5

15.5

12.8

15.1

9.2

ア）６か月間での２～３㎏の

　　　　　　　　　体重減少

イ）半年前に比べ固いものが

　　　　　食べにくくなった

ウ）お茶や汁物等でむせるこ

　　　　　　　　　とがある

エ）口の渇きが気になる　　

オ）歯みがきを毎日している

カ）定期的に歯科受診をして
　　　　　　　　　　　いる

キ）入れ歯の使用　　　　　

(%)
0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=748)

10.3

27.2

23.6

29.2

91.4

50.2

55.6

85.4

69.1

72.1

66.1

43.8

40.1

4.3

3.7

4.3

4.7

6.0

4.3

5.2

3.4

ア）６か月間での２～３㎏の

　　　　　　　　　体重減少

イ）半年前に比べ固いものが

　　　　　食べにくくなった

ウ）お茶や汁物等でむせるこ

　　　　　　　　　とがある

エ）口の渇きが気になる　　

オ）歯みがきを毎日している

カ）定期的に歯科受診をして
　　　　　　　　　　　いる

キ）入れ歯の使用　　　　　

(%)

0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=534)
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で最も高く、次いで“入れ歯を使用している”が55.6％、“定期的に歯科受診をしている”が

50.2％となっています。 

７．物忘れの状況について 

〔１〕物忘れの状況 

【要介護（要支援）認定者】 

【一般高齢者】 

物忘れの状況についてたずねると、要介護（要支援）認定者は“周囲の人から物忘れがあ

ると言われる”との回答が50.0％、“今日が何月何日かわからないときがある”との回答が

49.2％で、回答者の半数程度に物忘れの傾向がみられます。“５分前のことを思い出せない”

との回答は29.0％で３人に１人となっています。一般高齢者は“５分前のことを思い出せる”

との回答が89.5％で最も高く、次いで“自分で電話番号を調べて電話をかけている”が87.8％

となっています。 

50.0

54.8

49.2

61.9

39.3

37.6

43.6

29.0

10.7

7.6

7.2

9.1

ア）周囲の人から物忘れがある
　　　　　　　　　と言われる

イ）自分で電話番号を調べて電
　　　　　　　話をかけている

ウ）今日が何月何日かわからな
　　　　　　　　　い時がある

エ）５分前のことを思い出せる

(%)
0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=748)

23.8

87.8

18.9

89.5

73.4

79.6

2.8

1.5

9.0

10.9

1.5

1.3

ア）周囲の人から物忘れがある
　　　　　　　　　と言われる

イ）自分で電話番号を調べて電
　　　　　　　話をかけている

ウ）今日が何月何日かわからな
　　　　　　　　　い時がある

エ）５分前のことを思い出せる

(%)
0 20 40 60 80 100

はい いいえ 無回答(n=534)
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８．日常生活について 

〔１〕日常生活の状況 

（１）日用品の買物 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

（２）自分で食事の用意 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

（３）預貯金の出し入れ 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

無回答
6.0%

できない
44.8%

できるけど、
していない

13.2%

できるし、
している
36.0%

(n=748)

無回答
6.3%

できない
46.4%

できるけど、
していない

13.9%

できるし、
している
33.4%

(n=748)

無回答
5.3%

できない
42.0%

できるけど、
していない

16.7%

できるし、
している
36.0%

(n=748)

できるし、
している
88.4%

できるけど、
していない

8.8%

できない
1.9%

無回答
0.9%

(n=534)

無回答
1.1%できない

5.6%

できるけど、
していない

20.2%

できるし、
している
73.0%

(n=534)

無回答
1.3%できない

3.0%

できるけど、
していない

13.5%

できるし、
している
82.2%

(n=534)
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（４）尿漏れや失禁など 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

日常生活の状況については、要介護（要支援）認定者は“日用品の買物”では、「できない」

が46.4％、「できるし、している」が33.4％となっています。“自分で食事の用意”では、「で

きない」が44.8％、「できるし、している」が36.0％となっています。“預貯金の出し入れ”

では、「できない」が42.0％、「できるし、している」が36.0％となっています。“尿漏れや失

禁など”では、「ときどきある」が39.7％、「ない」が35.4％、「よくある」が17.5％となって

います。 

一般高齢者では“日用品の買物”では、「できるし、している」が88.4％、「できるけど、

していない」が8.8％、「できない」が1.9％となっています。“自分で食事の用意”では、「で

きるし、している」が73.0％、「できるけど、していない」が20.2％、「できない」が5.6％と

なっています。“預貯金の出し入れ”では、「できるし、している」が82.2％、「できるけど、

していない」が13.5％、「できない」が3.0％となっています。“尿漏れや失禁など”では、「な

い」が79.8％、「ときどきある」が18.4％、「よくある」が0.7％となっています。 

無回答
7.4%

よくある
17.5%

ときどきある
39.7%

ない
35.4%

(n=748)

無回答
1.1%よくある

0.7%

ときどきある
18.4%

ない
79.8%

(n=534)



- 37 - 

９．介護保険について 

〔１〕介護保険サービスの利用状況（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

介護保険サービスの利用状況については、「利用している」が60.3％、「利用していない」

が37.3％となっています。 

〔２〕介護保険サービスを利用してよかった点（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

介護保険サービスを利用していると回答した人に、介護保険サービスを利用してよかった

点をたずねると、「身の回りのことをしてもらって助かったこと」が44.1％で最も多く、次い

で「安心して生活できるようになったこと」が34.6％、「話し相手ができ、さびしくなくなっ

たこと」が33.7％となっています。 

無回答
2.4%

利用していない
37.3%

利用している
60.3%

(n=748)

44.1

34.6

33.7

16.2

16.0

12.0

12.0

4.9

8.9

0 20 40 60

身の回りのことをしてもらって助かったこと

安心して生活できるようになったこと

話し相手ができ、さびしくなくなったこと

体調がよくなったこと

家族に対する気兼ねが減ったこと

自分で身の回りのことをしようとする意欲が

　　　　　　　　　　　　　　出てきたこと

その他

特にない

無回答

(MA%)(n=451)
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〔３〕介護保険サービスの満足度（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

介護保険サービスを利用していると回答した人に、介護保険サービスの満足度をたずねる

と、「おおむね満足している」が59.4％で最も多く、「大変満足している」（20.4％）とあわせ

た『満足している』では79.8％となっています。一方、『不満である』（「やや不満である」と

「大変不満である」をあわせた割合）は12.9％となっています。 

〔４〕介護保険サービスを利用していない理由（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

介護保険サービスを利用していないと回答した人に、介護保険サービスを利用していない

理由をたずねると、「当面は家族などによる介護で十分であるから」が47.0％で最も多く、次

いで「現在病院に入院中であるから」が16.8％、「どのような介護保険サービスがあるか分か

47.0

16.8

12.5

11.8

7.9

6.8

5.7

5.4

2.5

12.9

8.2

0 20 40 60

当面は家族などによる介護で十分であるから

現在病院に入院中であるから

どのような介護保険サービスがあるか分からな

　　　　　　　　　　　　　　　　　　いから

介護保険サービス事業所の職員など他人を自宅

　　　　　　　　　　　　にいれたくないから

介護保険サービスの利用方法が分からないから

利用したい介護保険サービスがないから

手続きが複雑で面倒そうだから

利用料が高すぎるから

介護保険サービス以外のサービスを利用してい

　　　　　　　　　　　　　　　　　　るから

その他

無回答

(MA%)(n=279)

無回答
7.3%

大変不満である
1.8%

やや不満である
11.1%

おおむね満足
している
59.4%

大変満足している
20.4%

(n=451)
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らないから」が12.5％となっています。 

〔５〕介護保険サービスの今後の利用希望（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

介護保険サービスの今後の利用希望についてたずねると、「利用したい」の割合が高い項目

では、“福祉用具の貸与・支給”が43.9％で最も高く、次いで“住宅改修”（37.4％）、“デイ

サービス（通所介護）”（33.2％）、“ホームヘルプサービス（訪問介護）”（33.0％）、“訪問看

護・訪問リハビリテーション”（32.0％）が、それぞれ３割台となっています。 

33.0

32.0

33.2

27.1

23.8

43.9

37.4

17.2

20.5

11.1

25.1

22.9

13.0

11.6

17.4

16.6

19.1

6.8

7.2

16.7

15.2

21.4

15.8

13.4

22.9

23.7

19.5

23.8

21.0

14.0

17.4

29.5

27.5

28.3

26.3

26.3

31.1

32.8

29.9

32.5

36.1

35.3

38.0

36.5

36.8

39.2

32.8

37.4

ア）ホームヘルプサービス　　

　　（訪問介護）　　　　　　

イ）訪問看護・訪問リハビリテ

　　ーション　　　　　　　　

ウ）デイサービス（通所介護）

エ）デイケア（通所リハビリテ

　　ーション）　　　　　　　

オ）ショートステイ（短期入所

生活介護、短期入所療養介護）

カ）福祉用具の貸与・支給　　

キ）住宅改修　　　　　　　　

ク）夜間対応型訪問介護　　　

ケ）小規模多機能型居宅介護　

コ）グループホーム（認知症対

　　応型共同生活介護）　　　

サ）特別養護老人ホーム　　　

　　（介護老人福祉施設）　　

シ）老健（介護老人保健施設）

(%)
0 20 40 60 80 100

利用したい

利用したくない

わからない 無回答
(n=748)
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〔６〕介護保険制度の認知度（一般高齢者のみ） 

【一般高齢者】 

介護保険制度の認知度については、「あまり知らない」が45.5％で最も多く、「まったく知

らない」（6.6％）とあわせた『知らない』が52.1％で過半数を占めます。一方の『知ってい

る』（「よく知っている」と「知っている」をあわせた割合）は45.7％となっています。 

〔７〕介護保険サービスの種類や内容の認知度（一般高齢者のみ） 

【一般高齢者】 

介護保険サービスの種類や内容の認知度については、「あまり知らない」が52.4％で最も多

く、「まったく知らない」（11.8％）をあわせた『知らない』が64.2％となっています。一方

の『知っている』（「よく知っている」と「知っている」をあわせた割合）は34.2％となって

います。 

無回答
2.2%

まったく知らない
6.6%

あまり知らない
45.5%

知っている
37.8%

よく知っている
7.9%

(n=534)

無回答
1.5%

まったく知らない
11.8%

あまり知らない
52.4%

知っている
30.3%

よく知っている
3.9%

(n=534)
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〔８〕将来の生活場所（一般高齢者のみ） 

【一般高齢者】 

将来の生活場所については、「ひとりで、介護保険を活用しながら自宅で生活したい」

（24.7％）と「子どもや親族と同居し、介護保険を活用しながら自宅で生活したい」（24.3％）

がほぼ横ばいで割合が高くなっています。 

〔９〕施設に入所したい理由（一般高齢者のみ） 

【一般高齢者】 

将来、施設に入所したいと回答した人に、施設に入所したい理由をたずねると、「介護など

の負担を家族にかけたくないから」が67.8％で最も多く、次いで「緊急時や24時間の見守り

の体制があり、安心できるから」が54.0％、「手厚い介護、専門的な介護を受けたいから」が

31.0％となっています。 

10.3

24.3

24.7

11.2

5.1

5.8

15.4

3.2

0 10 20 30 40

子どもや親族と同居し、家族の介

護を受けながら自宅で生活したい

子どもや親族と同居し、介護保険
を活用しながら自宅で生活したい

ひとりで、介護保険を活用しなが
　　　　　ら、自宅で生活したい

介護保険の入所施設に入所したい

有料老人ホーム、ケア付き(賃貸)

　　　　　住宅などに入所したい

その他

わからない

無回答

(%)
(n=534)

67.8

54.0

31.0

19.5

12.6

3.4

2.3

3.4

2.3

0 20 40 60 80

介護などの負担を家族にかけたくないから

緊急時や24時間の見守りの体制があり、安

　　　　　　　　　　　　　心できるから

手厚い介護、専門的な介護を受けたいから

介護をしてくれる家族などがいないため

入浴がしづらいなど、自宅の構造上、問題

　　　　　　　　　　　　　　があるから

在宅で受けられる介護サービスの方がお金

　　　　　　　　　　がかかると思うから

在宅で受けられる介護サービスでは不満・

　　　　　　　　　　　　　　不安だから

その他

無回答

(MA%)
(n=87)
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10．介護保険サービス以外の福祉サービスについて 

〔１〕利用したい福祉サービス 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

利用したい福祉サービスについては、要介護（要支援）認定者は「給食宅配サービス」が

27.7％で最も多く、次いで「緊急通報装置の貸与」が24.7％、「紙おむつの給付」が23.7％、

「日常生活用具の給付と貸与」が18.2％、「街かどデイサービス」が18.0％となっています。

一般高齢者は「緊急通報装置の貸与」が38.4％で最も多く、次いで「給食宅配サービス」が

37.5％、「街かどデイサービス」が30.9％、「ふれあいサロン・ときめきクラブ」が22.7％、

「日常生活用具の給付と貸与」が21.3％となっています。 

27.7

24.7

23.7

18.2

18.0

14.8

12.3

11.5

9.1

8.8

7.8

5.6

4.9

46.4

0 20 40 60

給食宅配サービス

緊急通報装置の貸与

紙おむつの給付

日常生活用具の給付と貸与

街かどデイサービス

認知症などの相談

救急医療情報キット

ふれあいサロン・

　ときめきクラブ

認知症サポーター養成講座

ボランティアグループの活動

ひとり暮らし老人の会

日常生活自立

成年後見制度利用支援

無回答

(MA%)(n=748)

38.4

37.5

30.9

22.7

21.3

19.1

17.8

16.7

16.1

12.5

9.2

7.7

5.2

29.6

0 20 40 60

緊急通報装置の貸与

給食宅配サービス

街かどデイサービス

ふれあいサロン・

　ときめきクラブ

日常生活用具の給付と貸与

紙おむつの給付

救急医療情報キット

ボランティアグループの活動

ひとり暮らし老人の会

認知症などの相談

認知症サポーター養成講座

日常生活自立

成年後見制度利用支援

無回答

(MA%)
(n=534)
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11．相談ごとについて 

〔１〕日常生活で困っていること 

【要介護（要支援）認定者】 【一般高齢者】 

日常生活で困っていることについては、要介護（要支援）認定者は「外出のときの交通手

段」が19.0％で最も多く、次いで「家の掃除や洗濯」が17.6％、「官公庁などへの手続き」が

15.5％、「買物」が15.1％、「通院や薬をもらいに行くこと」が13.2％となっています。一方、

「特に困っていることはない」は21.1％となっています。一般高齢者は「外出のときの交通

手段」が5.1％で最も多く、次いで「布団の上げ下ろし」が4.1％、「官公庁などへの手続き」

が3.9％となっています。一方、「特に困っていることはない」は67.4％となっています。 

19.0

17.6

15.5

15.1

13.2

12.3

10.8

10.2

9.9

8.0

7.4

4.5

3.9

6.0

21.1

29.5

0 10 20 30 40

外出のときの交通手段

家の掃除や洗濯

官公庁などへの手続き

買物

通院や薬をもらいに行く

　　　　　　　　　こと

食事の用意

入浴

布団の上げ下ろし

郵便物を読むことや書く

　　　　　　　　　こと

預貯金の出し入れ

分別のごみ出し

請求書の支払い

介護や世話をしなければ

　　　　　　　ならない

その他

特に困っていることはない

無回答

(MA%)
(n=748)

5.1

4.1

3.9

3.6

2.8

2.4

2.1

2.1

1.3

1.1

0.7

0.6

0.2

2.1

67.4

15.4

0 20 40 60 80

外出のときの交通手段

布団の上げ下ろし

官公庁などへの手続き

家の掃除や洗濯

介護や世話をしなければ

　　　　　　　ならない

食事の用意

買物

分別のごみ出し

通院や薬をもらいに行く

　　　　　　　　　こと

郵便物を読むことや書く

　　　　　　　　　こと

預貯金の出し入れ

請求書の支払い

入浴

その他

特に困っていることはない

無回答

(MA%)
(n=534)
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12．高齢者施策全体について 

〔１〕高齢者施策として重要なこと（要介護（要支援）認定者のみ） 

【要介護（要支援）認定者】 

高齢者施策として重要なことについては、「介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の

介護保険施設の充実」が34.4％で最も多く、次いで「訪問介護などの在宅での介護サービス

の充実」が30.5％、「高齢者の見守りなどの生活支援・緊急時支援サービスの充実」が23.7％、

「病院や診療所の充実」が23.4％、「身近な地域社会の中で、高齢者の生活を支える体制づく

り」が16.8％となっています。 

34.4

30.5

23.7

23.4

16.8

14.6

12.4

11.5

10.4

9.4

3.5

3.1

2.9

2.8

1.3

2.5

4.7

24.5

0 10 20 30 40

介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）等の

　　　　　　　　　　　　介護保険施設の充実

訪問介護などの在宅での介護サービスの充実

高齢者の見守りなどの生活支援・緊急時支援

　　　　　　　　　　　　　サービスの充実

病院や診療所の充実

身近な地域社会の中で、高齢者の生活を支える

　　　　　　　　　　　　　　　　体制づくり

日常的に利用できる相談窓口の充実

認知症などの専門的な相談窓口の充実

高齢者向けの公営住宅の整備や住宅改修などへ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の支援

高齢者をはじめ地域の人が集える場の確保

健康づくり、介護予防事業の充実

学習や文化などの講座やスポーツ活動の充実

ボランティア活動など、地域での主体的な活動

　　　　　　　　　　　　ができる環境の充実

高齢者の働く場の確保や職業紹介の充実

地域ボランティアや地域活動のリーダーの養成

その他

特にない

わからない

無回答

(3LA%)
(n=748)
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13．今後の課題 

平成１８年３月に策定した第３期計画では、平成２７年（２０１５年）の高齢者介護のあ

るべき姿を念頭に置きながら、介護予防の推進をはじめ、介護保険サービス及び地域密着型

サービスの提供体制の確保や地域包括支援センターを中心とした地域包括ケア体制等に関

する取組みを推進するための目標や施策を策定しました。 

アンケート調査では、要介護（要支援）認定を受けていない６割近い高齢者は、介護が必

要になっても、引き続き在宅での生活を希望しています。 

高齢者のこのような生活に対する希望を踏まえ、介護が必要な状態になっても、できるだ

け在宅生活が継続できるよう、「医療」「介護」「予防」「生活支援」「住まい」の５つのサー

ビスを一体化して提供していく「地域包括ケア」の考え方を基本に、高齢者が在宅で安心し

て生活できる支援体制の構築に取り組むことが必要です。さらに、地域の様々なネットワー

クによる相談支援をはじめ、近隣住民、池田市公益活動促進協議会、ＮＰＯやボランティア

等、個人や非営利団体等による支援も含めた包括的な支援体制を整備する必要があります。 

そこで、アンケート調査の結果を踏まえ、地域包括ケア体制の構築に向け整備・充実が求

められるサービスや支援方策に関する課題について次のとおり整理しました。 

〔１〕高齢者の住まいのあり方

要介護（要支援）認定者、一般高齢者とも、地域での生活の基盤となる住まいの大部分が

持ち家となっているものの、ひとり暮らし世帯の持ち家比率は低く、民間賃貸住宅の比率が

高くなっており、高齢者向けの賃貸住宅に潜在的なニーズがあるものと考えられます。 

最近、高齢者に対する民間住宅の貸し渋りが問題になり、また家賃の高負担等を背景に、

設備水準の不備や老朽化した住宅に長年居住する高齢者世帯もみられます。特にひとり暮ら

し高齢者や低所得者の方に対しては、安心・安全な住まいの確保に向けた支援の検討が必要

です。 

転倒・骨折等が原因による要介護化を減らし、在宅での生活を継続できるよう、住宅のバ

リアフリー化を推進するとともに、公共住宅の建て替えの時期に合わせ、グループホームや

デイサービス、ショートステイ等介護（ケア）機能の持った施設を併設整備するなど、住宅

と福祉との連携方策を検討することも必要です。 

〔２〕今後の暮らし方 

要支援等の比較的軽度の要介護度の割合が高いひとり暮らし世帯では、施設よりも在宅生

活のニーズが高い傾向がみられますが、民間賃貸住宅に居住する高齢者も少なくなく、住み

慣れた地域で引き続き自立した生活を送るための住まいの確保と、介護予防を兼ね備えた総

合的な日常生活への支援を充実することが必要です。 

また、少子高齢化が進み、家族が小規模化する中、地域において高齢者に対する包括的な

支援体制を構築する上で、在宅での看取りの問題も重要です。在宅での看取り機能やターミ

ナルケアのあり方について医療との連携の中で検討することが必要です。 
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一方、介護の必要性が低い一般高齢者の半数以上は在宅生活を希望している一方で、施設

への入所希望者がある程度存在しています。その希望理由からうかがえるように、将来の介

護のあり方に不安を感じている高齢者が少なくありません。 

常時の見守り支援サービス等、地域密着型サービスや在宅での医療的ケアの提供など、要

介護状態になっても、住み慣れた地域で包括的な支援を受け、在宅で安心して生活を送るこ

とができる体制づくりを進めることが必要です。 

〔３〕介護保険サービスや制度の評価と利用ニーズ 

要介護度が重い認定者の場合は、介護老人福祉施設等の施設入所へのニーズが高くなって

います。高齢者のみの世帯か、子どもとの同居世帯の割合が高く、介護負担が大きくなって

いることが背景にあるためと考えられます。 

また、本市では、特別養護老人ホームなど介護保険施設などの基盤整備を推進しています

が、依然、施設待機者は増加傾向にあります。介護保険施設は引き続き重度の要介護者に重

点化した利用を進める一方で、施設入所がかなわない要介護者のための受け皿として、在宅

での２４時間の見守り支援サービスなど、地域密着型サービスの整備・充実が必要です。 

介護サービスに対する利用満足度は全般的に高く、特に予防サービスを利用する要支援者

で満足度が高い傾向がみられます。事業者のサービスの質向上の取組みの成果が一定現れて

いるものと考えられます。引き続き、介護サービスの適正な提供を通じ、サービスの質向上

への取組みに努めることが必要です。 

一方、介護保険制度が導入されてから１１年が経過する中、制度の認知率は、要介護認定

を受けていない高齢者の半数にも満たず、サービスの種類や内容を知る高齢者は３人に１人

に過ぎません。これに対し、介護保険を活用して在宅での生活を望む高齢者がほぼ５割を占

める。制度そのものを知らなくても、在宅で継続した生活を送るためには、介護保険の活用

が有効な手段のひとつであると、曖昧ながらも認識されている様子がうかがえます。 

団塊の世代が本格的な高齢期に入り、急速に高齢化の進行が見込まれる中、要介護状態に

なっても、引き続き安心して在宅生活を送ることができるよう、居宅サービスを中心とした

介護保険サービスや地域密着型サービスの充実が引き続き必要です。 

〔４〕医療的ケアに関するニーズ 

要介護（要支援）認定者では、訪問診療の受診率をはじめ、認知症の罹患率や訪問看護の

利用希望の高さなど、特に要介護３以上で医療的ケアのニーズが高い様子がうかがえます。 

また、要介護３以上の介護サービス未利用理由のひとつが「入院」であることから、本人

の状態に応じて、入院生活から在宅生活に向けた円滑な移行、もしくは医療病床から介護病

床への適切な橋渡しを進めることが重要です。そのためには、入院中から在宅生活を見越し

た支援をはじめ、在宅復帰に向けたリハビリテーション、医療情報に基づく介護・療養管理

などが求められることから、医療と介護の連携を図ることが必要です。 

一方、要介護認定を受けていない一般高齢者で通院している割合は８割にものぼります。
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将来、要介護状態になっても、適切な在宅療養ができるように「かかりつけ診療所（かかり

つけ医）」をもつことについて、三師会（医師会、歯科医師会、薬剤師会）との連携を強化

し、普及啓発を図ることが重要です。 

〔５〕介護予防・健康づくり

要介護（要支援）認定者の回答結果をみると、介護保険サービス利用者のうち、要介護度

が重い利用者では、介護負担の軽減が図られ、介護給付としての本来の役割を果たしている

様子がうかがえます。一方、要支援者では、サービスの利用を通じ「自分で身の回りをしよ

うとする意欲が出てきた」よりも「身の回りのことをしてもらって助かった」や「話し相手

ができ、さびしくなくなった」のほうが多く、サービス提供が予防よりも生活援助もしくは

見守り的な役割を果たしている傾向が強いことが読み取れます。要支援者の状態やニーズに

応じた予防と日常生活を総合的に支援することによる効果的なサービス提供のあり方につ

いて検討することが必要です。 

一方、一般高齢者の場合、「高血圧」や「糖尿病」「骨粗しょう症」などの病歴が上位を占

め、不適切な生活習慣や食生活、運動不足などが原因となる疾病に罹患しているケースは少

なくありません。また、健康意識の高い高齢者で、健康や介護予防に気を付けている事柄が

多くなっています。自分の健康状態が良好だから何もしないと過信することなく、日頃から

健康であることを意識し、その保持・増進のために健康づくりに取り組む態度でいる高齢者

が多いことがうかがえます。 

また、男女とも７５歳以上の年代で運動機能や転倒、閉じこもり等のリスクが高くなる傾

向がみられます。また、この年代になると口腔機能の低下のリスクもうかがえます。 

健康づくりは、高齢者本人の自覚によるところが大きいことから、健康意識の高い高齢者

には、ふだんから生活習慣の見直しなど、自己の健康管理・健康づくりを促す取組みを支援

する一方、健康意識の低い高齢者には健康づくりの動機付けにつながるような支援を行うと

ともに、身体機能の低下リスクが高い高齢者に対しては、引き続き介護予防事業の強化を図

ることが必要です。 

〔６〕認知症高齢者に対する支援 

要介護度が重度になるほど認知症がある傾向が強くなるとともに、軽度の認定者において

も認知症と見込まれる高齢者は少なくありません。 

認知症がある要介護者に対する介護負担は大きいものと予想されることから、介護疲れか

ら引き起こされる虐待を防止し、介護者の介護負担を軽減するためにも、相談支援体制（医

療と介護が連携した専門的な相談等）の充実などを図ることが必要です。 

また、要介護度が重く、判断能力も低下している高齢者に対しては、日常生活自立支援事

業や成年後見制度などの権利擁護事業の普及啓発、利用しやすい制度に努めることが必要で

す。 

一方、要介護認定を受けていない一般高齢者においては、認知症がある高齢者は少なく
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なっていますが、加齢とともに認知機能の低下がうかがえます。介護予防事業の一環として、

認知症予防の取組みを強化するとともに、認知症サポーターの養成などを通じ、市民の認知

症に対する理解を深める取り組みの充実が必要です。 

〔７〕在宅での生活を継続するための生活支援

日常の生活援助サービスをはじめ、見守りや緊急時のサービスに対するニーズは、核家族

化やひとり暮らし高齢者の増加などを背景に高くなっています。介護保険法の改正で創設さ

れた「介護予防・日常生活支援総合事業」については、地域支援事業ですでに実施している

事業や事業効果等を見極め実施について検討することが必要です。 

また、同じく法改正により導入の方向で進められているサービス付き高齢者向け住宅につ

いて、介護保険により実施される場合は、適正なサービス提供が行われるよう、事業者に対

し指導・助言等を行うための体制づくりが必要です。 

一方、地域の助け合い・支え合い活動を推進する中で、元気な高齢者を生活支援サービス

の担い手として活躍の機会を確保し、高齢者本人の生きがいや健康づくり、介護予防に結び

付けていく仕組みづくりが必要です。また、このような取組みの推進を通じ、地域コミュニ

ティの再生や活性化をめざすことが重要です。



第Ⅳ章 第４期計画の取り組みの現状及び課題
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第Ⅳ章 第４期計画の取り組みの現状及び課題

第１節 高齢者保健福祉事業 

１．高齢者福祉サービス 

〔１〕介護予防・生活支援事業 

高齢者の在宅生活への支援を通じ、住み慣れた地域で、できるだけ長く健康に生活するこ

とができるよう、「介護予防事業」及び「生活支援事業」を実施しています。 

高齢化が進行する中、高齢者が住み慣れた地域で健康で生活を続けるため、介護予防事業

及び生活支援事業の重要性はますます高くなると考えられます。今後もより一層、両事業の

充実に努め、「地域でお互いに支え合う」社会づくりを目指すことが必要です。 

（１）配食サービス事業 

高齢者のひとり暮らしや高齢者のみの世帯で、食事の用意が困難であり、近隣に家族が

住んでいない方を対象に、日・祝・お盆・年末年始を除いて昼食を届けています。献立は

栄養士が作成し、利用料金は１食５００円です。 

  平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 185 人 157 人 150 人 

（２）緊急通報体制等整備事業 

高齢者ひとり暮らし又は高齢者のみの世帯に、緊急時にボタン一つで消防署につながる

装置（本体及び身につけるペンダント）を貸与しています。緊急ボタンのほかに相談ボタ

ンがあり、健康、体調や高齢者福祉全般について通信センターの担当者が相談に応じてい

ます。利用料金は所得段階別に規定されています。 

  平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 457 人 454 人 450 人 

（３）高齢者デイサービス  

自宅に閉じこもりがちな比較的元気な高齢者を対象に、引きこもりを予防するため、創

作活動、趣味活動の場を提供しています。利用料金は実費（食材費等）。 

  平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 99人 65人 80人 



- 50 - 

（４）紙おむつ給付事業 

自宅での介護を費用面で支援するため、要介護度４以上で常時おむつを使用している方

を対象に、紙おむつ給付券を支給しています。 

  平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 272 人 131 人 120 人 

〔２〕在宅支援サービス 

高齢者が住み慣れた地域で安心して生活できることを目指し、福祉サービス事業の充実に

努めました。その中で、平成２２年６月からの新規事業として、ひとり暮らし高齢者等が急

病等の緊急事態に対し迅速な対応を行うことができるよう「救急医療情報キット」を配備し、

また、平成２３年１月からは、「高齢者安否確認に関する条例」に基づき、「高齢者見守り事

業」の充実を図ることで、高齢者が安全で安心して暮らせる地域社会の実現に向け取り組ん

でいます。引き続き、安否確認事業を定着させることで、高齢者にとって安心・安全なまち

づくりを目指すことが必要です。 

（１）日常生活用具の給付・貸与

福祉電話、火災警報器等を対象者の状況に応じて支給や貸与をしています。利用者負担

は所得段階別に規定されています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込)

 福祉電話 利用者数 10人 8人 9人 

 火災報知器 利用者数 0人 0人 0人 

（２）救急医療情報キット

救急医療情報キットを６５歳以上のひとり暮らし高齢者に配布しています。緊急時に迅

速な対応が可能となるよう、医療情報等が入ったキットを冷蔵庫等に保管することで、安

全・安心確保の向上を図っています。（平成２２年度からの新規事業） 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

配布対象者数  898人 330 人 
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（３）高齢者見守り事業

介護保険、後期高齢者医療保険、国民健康保険を利用していない６５歳以上の高齢者の

安否確認を実施し、高齢者が安全で安心に暮らせる地域社会の実現を目指しています。（平

成２２年度からの新規事業） 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

対象者数 1,138 22,619 23,000 

〔３〕権利擁護事業 

認知症などにより判断能力が不十分な高齢者に対して、池田市社会福祉協議会が実施する

「日常生活自立支援事業」の利用や地域包括支援センターにおいて成年後見制度の利用促進

に取り組んでいます。また、身寄りのない方には、必要に応じて行政による申立を実施して

います。 

（１）日常生活自立支援事業

池田市社会福祉協議会の事業として、認知症の高齢者等で、契約能力はあるが一人では

やや不安のある高齢者を対象に、本人との契約に基づき日常の金銭管理、財産管理のほか

福祉サービスの利用補助等を行っています。利用料は所得段階別に規定されています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 12人 11人 11人 

（２）成年後見制度利用事業

国の制度で、四親等以内の親族の申し立てを受けて、家庭裁判所が高齢者の意志能力の

程度により後見人、保佐人又は補助人を選任し、後見人等は与えられた権限の範囲内で本

人に代わって契約等の行為を行います。 

市は福祉事業として、四親等以内の親族がいない場合や親族が高齢者との関わりを拒否

する場合に、市長が後見人等選任の申立人となる場合もあります。 

申し立てに係る経費及び精神鑑定料等はいったん市が立替え、裁判所の決定により原則

として高齢者が負担します。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 0人 0人 0人 
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〔４〕地域包括支援センター

地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で、尊厳ある生活を続けるために介護・

福祉・健康・医療などの必要なサービスを利用するための支援を行っています。 

また、地域の高齢者を包括的に支援するため、総合相談支援事業、権利擁護事業、介護予

防ケアマネジメント、包括的・継続的ケアマネジメント事業の４事業を実施し、さらには、

認知症対策の相談の窓口でもあります。 

地域包括支援センターは、池田市さわやか地域包括支援センター、池田市伏尾地域包括支

援センター、池田市石橋巽地域包括支援センター、池田市医師会地域包括支援センターの４

か所設置しています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

 池田市さわやか 延べ相談件数 336件 368 件 390 件 

 池田市伏尾 延べ相談件数 328件 391 件 410 件 

 池田市石橋巽 延べ相談件数 448件 418 件 470 件 

 池田市医師会 延べ相談件数 390件 403 件 430 件 

地域での身近な相談窓口として、地域包括支援センターの存在が市民の間に、徐々に認識

されてきています。しかし、アンケート調査の結果では、地域包括支援センターの市民への

周知が十分できていない現状があり、一層の普及啓発が必要です。 

２．高齢者の生きがい施策 

〔１〕生きがい活動への支援

高齢者が住み慣れた地域で、できるだけ長く自立した生活を送るためには、生きがいを持っ

て社会の一員として社会参加をすることが重要です。高齢者の主体的な生きがいづくりを支

援するため、活動の拠点づくりを図っています。 

今後、ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯の増加に伴い、認知症や閉じこもりなどの状

態にある高齢者が増えるものと予測されます。住み慣れた地域で引き続き自立して生活できる

よう、高齢者の生きがい施策の充実に努めるとともに、「ふれあいサロン」など、地域住民等

のボランティアによる活動の充実も必要です。 

（１）敬老会館

敬老会館は、高齢者の生きがい活動の拠点であり、バリアフリー化など施設機能の維持・

充実を図ってきました。 

利用者の自主活動である各種趣味の部会の支援を始め、各種相談を実施し、利用者のニー

ズに柔軟な発想で対応できるよう、平成１６年度から指定管理者制度を導入し運営してい

ます。 
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平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 62,382 人 65,113 人 65,000 人 

 （２）高齢者菜園

市では高齢者向けに、「余暇の充実」「高齢者の生きがい促進」「いきいき楽しく健康維持

や健康づくり」などのほか、「農地の保全」「農耕技術の伝承」「都市の潤いある空間の保全」

などを目的に、５園１９０区画の高齢者菜園の貸し出しを行っています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

利用者数 190 人 189人 189 人 

 （３）地域の高齢者団体（老人クラブ）

地域の高齢者団体は、平成２３年度（見込み）では市内に４６団体あり、約３，０００

人が参加し、スポーツ、趣味、旅行の他、社会奉仕や友愛訪問などの活動をしています。 

ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加している中、地域社会とのつながりを保

ち、孤立や閉じこもりを予防し、相互に見守るという観点からその役割は大きく、今後と

も連合体である池田市友愛クラブ連合会の支援など地域の高齢者団体の活動のサポートが

必要です。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

団体数 48団体 48団体 46団体 

登録数 3,194 人 3,141人 3,068 人 

 （４）シルバー人材センター

シルバー人材センターは、社会活動の第一線を退いた後も、それまで培った豊かな経験

と能力を生かして社会への貢献を目指すもので、高齢者社会を活力あるものにするため不

可欠のものです。また、高齢者福祉の対象者だけでなく、介護保険サービスやこれを補う

サービスの提供者としても期待されています。 

各種講座の実施やリーダー養成などの人材育成、高齢者に適した仕事の開発など、高齢

者の意欲と能力を生かすための条件整備の促進に努めています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

登録者数 606 人 599人 630 人 

就業者数 457 人 456人 460 人 
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〔２〕施設循環福祉バス

施設循環福祉バスは、家に閉じこもりがちな高齢者の外出を促進し、健康の保持と社会参

加の促進を図るもので､３台（早朝のみ４台）のマイクロバスを運行しています。 

現在、路線バスでも高齢者向けに低床や車イス対応の車両が増加していますが、施設循環

福祉バスは路線バスが運行できないルートも運行しており、路線バスを一人で利用するのに

不安な方にも喜ばれています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

延べ利用者数 97,991人 99,852 人 100,000 人 

〔３〕敬老事業

長寿を祝福するとともに、多年にわたり社会につくしてこられた高齢者に対する敬愛の精

神と高齢者福祉について理解と関心を高め、また高齢者自らの生活意欲の向上を目指すこと

を目的とした事業を実施しています。 

 （１）長寿祝金・長寿祝品

８８歳、１００歳と１０１歳以上の高齢者に長寿祝金を、８０歳、９０歳と９９歳の方々

に長寿の節目のお祝いとして長寿祝品を９月の敬老月間に贈呈しています。 

なお、長寿祝品は、平成２３年度より満８０歳は事業対象外となりました。 

  平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

長寿祝金 支給人数 307人 331人 324 人 

長寿祝品 支給人数 841人 937人 223 人 

（２）公衆浴場優待入浴

市内６か所の公衆浴場は、地域高齢者の交流を促進するために、公衆浴場優待入浴を月

２回実施しています。平成２２年度から国民健康保険加入者は対象外となりました。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

実施回数 24回 24回 24回 

延べ利用者数 17,482人 13,714 人 15,000 人 

（３）その他

保健福祉施策以外にも、教育委員会の施策として生涯学習大学、市民ゲートボール大会・

グランドゴルフ大会や史跡巡りウォーキング、高齢者軽トレーニングなどスポーツ教室の

実施やスポーツ施設利用料の減免が実施されています。 
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３．介護保険施設以外の施設サービス 

〔１〕養護老人ホーム 

養護老人ホームは、おおむね６５歳以上で主に経済的な事情により家庭での生活が困難な

方が入所する施設で、市内では市立養護老人ホーム白寿荘の１施設があります。 

平成１６年度から指定管理者制度を導入し、管理運営の効率化を図っています。引き続き

管理運営について一層の効率化を図っていく必要があります。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

整備数 1か所 1か所 1か所 

〔２〕軽費老人ホーム

軽費老人ホームは、身寄りがないか家庭環境などの理由により自宅での生活が困難な６０

歳以上の比較的健康で低所得の方が入所する施設で、市内には万寿荘の１施設があります。 

同施設は居宅介護支援事業所を併設しています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

整備数 1か所 1か所 1か所 

〔３〕ケアハウス

ケアハウスは、自宅で生活することが困難な方が入所する施設で、市内では社会福祉法人

が設置している施設が２か所があり、定員は５０名です。 

原則的に特定施設の指定を受けることとなっています。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

整備数 2か所 2か所 2か所 
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４．保健事業 

〔１〕健康教育

健康教育を健康増進法に基づき４０～６４歳の住民に対して実施しています。 

ポピュレーションアプローチも大切なことから、特定保健指導との連携を図りながら、引

き続き、生活習慣病予防対策を充実することが必要です。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度見込 

回 数 延人数 回 数 延人数 回 数 延人数 

健康教育 11回 43人 11回 61人 11回 60人

〔２〕健康相談

４０～６４歳の住民を対象とし、重点健康相談と総合健康相談を実施しています。 

健康教室や特定保健指導と連携を図りながら充実を図る必要があります。 

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度見込 

回 数 延人数 回 数 延人数 回 数 延人数 

重点健康相談 18回 100人 14回 107人 14回 110人

総合健康相談 176回 1,139人 16回 106人 16回 110人

計 194 回 1,239人 30回 213人 30回 220人

〔３〕健康診査

（１）特定健康診査・特定保健指導

特定健康診査・特定保健指導は、生活習慣病の原因となるメタボリックシンドローム（内

臓脂肪症候群）の該当者及び予備群を発見し、食生活や運動等の生活習慣の改善を図り、

生活習慣病を予防するものです。 

特定健康診査は平成２０年度から開始され、制度の普及により受診者数はほぼ横ばいで

推移しています。受診者のうち１５％前後の市民が内臓脂肪症候群に該当し、予備軍を合

わせると、ほぼ４人に１人となっています。市民に対し、生活習慣病予防の重要性を啓発

するとともに、受診勧奨を図ることが必要です。 

【特定健康診査の実施状況】

 平成２１年度 平成２２年度
平成２３年度

（見込） 

特定健診対象者 17,005人 17,155人 17,500人

特定健診受診者 7,728人 7,338人 7,800人

特定健診受診率 45.40% 42.80% 44.60%

内臓脂肪症候群該当者数 1,239人 1,156人 1,079人

内臓脂肪症候群予備群者数 854人 766人 687人
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【特定保健指導の実施状況】

平成２１年度 平成２２年度
平成２３年度

（見込） 

評価対象者（健診受診者） 838人 804人 800人

動機付け支援対象者 656人 644人 630人

積極的支援対象者 182人 160人 140人

保健指導対象者 13人 8人 15人

（２）健康診査・各種がん検診等

平成２０年度より、特定健康診査に市独自の項目を上乗せして、住民健康診査として実

施しています。受診形態（集団、個別）等は大きく変更せず、健診期間を延長して受診者

の利便性を図っています。 

また、特定健診の対象とならない住民に対しても健康診査を行っています。 

その他、健康増進法に基づき各種がん検診、成人歯科(歯周疾患)検診、骨粗鬆症検診、

肝炎ウイルス検診、市独自事業として前立腺がん検診を実施しています。 

がん検診は全国及び府下平均を下回っており、今後は、二次検診受診率の向上を図るな

ど、精度管理の充実を図る必要があります。 

※受診率は４０歳以上の者について算出 

 平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度見込

区 分 対象年齢 受診者数 受診率 受診者数 受診率 受診者数 受診率

 住民健康診査 １５歳以上 15,652人  15,158 人 15,000人

 胃がん検診 ３５歳以上 1,082 人 3.3% 975 人 2.9% 540 人 1.6%

 子宮がん検診 ２０歳以上 4,255人 19.2% 3,060人 20.9% 2,900人 8.6%

 肺がん検診 ４０歳以上 3,172 人 9.4% 2,607人 7.7% 2,600人 7.5%

 乳がん検診 ３０歳以上 2,806人 8.9% 2,422人 10.9% 2,440人 7.6%

 大腸がん検診 ４０歳以上 3,476 人 10.7% 3,248人 9.9% 2,950人 8.8%

 成人歯科検診 ４０歳以上 754 人 3.5% 619 人 2.8% 750 人 3.4%

 骨粗しょう症検診 １８歳以上 1,945人 8.9% 1,785人 8.1% 1,700人 7.6%

 総合がん検診 ４０歳以上 451 人 2.1% 439 人 2.0% 250 人 1.1%

 肝炎ウイルス検診
４０～７０歳の 
５歳刻みの者等 

381 人 65.1 345 人 60.4% 300 人 49.2%

 前立腺がん検診 
50歳以上で健康診
査・総合がん検診受診
者 

3,320人 59.3 2,867人 51.9% 3,000人 53.8%
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〔４〕機能訓練

身体または精神機能の障がい・低下に対する訓練として、４０～６４歳を対象とした「機能

訓練」と市独自事業で４０歳以上を対象とした「お元気クラブ」を実施しています。 

【機能訓練の実施状況】

  平成２１年度 平成２２年度
平成 23年度

見込 

回数 92回 95回 96回

実人数 5人 5人 5人

延人数 203 人 199 人 200 人

【お元気クラブの実施状況】

  平成２１年度 平成２２年度
平成 23年度

見込 

回数 86回 91回 94回

実人数 13人 16人 16人

延人数 593 人 552 人 658 人

〔５〕訪問指導

４０歳～６４歳の者に対して、家庭における療養方法、介護予防、家庭における機能訓練

方法、関係諸制度の活用方法等について指導しています。 

平成２１年度 平成２２年度 
平成２３年度 

見込み 

実人数 延人数 実人数 延人数 実人数 延人数

保健師による訪問 1人 3人 0人 0人 0人 0人

理学療法士・作業療法士による

訪問 
0人 0人 0人 0人 0人 0人

計 1人 3人 0人 0人 0人 0人
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第２節 介護保険事業 

１．介護保険サービス（地域支援事業・地域密着型サービスを除く） 

〔１〕居宅（介護給付）サービス

（１）訪問介護

訪問介護の利用回数は年々増加し、利用人数についても、平成２１年度が７７７人、平

成２２年度が８０４人、そして平成２３年度の見込みは８５２人で増加傾向にあります。 

利用回数は、平成２１年度及び２２年度は計画値を下回っていましたが、年々需要が伸

び、平成２３年度は、計画値を超える見込です。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績

人 数 ７７７人 1.70% 804 人 3.41% ８５２人 5.97%

回 数 182,174 回 -1.17% 195,798 回 7.48% 209,658 回 7.08%

計  画
回 数 201,132 回 27.09% 202,848 回 0.85% 208,296 回 2.69%

達成率 90.57% 96.52% 100.65%

※人数は月平均、回数は年間 

本サービスの事業者は、市内で２９事業者が参入し、利用者の需要に対して十分供給で

きる体制となっています。 

   【訪問介護事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 29か所 113 か所 142 か所 

※市外事業者は、池田市を実施地域として指定を受けている事業者。 
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（２）訪問入浴介護

訪問入浴の利用者は、ほぼ要介護４・５に限定されているため、利用人数はほとんど伸

びず、むしろ減少しています。そのため、利用回数は、計画で見込んだ数値を２割前後下

回っています。今後も、利用者数、利用回数とも大きな伸びはないものと考えられます。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス
提供実績

人 数 67 人 -9.46% 65 人 -2.99% 67 人 3.08%

回 数 3,716 回 -9.54% 3,548 回 -4.52% 3,536 回 -0.34%

計  画
回 数 4,260 回 -8.58% 4,464 回 4.79% 4,884 回 9.41%

達成率 87.23% 79.48% 72.40%

※人数は月平均、回数は年間 

   【訪問入浴介護事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 2か所 15か所 17か所 

（３）訪問看護

訪問看護の利用人数は年々増加傾向にあります。利用回数も同様に増加しており、その

伸びは利用人数に比べ大きく、在宅での医療ニーズの高さがうかがえます。 

また利用回数は、いずれの年度も計画値を１割前後上回っています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス
提供実績

人 数 228 人 11.22% 235 人 3.07% 239 人 1.70%

回 数 16,461 回 12.49% 17,464 回 6.09% 18,844 回 7.90%

計  画
回 数 15,324 回 67.35% 16,152 回 5.40% 16,860 回 4.38%

達成率 107.42% 108.12% 111.77%

※人数は月平均、回数は年間 

本サービスの事業者は、市内だけでも１１事業者あり、需要に対して十分対応できる体

制は整っていると言えます。 

   【訪問看護事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 11か所 30か所 41か所 
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（４）訪問リハビリテーション

訪問リハビリテ－ションは、利用人数、利用回数とも年々増加傾向にあり、また各年度

とも、計画値を倍以上上回っています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績

人 数 87 人 14.47% 103 人 18.39% 111 人 7.77%

回 数 10,348 回 -56.24% 12,736 回 23.08% 13,836 回 8.64%

計  画
回 数 4,680 回 1.30% 4,992 回 6.67% 5,232 回 4.81%

達成率 221.11% 255.13% 264.45%

※人数は月平均、回数は年間 

訪問リハビリテーションは、医療系サービスのため理学療法士・作業療法士の配置が必

要で、その人数も少ないことから、事業者の参入は、全国的に極めて少ないのが現状です。 

本市の訪問リハビリテーションは、池田市立休日急病診療所が理学療法士・作業療法士

を配置し、事業者としてサービスを提供していることにより、安定したサービスの供給が

できていると思われます。 

   【訪問リハビリテーション事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 4か所 3か所 7か所 

（５）居宅療養管理指導

居宅療養管理指導の利用人数は増加傾向にあり、計画値と比較すると、各年度とも実績

値が計画値を上回っています。 

訪問看護同様、在宅での医療ニーズの高さがうかがえます。 

項  目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率

サービス

提供実績
人 数 287 人 17.62% 325 人 13.24% 340 人 4.83%

計 画 
人 数 264 人 25.12% 291 人 10.23% 318 人 9.28%

達成率 108.71%  111.68%  106.92%

※人数は月平均 
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（６）通所介護

通所介護は、利用人数、利用回数とも年々増加しています。また、実績値は計画値を大

きく上回り、需要の高いサービスとなっています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績

人 数 639 人 12.30% 738 人 15.49% 799 人 8.27%

回 数 66,348 回 10.25% 76,742 回 15.67% 86,158 回 12.27%

計  画
回 数 64,056 回 64.07% 67,512 回 5.40% 70,992 回 5.15%

達成率 103.58% 113.67% 121.36%

※人数は月平均、回数は年間 

本サービスの提供事業者は、市内で２４事業所が指定を受け、市外事業者を合わせると、

今後の需要の増大に対しても、十分供給できる体制が整っていると思われます。 

   【通所介護事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 24か所 53か所 77か所 

（７）通所リハビリテーション

通所リハビリテーションの利用人数は年々減少傾向にあります。また、いずれの年度も

計画値を２～３割程度下回り、今後、需要が増加する見込みは少ないと思われます。 

しかし、一定の需要は見込めることから、市外の介護老人保健施設等の活用も図りなが

ら、通所介護サービスとの併用で対応していくことが必要です。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績

人 数 118 人 -9.23% 114 人 -3.39% 113 人 -0.88%

回 数 10,703 回 4.49% 10,524 回 -1.67% 10,341 回 -1.74%

計  画
回 数 13,080 回 -1.52% 13,680 回 4.59% 14,280 回 4.39%

達成率 81.83% 76.93% 72.42%

※人数は月平均、回数は年間

通所リハビリテーションは、市内で事業を展開する事業者は少なくなっています。 

   【通所リハビリテーション事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 2か所 5か所 7か所 
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（８）福祉用具貸与

福祉用具貸与の利用人数は年々増加し、計画値を各年度とも１割前後上回っています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績
人 数 798 人 9.77% 882 人 10.53% 960 人 8.84%

計  画
人 数 750 人 -0.13% 791 人 5.47% 834 人 5.44%

達成率 106.40% 111.49% 115.09%

※人数は月平均

需要が多いものは、「車椅子」と「特殊寝台（特殊寝台付属品）」で、事業者は、計２９４

か所、そのうち市内事業者は３か所と少なくなっていますが、市外事業者が多数参入してい

ます。 

＊品目別利用実績

貸与項目 平成２１年度 平成２２年度 貸与項目 平成２１年度 平成２２年度

歩行器 1,549 件 1,834 件 じょく瘡予防用具 1,262 件 1,412 件

車椅子 4,895 件 5,097 件 車椅子付属品 929 件 1,086 件

特殊寝台 5,655 件 6,277 件 特殊寝台付属品 5,856 件 6,487 件

徘徊感知器 95 件 165 件 体位変換器 219 件 223 件

歩行補助杖 334 件 447 件 手すり 1,985 件 2,335 件

移動用リフト 302 件 301 件 スロープ 464 件 447 件

【福祉用具貸与事業者の状況】

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 3か所 291か所 294か所 
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（９）福祉用具購入と住宅改修 

福祉用具購入と住宅改修の利用者数は、各年度とも計画値を大きく下回っています。 

項    目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率

福祉用具購入

実 績 284 人 -10.97% 302 人 6.34% 334 人 10.60%

計 画 462 人 42.59% 516 人 11.69% 570 人 10.47%

執行率 61.47% 58.53% 58.60%

住宅改修 

実 績 236 人 21.65% 232 人 -1.69% 264 人 13.79%

計 画 312 人 23.81% 348 人 11.54% 384 人 10.34%

達成率 75.64% 66.67% 68.75%

（10）短期入所サービス 

短期入所サービスは、平成２２年度に生活介護サービスの利用人数及び利用日数の上昇

に伴い、計画値を大きく上回っていますが、平成２１年度及び２２年度は、いずれも計画

値よりも１割程度下回っています。 

項    目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率

生活介護 

サービス 

人 数 173 人 7.45% 197 人 13.87% 190 人 -3.55%

日 数 20,189 日 3.40% 24,419 日 20.95% 21,676 日 -11.23%

療養介護 

サービス 

人 数 24 人 -11.11% 21 人 -12.50% 21 人 0.00%

日 数 1,721 日 -13.95% 1,410 日 -18.07% 1,492 日 5.82%

短期入所 

合 計 

人 数 197 人 4.79% 218 人 10.66% 211 人 -3.21%

日 数 21,910 日 1.78% 25,829 日 30.73% 23,168 日 -19.12%

計 画 
日 数 24,288 日 44.02% 25,584 日 5.34% 26,904 日 5.16%

達成率 90.21% 111.96% 86.11%

※人数は月平均、日数は年間 

【短期入所サービス事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 5か所 12か所 17か所 
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（11）居宅介護支援 

要介護（要支援）認定者数の増加に伴い、居宅介護支援の利用人数も増え、いずれの年度

も計画値を上回っています。 

項 目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

要介護 1 448 人 4.19% 487 人 8.71% 511 人 4.93%

要介護 2 413 人 8.68% 445 人 7.75% 467 人 4.94%

要介護 3 277 人 -4.48% 257 人 -7.22% 277 人 7.78%

要介護 4 199 人 15.03% 198 人 -0.50% 181 人 -8.59%

要介護 5 114 人 3.64% 140 人 22.81% 161 人 15.00%

合  計 1,451 人 4.84% 1,527 人 5.24% 1,597 人 4.58%

計  画 1,420 人 19.43% 1,467 人 3.31% 1,513 人 3.14%

達成率 102.18% 104.09% 105.55%

居宅介護支援事業者は、現在、池田市内の３０事業者あり、市外事業者を合わせると、

十分な必要量は確保できていると思われます。 

【居宅介護支援事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 30か所 120か所 150か所 
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〔２〕居宅（予防給付）サービス

（１）介護予防訪問介護 

利用人数は年々増加し、また平成２２年度以降、計画値を上回っています。今後もこの

傾向は続くものと思われます。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績
人 数 384 人 4.06% 449 人 16.93% 484 人 7.80%

計  画
人 数 403 人 -42.76% 420 人 4.22% 440 人 4.76%

達成率 95.29% 106.90% 110.00%

※人数は月平均 

事業者は、市内に２９か所あり、利用者の需要に対して十分供給できる体制は確保でき

ていると思われます。 

【介護予防訪問介護事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 29か所 105 か所 134 か所 

※市外事業者は、池田市を実施地域として指定を受けている事業者。 

（２）介護予防訪問入浴介護  

介護予防訪問入浴は、平成２１年度に１人の利用がありましたが、平成２２年度、２３

年度（見込み）の両年度は利用がありません。要支援者においては需要はあまり高くない

サービスとなっています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績

人 数 1 人 0.00% 0 人 皆減 0 人 0.00%

回 数 39 回 -25.00% 0 回 皆減 0 回 0.00%

計  画
回 数 120 回 -34.07% 120 回 0.00% 120 回 0.00%

達成率 32.50% 0.00% 0.00%

※人数は月平均、回数は年間 

【介護予防訪問入浴事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 2か所 14か所 16か所 
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（３）介護予防訪問看護 

介護予防訪問看護は、利用人数、利用回数とも、平成２２年度で大きく伸び、計画値を

上回っています。平成２３年度の利用は、２２年度ほど大きな伸びは見込まれませんが、

本サービスに対する潜在需要は一定みられ、在宅での医療ニーズは高くなっています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績

人 数 13 人 -7.14% 18 人 38.46% 20 人 11.11%

回 数 603 回 10.24% 861 回 42.79% 902 回 4.76%

計  画
回 数 648 回 -55.53% 816 回 25.93% 972 回 19.12%

達成率 93.06% 105.51% 92.80%

※人数は月平均、回数は年間 

事業者は、市内に１１か所あり、需要に対しては十分供給できる体制は整っていると思

われます。 

【介護予防訪問看護事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 11か所 31か所 42か所 

（４）介護予防訪問リハビリテーション 

介護予防訪問リハビリテーションは、利用人数、利用回数とも各年大きく伸びており、

いずれの年度とも、計画値を大きく上回っています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績

人 数 9 人 0.00% 12 人 33.33% 14 人 16.67%

回 数 835 回 74.69% 1,185 回 41.92% 1,708 回 44.14%

計  画
回 数 696 回 -40.05% 828 回 18.97% 960 回 15.94%

達成率 119.97% 143.12% 177.92%

※人数は月平均。回数は年間。 

本サービスは、理学療法士・作業療法士の配置が必要で、事業者の参入は、全国的にみ

ても極めて少ないのが現状です。しかし、本市の場合、池田市立休日急病診療所が理学療

法士・作業療法士を配置し、事業者としてサービスを提供していることもあり、安定した

サービスの供給ができていると思われます。 
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【介護予防訪問リハビリテーション事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 3か所 3か所 6か所 

（５）介護予防居宅療養管理指導 

介護予防居宅療養管理指導の利用人数は、平成２２年度に対前年度１．５倍増となりま

したが、２３年度はほぼ横ばいで推移する見込みです。 

また、各年度とも、利用人数は計画値を下回っており、見込み量の約７割程度の利用と

なっています。 

項  目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績
人 数 12 人 -14.29% 18 人 50.00% 19 人 5.56%

計 画 
人 数 20 人 -44.44% 24 人 20.00% 28 人 16.67%

達成率 60.00% 75.00% 67.86%

    ※人数は、月平均。

（６）介護予防通所介護 

介護予防通所介護の利用人数は年々増加し、また計画値を大きく上回っています。平成

２３年度は計画値に対し約１．７倍の利用を見込んでおり、需要の高いサービスとなって

います。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績
人 数 156 人 27.87% 194 人 24.36% 237 人 22.16%

計  画
人 数 124 人 -57.39% 131 人 5.65% 136 人 3.82%

達成率 125.81% 148.09% 174.26%

※人数は月平均 

事業者は、市内に２６か所あり、利用者の需要に対し十分に供給できる体制ができてい

ると思われます。 

【介護予防通所介護事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 26か所 49か所 75か所 
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（７）介護予防通所リハビリテーション 

介護予防通所リハビリテーションの利用人数は減少傾向にあります。また、いずれの年

度も計画値を大きく下回っており、今後も大きな伸びはないと思われます。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率

サービス

提供実績
人 数 16 人 -15.79% 14 人 -12.50% 8 人 -42.86%

計  画
人 数 27 人 -62.50% 28 人 3.70% 29 人 3.57%

達成率 59.26% 50.00% 27.59%

※人数は月平均

【介護予防通所リハビリテーション事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 2か所 5か所 7か所 

（８）介護予防福祉用具貸与 

介護予防福祉用具貸与の利用人数は年々増加しています。 

項   目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

サービス

提供実績
人 数 117 人 30.00% 154 人 31.62% 190 人 23.38%

※人数は月平均 

利用品目の主なものは、「歩行器」「車椅子」「特殊寝台」「手すり」で、今後、認定者の

増加とともに利用人数も増加していくものと思われます。 

＊品目別利用実績

貸与項目 平成２１年 平成２２年 貸与項目 平成２１年 平成２２年

歩行器 482 件 630 件 じょく瘡予防用具 4 件 2 件

車椅子 317 件 377 件 車椅子付属品 63 件 82 件

特殊寝台 278 件 478 件 特殊寝台付属品 285 件 493 件

徘徊感知器 0 件 0 件 体位変換器 0 件 0 件

歩行補助杖 115 件 103 件 手すり 457 件 577 件

移動用リフト 8 件 17 件 スロープ 2 件 6 件
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【介護予防福祉用具貸与事業者の状況】

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 3か所 281か所 284か所 

（９）特定介護予防福祉用具購入と住宅改修 

特定介護予防福祉用具購入と住宅改修の利用人数は、いずれも年々増加しています。 

また、いずれのサービスも、利用実績が計画値を上回り、見込み以上に利用が進んでい

ます。 

項    目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率

特定介護予防

福祉用具購入

実 績 120 人 22.45% 132 人 10.00% 144 人 9.09%

計 画 98 人 -31.94% 120 人 22.45% 118 人 -1.67%

執行率 122.45% 110.00% 122.03%

住宅改修 

実 績 132 人 33.33% 156 人 18.18% 180 人 15.38%

計 画 98 人 -51.96% 140 人 42.86% 137 人 -2.14%

達成率 134.69% 111.43% 131.39%

（10）介護予防短期入所サービス 

平成２１年度の短期入所サービス全体の利用日数は、計画値に対し 163.6％の達成率と

なっていましたが、平成２２年度に落ち込み、計画値に対し 83.1％の達成率となっていま

す。平成２３年度（見込み）は、２２年度に比べ利用人数、利用日数とも増加する見込み

ですが、達成率は計画値を下回る見込みです。 

項    目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率

生活介護 

サービス 

人 数 5 人 25.00% 4 人 -20.00% 5 人 25.00%

日 数 478 日 78.36% 267 日 -44.14% 270 日 1.12%

療養介護 

サービス 

人 数 1 人 皆増 1 人 0.00% 0 人 皆減

日 数 52 日 3.00% 32 日 -38.46% 0 日 皆減

短期入所 

合 計 

人 数 6 人 50.00% 5 人 -16.67% 5 人 8.47%

日 数 530 日 88.61% 299 日 -43.58% 270 日 0.00%

計 画 
日 数 324 日 -86.95% 360 日 11.11% 396 日 10.00%

達成率 163.58%  83.06% 68.18%

※人数は月平均、日数は年間 
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【介護予防短期入所サービス事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 5か所 10か所 15か所 

（11）介護予防支援 

介護予防支援の利用人数は、要支援認定者数の増加に伴い、年々増えています。今後も

高齢者数、要介護（要支援）認定者数の伸びから増加することが予想されます。 

項 目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 

実 績 伸び率 実 績 伸び率 見 込 伸び率 

要支援１ 200 人 3.09% 252 人 26.00% 313 人 24.21%

要支援２ 357 人 11.21% 396 人 10.92% 409 人 3.28%

合  計 557 人 8.16% 648 人 16.34% 722 人 11.42%

計  画 611 人 -38.78% 679 人 11.13% 743 人 9.43%

達成率 91.16% 95.43% 97.17%

※人数、月平均 

本サービスの事業者は、現在市内に２８か所あり、供給体制は確保されているものと思

われます。今後、需要が増加した場合においても、十分必要量は確保できるものと思われ

ます。 

【介護予防支援事業者の状況】 

項 目 市内事業者 市外事業者 合  計 

事業者数 28か所 0か所 28か所 
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〔３〕施設サービス

本市の介護老人福祉施設は４施設あり、介護老人保健施設は２施設あります。 

また、本市には介護療養型医療施設はありませんが、平成 23年度では、近隣市町にある

施設に２７名程度の市民の方が利用されています。 

（１）介護保険施設等

１）介護保険施設の利用実績 

項 目 

介護老人福祉施設 介護老人保健施設 介護療養型医療施設 

平成 
21年度

平成 
22年度

平成 
23年度
見込 

平成 
21年度

平成 
22年度

平成 
23年度
見込 

平成 
21年度

平成 
22年度

平成 
23年度
見込 

要介護１ 6 人 9 人 12 人 11 人 13 人 8 人 -人 -人 -人

要介護２ 24 人 26 人 38 人 35 人 31 人 39 人 1 人 -人 -人

要介護３ 58 人 56 人 56 人 47 人 47 人 45 人 3 人 1 人 2 人

要介護４ 101 人 105 人 105 人 45 人 48 人 49 人 4 人 4 人 3 人

要介護５ 93 人 101 人 115 人 31 人 29 人 35 人 19 人 17 人 19 人

合 計 282 人 297 人 326 人 169 人 168 人 176 人 27 人 22 人 24 人

計画値 297 人 303 人 314 人 185 人 190 人 199 人 49 人 43 人 27 人

達成率 94.95% 98.02% 103.82% 91.35% 88.42% 88.44% 55.10% 51.16% 88.89%

    ※人数は、月平均 

２）特定施設入居者生活介護（介護予防特定施設入居者生活介護）の利用実績 

項    目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

人 数 伸び率 人 数 伸び率 人 数 伸び率

特定施設入居者

生活介護 

実 績 140 人 26.13% 156 人 11.43% 159 人 1.92%

計 画 142 人 5.19% 166 人 16.90% 186 人 12.05%

達成率 98.59% 93.98% 85.48%

介護予防特定施設

入居者生活介護

実 績 13 人 -18.75% 15 人 15.38% 15 人 0.00%

計 画 26 人 116.67% 30 人 15.38% 36 人 20.00%

達成率 50.00% 50.00% 41.67%

    ※人数は、月平均 
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（２）介護保険施設等の整備状況（平成２３年度末見込み）

施設整備については、介護老人福祉施設は、計画数３１４床に対して整備数３２２床と、

目標以上に整備が進んでいます。しかし、特別養護老人ホームの待機者数は第４期計画策

定時の２５０人から平成２３年６月１日時点で４００人まで増えています。 

施設名 か所数
整備数 

（床数） 

１ 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ４か所 ３２２

２ 介護老人保健施設 ２か所 ２００

３ 養護老人ホーム １か所 ５０

４ 軽費老人ホーム １か所 ５０

５
ケアハウス（２か所の内、１か所は第５期計画期間

中に特定施設に移行） 
１か所 １５

６ 特定施設（介護保険適用の有料老人ホーム） ４か所 ２４９

７ 住宅型有料老人ホーム ２か所 ９４

８ 認知症対応型共同生活介護 １２か所 １２９

９ 小規模多機能型居宅介護（宿泊できる床数） ６か所 ４４

10 地域密着型老人福祉施設（小規模特養） １か所 ２９

11 平成23年度中に整備されるサービス付高齢者住宅 2か所 １２８

合       計 １，３１０



- 74 - 

２．要介護認定体制 

〔１〕認定調査

市や委託先の認定調査員に対して、研修や情報提供の場を設け、認定調査の質の向上に努

めています。 

市内の新規申請の認定調査は、すべて市の調査員で担い、区分変更申請、更新申請分の認

定調査は約９割については居宅介護支援事業所へ委託しています。委託分については、申請

者のケアプランを担当している事業所は除外し、調査依頼を行っています。又、調査内容に

ついては、市職員が点検を行うなど適正な調査が行われるよう努めています。 

さらに、認定調査対象者の状況を的確に把握できるよう、認定調査時に家族などの同席を

積極的に求めています。 

〔２〕要介護認定審査会

豊能町・能勢町と共同で介護認定審査会を開催し、審査会委員は、保健・医療・福祉の専

門家により構成されています。審査資料については、１週間前には委員へ送付し、より慎重

に審査判定していただけるように努めています。 

審査資料の点検については、審査会当日までに市で行うとともに、審査委員からの問い合

わせについても確認票による連絡体制を確立しており、審査・判定の適正性の確保に努めて

います。 

また、２２の合議体（６７人）で審査判定をしているため、府主催の会議（研修）はもち

ろん、市独自での合議体の長会議や委員会議などを通じて合議体間の審査判定基準が均一に

保たれるよう努めています。 

３．ケアマネジャーへの支援 

定期的な介護支援専門員連絡会の開催を通じ、介護支援専門員としての基本的姿勢やケア

マネジメントの手法等を修得する研修会や介護保険・保健福祉医療サービス等の情報提供等

を行ない、介護支援専門員の資質向上を図っています。また、地域の社会資源に関する情報

の入手や地域との連携等が行えるよう支援しています。 

ケアプラン作成については、相談支援体制を整え、特に高齢者虐待や認知症高齢者等の困

難事例について、地域包括支援センターと市がバックアップし、適切なケアマネジメントが

行なえるよう支援しています。 

また平成２３年度からは自立支援に資するケアマネジメントを行ない適切なケアプランが

立てられるよう、介護給付適性化事業においてケアプランチェック事業を実施しています。 

介護予防ケアプラン作成に関しても地域包括支援センターとの連携を密にし、自立に向け

た予防の観点からケアプラン作成できるよう支援しています。平成２３年度はケアマネ

ジャーがどのような悩みを抱え支援を求めているのかについて知り、より求められている支

援ができるよう相談会などを開催しています。 
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４．事業者相互間の連携に確保に関する事業 

介護保険サービスの円滑な提供を図り、サービス提供事業者の連携を促進するため、事業

者連絡会議やケアマネジャー連絡会議を充実するなど対応を図ってきました。 

５．制度及び介護保険サービス周知方法 

〔１〕広報の充実

広報誌をはじめ冊子の配布、ケーブルテレビ、ホームページなど様々な手段によるサービ

ス内容の周知に努めています。これらの実施にあたっては、障がい者や認知症高齢者、在住

外国人高齢者など情報伝達に何らかのハンディキャップを持つ人々に配慮したものとなるよ

う努めています。 

また、地域と行政のパイプ役として活動している民生委員等の活動を支援し、同委員を通

じ制度内容やサービス内容等の広報・啓発に一層努めています。

① 市のホームページによる事業者情報の提供 

② 独立行政法人福祉医療機構の福祉保健医療情報ネットワークシステム 

（インターネット アクセス名：ＷＡＭＮＥＴ）による事業者情報の提供 

③ ケーブルテレビによる情報提供 

④ 市広報誌 

⑤ 事業者一覧表等、情報冊子の配布 

⑥ 介護保険制度に関する情報冊子の配布 

⑦ 居宅介護支援事業者等を通じての情報提供 

〔２〕情報提供体制の充実

高齢者やその家族に対して事業者や介護サービスを選択する判断材料として、適切な情報

を積極的に提供し、また、ケアマネジャーのケアプラン作成のために必要となる介護サービ

ス事業者情報をタイムリーに提供できるように、情報供給体制の充実を図っています。 

〔３〕その他の情報提供の取り組み

講演会や研修会、地域説明会などの開催を通じ、介護保険制度に関する情報提供をしてま

います。 
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第３節 地域支援事業 

１．介護予防事業 

平成１８年度より、６５歳以上の高齢者を対象に、要介護状態又は要支援状態となること

を予防することを目的とする介護予防事業を実施しています。 

〔１〕介護予防特定高齢者施策 

要介護状態等となるおそれの高い、虚弱な状態にあると認められる６５歳以上の者（特定

高齢者。平成２２年８月の国の地域支援事業実施要綱の改正により「二次予防事業対象者」

に呼称変更。）を対象に、要介護状態等となることを予防することを通じて、一人ひとりの生

きがいや自己実現のための取り組みを支援し、活動的で生きがいのある生活や人生を送るこ

とができるよう支援することを目的に実施しています。 

特定高齢者把握事業にて選定された特定高齢者に対し、地域包括支援センターが介護予防

ケアマネジメント業務を行い、作成された介護予防ケアプランに基づいて、通所型介護予防

事業、訪問型介護予防事業を実施しています。 

（１）特定高齢者（二次予防事業対象者）把握事業 

６５歳以上の住民健康診査受診者に「介護予防のための生活機能評価」を併せて実施し、

生活機能低下の恐れのある高齢者を早期に把握することに努めてきました。 

【特定高齢者把握事業実施状況】 

 平成２１年度 平成２２年度

高 齢 者 人 口 
（３月末時点） 

池田市 
人数(人) 22,345 22,682
率(％) 21.5 21.8

チェックリスト実施数 
（生活機能評価実施数）

池田市 
人数(人) 9,453 9,276
率(％) 42.3 40.9

大阪府 率(％) 17.9
全 国 率(％) 30.1
国の目標 率(％) 40～60

特定高齢者決定者 

池田市 
人数(人) 728 637
率(％) 3.3 2.8

大阪府 率(％) 1.7
全 国 率(％) 2.2
国の目標 率(％) 

注：高齢者人口は年度末時点。率は高齢者人口に占める割合 

平成２３年度からは、二次予防事業対象者の把握方法が健康診査受診者のみでなく、

要介護・要支援認定者を除いた６５歳以上の高齢者全員に対してできるようになりまし

た。また、要介護（要支援）認定において非該当となった方に対しても二次予防事業等

必要な支援を行っています。 

全数調査の実施により、要支援・要介護になるおそれの高い方をできるだけ早く把握

し、介護予防事業に結び付けることにより、介護予防効果を高めることが必要です。 
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（２）通所型及び訪問型介護予防事業 

通所型介護予防事業は、特定高齢者に対し、生活機能の維持・向上を目的とした教室や

相談を実施し、実習等体験型プログラムにより、対象者の行動変容を促すことを目指して

います。 

通所型介護予防事業の実績総数は、平成２１年度は実人員９２人、延人員５４２人、平

成２２年度はそれぞれ７１人及び４００人でした。特定高齢者は減少しており、それに伴

い通所型介護予防事業への参加者も減少しています。 

○運動器の機能向上事業「いきいき運動教室」 

転倒骨折の防止及び加齢に伴う運動器の機能の維持・向上を図ることを目的とし、

ストレッチ、有酸素運動、筋力トレーニング等２４回シリーズで行いました。 

平成２１年度は実人員２３人、延人員２９５人、平成２２年度はそれぞれ１２人

及び１３６人でした。 

○栄養改善事業「いきいき栄養教室」 

低栄養状態の改善、健康的な食生活の支援を目的とし、個別の栄養相談、調理実

習等を６回シリーズで行いました。 

平成２１年度は、実人員１３人、延人員２０人、平成２２年度はそれぞれ７人及

び２２人でした。 

○口腔機能の向上事業「お口いきいき教室」 

摂食・嚥下機能の低下を予防することを目的とし、口腔の清掃の方法、摂食・嚥

下機能の機能訓練等の指導を６回シリーズで行いました。 

平成２１年度は実人員２５人、延人員８６人、平成２２年度はそれぞれ延人員

２４人及び９９人でした。 

○認知症予防・支援事業「いきいき脳トレーニング教室」 

認知症の発症予防の為の集団及び個別プログラムを１２回シリーズで行いました。 

平成２１年度は、実人員３１人、延人員１４１人、平成２２年度はそれぞれ２８

人及び１４３人でした。 

訪問型介護予防事業は特定高齢者で心身の状況等により通所型介護予防事業への参

加が困難な方（主に閉じこもり、認知症、うつの恐れがある者）に対して保健師等が居

宅を訪問し、生活機能に関する問題を総合的に把握・評価し、必要な相談・支援を実施

するものですが、平成２１年度、平成２２年度ともに実績はありません。 

通所型及び訪問型介護予防事業参加率は、大阪府平均並ではありますが、全国平均を

下回っており、国の目標値５％を大きく下回っています。また、特定高齢者に占める特

定高齢者施策参加率は、平成21年度で池田市 0.38％、全国 0.53％で、本市は低率であ

り、参加率の向上に努める必要があります。参加率の低さの原因として、高齢者に介護

予防事業とその必要性が認識されていないことや、生活機能評価の実施から結果通知や

教室開始までに期間が長くかかるためタイムリーに教室を案内できないこと、会場が

１ヵ所のために自宅から遠いことや通所手段が無いことなどが考えられます。 

参加者については、本人や家族の病気、介護等により中断される方も多いですが、継

続的に参加された方においては、生活習慣の改善に努められ、生活に張りができ、終了
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時評価でも多くの方が「改善」でありました。 

【通所型及び訪問型介護予防事業実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 

通所型事業

実人員 

(人) 

訪問型事業

実人員 

(人) 

計 

実人員 

(人) 

通所型事業

実人員 

(人) 

訪問型事業

実人員 

(人) 

計 

実人員 

(新規) 

(人) 

池

田

市

運動器の機能向上 23 0 23 12 0 12

栄養改善 13 0 13 7 0 7

口腔機能の向上 25 0 25 24 0 24

認知症予防・支援 31 0 31 28 0 28

閉じこもり予防・支援 0 0 0 0

うつ予防・支援 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

計 
人 数 92 0 92 71 0 71

率(％) 0.38 0 0.38

大 阪 府 率(％) 0.33 0.04 0.37

全   国 率(％) 0.47 0.06 0.53

国の目標 率(％) 5.0

【特定高齢者施策（通所型＋訪問型）終了者の状態】 

 平成 21年度 平成 22年度 

池田市 池田市 

人数(人) 率(％) 人数(人) 率(％) 

改善 52 78.8 35 83.3

悪化 1 1.5 0 0.0

死亡 0 0.0 0 0.0

その他 13 19.7 7 16.7

不明 0 0.0 0 0.0

計 66 100.0 42 100.0

改善：状態の改善により終了した者 

悪化：要入院、要介護・要支援状態への移行等、心身の状態の悪化により終了した者 

死亡：死亡により終了した者 

その他：転居や本人の意向などの、心身の状態とは関係のない理由により終了した者 

不明：終了した理由が明確でない者 
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〔２〕介護予防一般高齢者施策 

介護予防に向けた取り組みが主体的に実施されるような地域社会の構築を目指して、介護

予防に関する知識の普及・啓発を図り、地域における介護予防に資する自発的な活動の育成・

支援を行っています。 

（１）介護予防普及啓発事業 

高齢者自身が主体的に、介護予防や健康増進に取り組めるように支援することを目的に、

講演会や相談会等を行い、介護予防に関する知識の普及・啓発を行っています。 

「介護予防講座」で一般高齢者に対して広く啓発に努めるとともに、「ときめきクラブ」

では地域に継続的に出向き、高齢者への啓発に重点を置いて実施しました。 

また、平成１９年度から特定高齢者施策の運動器の機能向上事業と同じ内容の「高齢者

の筋力トレーニング教室」を開始しました。 

○介護予防講座 

介護予防に関する運動・栄養・口腔・認知症予防等の講義や実技を行いました。 

○ときめきクラブ 

介護予防講座の地域型として位置付け、地区福祉委員会やふれあいサロンとの共催で、

９小学校区１０会場において、各会場毎月１～２回実施しました。 

介護予防に関する運動・栄養・口腔・認知症予防等の講義や実技、血圧測定、健康相

談などを保健師等が行いました。 

○市民健康教室 

「いけてるキャンパス」において、健康教室を実施しました。 

○健康相談 

人権文化交流センターでの医師、保健師による健康相談と、市内の薬局にて薬剤師に

よる健康相談を実施しました。 

○高齢者の筋力トレーニング教室 

転倒骨折の防止及び加齢に伴う運動器の機能の維持・向上を図ることを目的に、スト

レッチ、有酸素運動、筋力トレーニング等を２４回シリーズで行いました。 

○訪問指導 

訪問型介護予防事業の対象外の方に対しても、必要時、訪問指導を行いました。 
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【介護予防普及啓発事業実施状況】 

平成２１年度 平成２２年度 

回 数 

(回) 

実人員 

(人) 

延人員 

(人) 

回 数 

(回) 

実人員 

(人) 

延人員 

(人) 

介護予防講座 6 108 182 7 99 228

ときめきクラブ 141 266 1,761 146 264 1,730

市民健康教室 
(いけてるキャンパス) 3 383 3 327

計 150 2,326 156 2,285

健康相談 
(人権文化交流センター) 18 93 18 91

健康相談 
(薬事相談時) 160 1,739 125 1,362

計 178 1,832 143 1,453

高齢者の筋力 
トレーニング教室 48 25 520 96 29 868

訪問指導 7 7 7 9 8 9

計 55 32 527 105 37 877

合    計 383 4,685 404 4,615

一般高齢者施策の役割がますます重要となってきており、介護予防の重点項目である

「運動器」「低栄養」「口腔機能」「認知症」「閉じこもり」「うつ」についての普及啓発を

強化していく必要があります。 

特に、介護予防の重点項目の中でも歩行能力に関わる「運動器」は重要であり、「高齢

者の筋力トレーニング教室」の重要性は高く、また、市民ニーズも高いため、継続して

実施する必要があります。 

（２）地域介護予防活動支援事業 

介護予防の取り組みが行われるような地域社会の構築を目的とし、介護予防に関するボ

ランティアの育成・支援を実施しています。 

①ボランティア育成のための研修会等 

○食生活改善勉強会 

食生活改善推進員が活動するために、介護予防などに関する講義や調理実習を実施

しました。 

○養成講座 

ボランティア活動を実施する熱意を有する市民を広報等で募集し、「健康づくりセミ

ナー」として養成講座を隔年で実施しました。 
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②地域活動組織への支援･協力等等 

○地区巡回活動 

地域の方を対象に、勉強会で習得した知識・技術を基にして食生活改善推進員が中

心となり、各小学校区の共同利用施設などで介護予防などに関する調理実習などを含

む講習会を実施しました。 

【地域介護予防活動支援事業実施状況】 

平成２１年度 平成２２年度 

回数 

（回） 

延人員 

（人） 

回数 

（回） 

延人員 

（人） 

ボランティア育成

のための研修会等

食生活改善勉強会 17 266 16 264

養成講座 8 116

計 17 266 24 380

地域活動組織への

支援･協力等 
地区巡回 23 446 22 436

合    計 40 712 46 816

食生活改善推進員を育成し、推進員による自主的な地区巡回活動を通じて、食生活に

関する意識の向上等を図ることにより、地域住民の介護予防につながっているものと考

えます。 



- 82 - 

２．包括的支援事業 

平成１８年度より、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目

的に地域包括支援センターを市内４ヶ所に設置しています。その役割は、介護予防マネジメン

ト、総合相談支援、権利擁護や包括的・継続的ケアマネジメント支援等で、高齢者が住み慣れ

た地域で尊厳のあるその人らしい生活を継続することができるように、また、できるだけ要介

護状態にならないような予防対策、高齢者の状態に応じた介護や医療サービスなど、様々な

サービスを切れ目なく提供しています。 

また、その役割を市民へ周知するために、「敬老のつどい」「市民健康まつり」等でのビラ配

布などの広報活動、民生委員総会への参加等でＰＲに努めてきました。今後の目標として、地

域資源のネットワークの構築や活用により、高齢者の介護予防と自立支援が図れるよう総合

性・包括性・継続性を持った支援を目指します。 

※総合性：高齢者の様々なニーズや相談を総合的に受け止め、尊厳ある生活を継続するた

めに必要な支援につなぎます。 

※包括性：介護保険サービスのみならず、地域の保健・医療・福祉サービスやボランティ

ア活動、支え合いなどの多様な社会の資源を有機的に結びつけます。 

※継続性：高齢者の心身状態の変化に応じて、生活の質が落ちないように適切なサービス

を継続的に提供します。 

〔１〕総合相談支援 

地域における多様なネットワークを活用し、高齢者やその家族の様々な相談を受けて、ど

のような支援が必要か把握し、適切な介護保険サービスや介護保険以外の保健・福祉・医療

等の生活支援サービスにつなげています。 

（１）ネットワークの構築 

地域包括支援センターの総合相談機能が発揮され、地域住民がセンターに気軽に相談で

きるようにするためには、地域にネットワークが構築されていることが必要です。 

それぞれの地域包括支援センターが中心となり、民生委員、地区福祉委員、コミュニティ

ソーシャルワーカー、自治会の方が参加する地域ネットワーク会議を２～３ヶ月毎に開催

しています。この会議を通じ、互いの役割について理解が深まり、地域住民のために連携

するという意識が高まってきています。 

（２）実態把握 

ネットワークを活用しながら地域の高齢者の実態把握を行い、要援護高齢者の早期発

見・早期対応に努めることが重要です。 

地域包括支援センターでは、民生委員や地区福祉委員などの集まりや高齢者が集まる行

事・イベントに関わり、支援が必要な高齢者等に関する情報収集に力を入れています。 
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また後期高齢者に対する個別訪問を継続し、潜在するニーズや生活課題の把握に努め、

適切に対応しています。ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者等の増加を踏まえ、地域のネッ

トワークを活用した要援護者の実態把握は重要な活動と位置付け、把握方法等を工夫し、

民生委員や地区福祉委員等と情報の交換を行いながら、効率のよい実態把握に努める必要

があります。 

（３）総合相談 

相談件数は年々増加しています。平成２２年度の相談件数は１，９７７件で、相談経路

は、平成２２年度は、本人・家族が１，２４３件（62.9％）と多く、保健・福祉・医療の関

係機関２１１件（10.7％）、民生委員・地区福祉委員・知人等地域の方が２７４件（13.9％）、

ケアマネジャーが１８３件（9.3％）となっています。 

地域包括支援センターでは、相談に対し、まず迅速に対応するよう努めています。また

情報収集等を通じ的確に状況を判断し、情報提供や必要なサービスに繋がるよう支援して

います。より的確な判断や対応ができるよう地域包括支援センター連絡会での事例検討な

ど行ない、事例の共有や緊急性の判断が即座にできるようにするため、より望ましい対応

方法を見いだしています。また相談対応の中で、各関係機関との連携がスムーズになるな

どネットワークの構築にも繋がっています。今後も地域の相談窓口としての充実を図って

いく必要性があります。 

【総合相談業務（平成２２年度）】

地域包括支援センター名 池田市伏尾 池田市さわやか 池田市医師会 池田市石橋巽 計 

総合相談件数 557 件 393 件 446 件 581 件 1,977件 

実態把握件数 238 件 72 件 227 件 126 件 663 件 

【総合相談相談経路（平成２２年度）】 

本人
家族・
親族 

近隣者・
知人 

民生委員
地区 

福祉委員
ケアマネ福祉機関保健機関医療機関 その他 計 

件数 523 件 720件 82 件 153 件 39 件 183 件 101 件 18 件 92 件 66 件 1,977 件

構成比 26.5% 36.4% 4.1% 7.7% 2.0% 9.3% 5.1% 0.9% 4.7% 3.3% 100.0%

【相談内容：重複あり（平成２２年度）】

介護 
家族関係
・生活 

介護保険
サービス

福祉 
サービス

保健 
サービス

医療 
サービス

民間・ＮＰＯ
サービス

その他 

件数 282件 392 件 1,238件 390 件 45 件 122 件 56 件 389 件 

【対応内容：重複あり（平成２２年度）】

説明・情報提供 助言・指導 
他機関への 

接続 
申請・手続きの

援助 
地域包括直接

援助 
その他 

件数 1,666件 1,290 件 500 件 572 件 201 件 64 件 
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〔２〕権利擁護・高齢者虐待防止 

高齢者虐待や認知症を含む困難事例の相談が年々増加しています。特にケアマネジャーや

関係機関からの相談が増えており、高齢者の権利擁護への理解、認識が高まってきている様

子がうかがえます。 

高齢者虐待については、相談後４８時間以内にコア会議を開催するという原則に従い、で

きるだけ早期に市と地域包括支援センターが集まり、対応や方針を話し合う会議を開催して

います。その中で判断に困る事例については、大阪弁護士会・大阪社会福祉士会で構成する

専門家チームの派遣を要請し、アドバイスを受けています。 

また毎月、市、地域包括支援センター、保健所のメンバーで経過報告会を開催し、虐待の

再発を予防するために方針の確認や見直しを行っています。 

【権利擁護相談（平成２２年度）】

地域包括支援センター名 池田市伏尾 池田市さわやか 池田市医師会 池田市石橋巽 計 

相談対応件数 18件 29件 50件 26件 123件 

【権利擁護相談経路（平成２２年度）】

本人
家族・
親族 

近隣者・
知人 

民生委
員 

地区福
祉委員

ケア 
マネ 

福祉 
機関 

保健 
機関 

医療 
機関 

その他 計 

件数 11 件 16 件 3 件 11 件 6 件 29 件 14 件 3 件 12 件 18 件 123 件

構成比 8.9% 13.0% 2.4% 8.9% 4.9% 23.6% 11.4% 2.4% 9.8% 14.6% 100.0%

【権利擁護相談内容（平成２２年度）】 

 高齢者虐待 困難事例 消費者被害 その他 計 

件数 48件 90件 4 件 10件 152 件 

〔３〕包括的・継続的ケアマネジメント支援 

地域包括支援センターは、高齢者が地域で安心して暮らすことができるよう包括的・継続

的に支援していくためにあらゆる社会資源を活用できるよう多職種協働と関係機関団体との

連携を目指しています。 

関係機関との連携では、保健・福祉・医療・介護保険の関係機関や団体等が高齢者に関す

る情報交換や研修を行う「地域ケア会議」を開催し、連携体制の強化を図っています。また

ケアマネジャー同士のネットワーク構築や資質向上のためケアマネジャー連絡会を年５回開

催し、その運営に協力しケアマネジャーとの関係づくりにも力を入れています。 

個々のケアマネジャーからの相談件数は年々増えており、平成２２年度ケアマネジャーか

らの相談件数は１７２件ありました。特に、困難事例に対する相談が多くなっています。 
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【ケアマネジャーからの相談件数（平成２２年度）】

地域包括支援センター名 池田市伏尾 池田市さわやか 池田市医師会 池田市石橋巽 計 

個別指導 30 件 24件 36件 10件 100 件 

困難事例への指導助言 7件 27 件 24件 14件 72 件 

計 37 件 51件 60件 24件 172 件 

〔４〕介護予防ケアマネジメント 

（１）介護予防事業について 

高齢者が要介護状態となることを予防するため、自立した生活を送れるように日常生活

の具体的な目標を明確にして意欲の向上が図れるよう支援しています。 

健康増進課が企画する介護予防教室等への参加を通して、自立した生活を実現できるよ

うに介護予防事業への参加の動機付けを行い、参加者に対してアセスメント・目標の設定・

計画の作成・モニタリング・評価等を行っています。 

また教室の参加が途中で中断することのないように参加状況を確認し、欠席の続く方に

は途中で声かけをしてフォローを続けました。平成２３年度からは高齢介護課が教室を企

画しており、今後も効果的な介護予防事業の展開が望まれます。 

（２）予防給付ケアマネジメント 

要支援１・２の認定者で、介護予防サービス利用者に対してケアマネジメントを行い、

介護予防ケアプランを作成しています。 

平成２２年度は、介護予防ケアプラン作成延べ件数は７，９４３件で、そのうち指定居宅

介護支援事業所（居宅）へ委託した件数は４，６２４件（58.21％）です。ケアマネジャー

１人あたり受託できる人数が上限８件となっており、委託が飽和状態となり地域包括支援セ

ンターが直接受け持つ件数が増えているため、平成１９年度からは、各地域包括支援セン

ターに介護予防ケアマネジメント専従のケアマネジャー１名を雇用し対処しています。 

しかし今後も新規の利用者が増え、地域包括支援センターの受け持ち件数が増えることが

予測され、包括本来の業務が疎かにならないように対応していくことが望まれます。 

予防給付ケアマネジメントについては、自立に向けた目標を持った生活を描けるように

展開していくものですが、利用者や家族にヘルプーサービスなど予防の観点をきっちりと

伝えることは難しく、理解を得るのはなかなか困難です。 

【予防給付のケアマネジメント（平成２２年度）】    

地域包括支援センター名 池田市伏尾 池田市さわやか 池田市医師会 池田市石橋巽 計 

ケアプラン作成延べ件数 1,728件 1,749件 2,083 件 2,383件 7,943 件 

 内委託件数 770 件 841 件 1,340件 1,673件 4,624件 

委託率 44.56% 40.37% 64.33% 70.21% 58.21% 



- 86 - 

３．任意事業 

本市の実情に応じ、介護給付等費用適正化事業、家族支援事業などを実施し、包括的支援

事業の補完的役割として努めています。 

〔１〕介護給付等費用適正化事業 

介護保険の円滑かつ安定的な運営を確保する観点から、給付の適正化を図っています。 

〔２〕家族介護支援事業 

在宅の要介護者を常時介護している家族の労をねぎらうため、家族介護慰労金を支給する

ことにより、介護者ならびに要介護者の福祉の増進を図ることを目的とした「家族介護慰労

事業」を行っています。 

〔３〕その他事業 

（１）成年後見制度支援 

「第Ⅳ章－第 1節－〔3〕-（2）」を参照下さい。 

（２）福祉用具・住宅改修支援 

福祉用具・住宅改修に関する相談・情報提供や、住宅改修費に関する助言を行うととも

に、住宅改修費の支給の申請にかかる理由書作成の経費を助成しています。 

（３）地域自立生活支援 

サービス事業所等に派遣相談員を派遣することにより、利用者の疑問や不安の解消、派

遣を受けた事業所における介護サービスの質的な向上を図ることを目的とした「介護相談

員派遣事業」の充実を図っています。 
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第４節 地域密着型サービス 

本市では、日常生活圏域を単位として、さまざまな介護サービスの面的な配置を基本に、

地域密着型サービスの基盤整備を図っています。 

同サービスは、要介護者等の住み慣れた地域での生活を２４時間体制で支えるという観点

から、多様で質の高い適切なサービス提供体制の整備が重要です。 

第４期計画期間（平成２１年度～２３年度）においては、小規模多機能型居宅介護事業所

２か所、認知症対応型共同生活介護４か所を開設し、計画どおり整備を進めることができま

した。しかし、介護保険施設における待機者が増加の傾向にあり、その待機者対策が課題と

なっています。 

１．地域密着型サービス（介護給付） 

認知症対応型通所介護の利用人数は計画値を下回り、見込んだほど利用は伸びていません。 

小規模多機能型居宅介護の利用人数は年々増加しているものの、計画値を下回り、見込みほ

どの利用者はいません。 

認知症対応型共同生活介護の利用人数も年々増加していますが、計画値を下回っています。 

地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護の利用人数は、計画値をほぼ達成しています。 

【第４期計画と実績比較】

項    目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

人 数 伸び率 人 数 伸び率 人 数 伸び率 

認知症対応型 

通所介護 

実 績 260人 -28.18% 276 人 6.15% 214 人 -22.46%

計 画 372人 10.71% 396 人 6.45% 420 人 6.06%

達成率 69.89% 69.70% 50.95%

小規模多機能型

居宅介護 

実 績 653人 43.52% 785 人 20.21% 885 人 12.74%

計 画 1,044人 38.09% 1,308人 25.29% 1,572人 20.18%

達成率 62.55% 60.02% 56.30%

認知症対応型共同

生活介護 

（グループホーム）

実 績 957人 -1.14% 1,138人 18.91% 1,290人 13.36%

計 画 1,200人 21.95% 1,416人 18.00% 1,524人 7.63%

達成率 79.75% 80.37% 84.65%

地域密着型介護

老人福祉施設入所

者生活介護 

実 績 334人 9.15% 344 人 2.99% 348 人 1.16%

計 画 348人 0.00% 348 人 0.00% 348 人 0.00%

達成率 95.98% 98.85% 100.00%

   ※人数は、年間分



- 88 - 

２．地域密着型サービス（予防給付） 

小規模多機能型居宅介護に若干の利用実績がありますが、高齢化や認定者の増加により

今後伸びていくものと思われます。 

【第４期計画と実績比較】

項    目 
平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込）

人 数 伸び率 人 数 伸び率 人 数 伸び率 

介護予防認知症

対応型通所介護

実 績 0人 － 0人 － 0人 －

計 画 0人 － 0人 － 0人 －

達成率 － － －

介護予防小規模

多機能型居宅介護

実 績 71人 39.22% 56 人 -21.13% 44 人 -21.43%

計 画 120人 172.72% 156 人 30.00% 192 人 23.08%

達成率 59.17% 35.90% 22.92%

介護予防認知症対

応型共同生活介護

（グループホーム）

実 績 0人 － 0人 － 0人 －

計 画 0人 － 0人 － 0人 －

達成率 － － －

※人数は、年間分 

３．地域密着型サービスの提供基盤の状況 

【第４期事業計画策定時における地域密着型サービス事業所整備予定数】 

  整備施設 北部 南部 

小規模多機能型居宅介護事業所 1 1 

認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 1 3 

地域密着型介護老人福祉施設 0 0 

【第４期計画における事業者指定状況】 

  平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度

認知症対応型共同生活介護

（グループホーム） 

北部地区

南部地区

   0 

   1 

   0 

   1 

   1 

   1 

認知症対応型通所介護 北部地区

南部地区

   0 

   0 

   0 

   0 

   0 

   0 

小規模多機能型居宅介護 北部地区

南部地区

   0 

   0 

   0 

   0 

   1 

   1 

地域密着型介護老人福祉施

設 

北部地区

南部地区

   0 

   0 

   0 

   0 

   0 

   0 
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【第４期計画終了時における地域密着型事業所】 

 事業所数 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム） 

北部地区 

南部地区 

6 

6 

認知症対応型通所介護 北部地区 

南部地区 

2 

1 

小規模多機能型居宅介護 北部地区 

南部地区 

3 

3 

地域密着型介護老人福祉施設 北部地区 

南部地区 

0 

1 

４．事業者の指導実績等 

【平成２１年度に行った取り組み】

①集団指導

平成２１年１１月２５日に池田市地域密着型サービス事業者を集めて、集団指導を行い

ました。

  ②指導・監査

平成２２年１月１９日より平成２２年１月２９日までの間、営利法人の運営する介護

サービス３事業者を対象に、実地指導（運営指導・報酬請求指導）を行いました。

【平成２２年度に行った取り組み】

①集団指導 

平成２２年１２月８日に池田市地域密着型サービス事業者を集めて、集団指導を行いま

した。 

  ②指導・監査 

平成２２年１２月より平成２３年１月２１日までの間、営利法人の運営する介護サービ

ス４事業者を対象にして、実地指導（運営指導・報酬請求指導）を行いました。 

【平成２３年度の取組予定】

① 集団指導 

平成２４年１月に、池田市地域密着型サービス事業者を対象とした集団指導を行う予

定。 

② 指導・監査

    平成２３年９月に営利法人の運営する介護サービス４事業者を対象にして、実地指導を

行いました。その他、営利法人の運営する介護サービス事業者を対象に、実地指導（運営

指導・報酬請求指導）を行う予定。 
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第５節 保険者としての機能強化と役割 

１．事業者への指導監査についての取り組み 

利用者へのよりよいサービスの提供と事業者の健全な運営促進を目的に、池田市に権限の

付与された指導・監査について点検・指導を行い、事業者の適正運営への支援を図り、質の

高いサービス提供につながるよう取り組んでいます。 

２．介護給付適正化等についての取り組み 

不適切な給付の削減と適切な介護サービスを利用者に提供するため、「介護給付適正化事

業」を実施しています。 

現在、医療情報との突合や縦覧点検、ケアプランの点検のほか、事業者を対象とした情報

の共有のための連絡会議等を実施しています。 

３．認知症高齢者対策の推進 

〔１〕相談体制 

地域包括支援センターを中心に認知症高齢者の介護を行う家族からの相談に対し、必要な

サービスの利用等、適切な助言を行える体制を整備しています。 

〔２〕意識啓発活動 

認知症について正しい知識を普及することや、認知症高齢者に対する誤解や偏見をなくす

ために、市広報誌・ホームページ等への掲載やパンフレット作成・配付等、広報啓発活動を

行っています。 

〔３〕サービスの整備 

介護保険の地域密着型サービスとして位置付けられた認知症対応型通所介護、認知症対応

型共同生活介護、小規模多機能型居宅介護などのサービスについて、日常生活圏域を単位と

した基盤整備を進めています。 
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４．高齢者虐待防止の取り組み 

〔１〕高齢者虐待防止ネットワーク事業 

高齢者虐待を未然に防ぐためネットワークの充実を図り、情報の一元化や関係機関の連携

を深めました。介護が必要になっても尊厳ある高齢期を過ごすことができるよう、通報義務、

立入調査、早期発見・介入等による虐待防止を目指し、組織的に対応できるよう市と地域包

括支援センターが連携して地域での体制づくりを進めてきました。 

〔２〕虐待高齢者の権利擁護 

地域包括支援センターでの相談窓口の充実、成年後見制度の活用を含めた広報・啓発・相

談に取り組んできました。 

また、「老人福祉法の措置」としてやむを得ない事由により介護保険給付を利用することが

著しく困難であるとき（事業者との「契約」による介護サービスの利用やその前提となる市

町村に対する要介護認定の「申請」を期待しがたい者）は、市町村の職権により介護サービ

スの提供に結びつける体制を取っています。 

〔３〕周知及び啓発 

高齢者虐待に対する認識を深めることにより、見守りや予防、早期発見・早期対応がスムー

ズに行えることから、高齢者やその家族等に対し、パンフレットの配布、講座開催等を行い、

広報・啓発を図ってきました。 

５．高齢者を支えるネットワーク体制 

〔１〕セーフティーネット体制 

高齢者が安心して生活を送ることができるよう、地域包括支援センターを中心に、民生委

員、地区福祉委員会及び地域ケアに関わる多様な機関とのネットワーク体制を充実し、見守

り、高齢者ごとの対応策を検討、推進してきました。 

〔２〕相談・苦情処理 

（１）苦情処理体制 

広く市民から相談・苦情を受付する体制の拡充を、また苦情処理については、居宅介護

支援事業者、サービス事業者、国民健康保険団体連合会、大阪府などと連携を密にし、そ

れぞれの役割に応じた対応を行い、迅速かつ適切な処理を行える体制の充実を図ってきま

した。 
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（２）障がい者の相談体制 

大阪府の「障がい者の介護保険利用について」に基づき、障がい者やその家族の方の困っ

たことや状況の変化があったときの連絡先や、苦情相談等をできるだけ早く対応できるよ

う、また相談時の手話などのコミュニケーション支援、来所できない障がい者への訪問相

談などに配慮した相談体制づくりを図ってきました。 

（３）福祉なんでも相談体制 

広く市民の要望や相談に応じるため、福祉なんでも相談との連携を深めることで、迅速

な対応を図ってきました。 

（４）派遣相談員 

施設のみならず、居宅サービス事業者への訪問により利用者の疑問や、不安を解消し介

護サービスの質の向上を図ってきました。 



第Ⅴ章 第５期計画における施策の展開
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第Ⅴ章 第５期計画における施策の展開

第１節 高齢者福祉施策における取り組み 

１．在宅生活への支援の充実 

支援が必要な高齢者やその家族が住み慣れた地域で、在宅で自立した生活を送ることがで

きるよう、介護保険サービスと整合を図りながら、在宅生活を支援するための福祉サービス

の充実を図ります。 

〔１〕生活支援サービスの充実 

見守りや介護予防等を兼ねた生活支援サービスを引き続き提供し、高齢者が自立した生活

を引き続き送ることができるよう支援します。 

（１）配食サービス事業 

高齢者のひとり暮らしや高齢者のみの世帯で、食事の用意が困難であり、近隣に家族が

住んでいない方を対象に、日・祝・お盆・年末年始を除いて昼食を提供します。 

（２）緊急通報体制等整備事業 

高齢者ひとり暮らし又は高齢者のみの世帯に、緊急時にボタン一つで消防署に連絡でき、

また健康や高齢者福祉全般について通信センターの担当者が相談に応じる装置（本体及び

身につけるペンダント）を貸与します。 

（３）高齢者デイサービス 

自宅に閉じこもりがちな比較的元気な高齢者の閉じこもりを予防するため、創作活動、

趣味活動の場を提供します。 

（４）日常生活用具の給付・貸与

火災警報器、福祉電話等を対象者の状況に応じて支給や貸与を行います。 

（５）救急医療情報キット

緊急時に迅速な対応が可能となるよう、「救急医療情報キット」を６５歳以上のひとり暮

らし高齢者などに配布し、安全・安心確保を図ります。 

（６）高齢者見守り事業

介護保険、後期高齢者医療保険、国民健康保険を利用していない６５歳以上の高齢者の

安否確認を実施し、高齢者の安全・安心確保を図ります。 



- 94 - 

〔２〕家族介護者への支援の充実 

介護者の高齢化による「老老介護」や、介護者も認知症がある「認認介護」をはじめ、共

働き夫婦の増加等による家族介護力の低下に対応し、介護者の身体的・経済的・心理的な負

担を軽減するための支援に努めます。 

（１）介護者のレスパイトケアの充実 

短期入所サービスやデイサービスなど、在宅で要介護者を介護する家族等を一時的に介

護から解放することによって、心身の疲れを回復しリフレッシュするための支援を充実し

ます。 

（２）紙おむつ給付事業 

要介護度４以上で常時おむつを使用している非課税世帯の方を対象に、紙おむつ給付券

を支給し、在宅介護に対する経済的な支援を行います。 

〔３〕在宅医療の充実 

介護療養型医療施設の今後の動向を踏まえ、退院した要介護者が在宅医療を必要とする場

合に適切な医療サービスが利用できるよう、池田市三師会（医師会、歯科医師会、薬剤師会）

との連携のもと、在宅医療の提供体制の充実に努めるとともに、「かかりつけ医制度」の普及

をより一層推進します。 

また、保健、医療、福祉、介護の連携を一層進める中で、医療ニーズと介護ニーズを併せ

もつ要介護（要支援）高齢者に対し、地域包括支援センターにおいて医療ケアに関する相談・

情報提供が図れるよう支援体制を充実します。 
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２．認知症高齢者に対する支援の強化 

認知症高齢者とその家族が、尊厳を守られながら、住み慣れた地域で引き続き、その人ら

しく生活することができるよう地域における支援を強化します。 

〔１〕認知症に関する知識の普及啓発の充実 

認知症に対する理解が地域全体に広まるよう、あらゆる機会を通じて知識の普及啓発に努

めます。 

（１）認知症に関する知識の普及啓発 

介護予防事業や出前講座等さまざまな機会を通じ、認知症予防の取り組みを市民に促す

とともに、認知症に関する知識の普及啓発、理解促進を図ります。 

（２）認知症サポーター１００万人キャラバンの推進 

認知症の人と家族を支える「認知症サポーター」を養成し、認知症になっても安心して

暮らせるまちづくりを推進します。 

〔２〕認知症の早期発見・早期対応 

認知症を初期の段階で見つけ、適切な医療や介護保険サービス等を提供することにより、

進行を緩やかにすることは重要です。また、地域で支援が必要な高齢者を把握し、相談やサー

ビスにつなげ、孤立防止のためにも、地域の見守り体制の強化が必要です。 

地域のネットワークを活用するとともに、かかりつけ医など医療機関との連携のもと、認

知症高齢者の早期発見・早期対応の取り組みを推進します。 

（１）地域住民による見守り 

出前講座等において、地域住民による高齢者の見守りの必要性を周知するとともに、市

内の相談機関のＰＲを行うことで、地域の認知症高齢者の見守り・支え合い体制を強化し

ます。 

また、高齢者の認知症状に気づいた場合は、相談機関等へつなげるよう地域住民に周知

する一方、住民からの相談に適切に対応するため、介護者家族の会をはじめとする関係団

体・機関との連携を強化します。 

（２）かかりつけ医等医療機関との連携 

かかりつけ医は、ふだんから気軽に健康面での相談ができるだけでなく、認知症になる

以前の状態を知り、認知症の初期症状を早期に発見することができます。また、認知症に

関する相談をはじめ、適切な医療の導入や介護保険等のサービス利用、介護に関する助言

を行うなど、認知症高齢者の介護家族にとって重要な役割を担っています。 



- 96 - 

かかりつけ医をはじめ、医療と地域の保健、福祉、介護に関する関係機関との連携の推

進に努めます。 

（３）認知症高齢者等の生活支援体制の整備 

地域包括支援センターがもつコーディネート機能を活用し、介護と医療の連携をはじめ、

認知症高齢者とその家族の生活を総合的に支援できる体制の整備を目指します。 

３．虐待防止・権利擁護の推進 

｢高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律(高齢者虐待防止法)｣の

趣旨を踏まえ、地域包括支援センターを中心に、地域の様々な関係機関と連携し、高齢者虐

待防止に取り組むネットワークを推進します。 

また、高齢者と接する福祉従事者に対する人権意識の向上を図り、虐待防止に向けた取り

組みも推進します。 

〔１〕高齢者虐待防止への取り組みの推進 

虐待を受けているおそれのある高齢者の早期発見、虐待を受けた高齢者やその家族に対し

適切な支援を行うための対応力の向上を目指し、高齢者虐待防止ネットワークによる関係団

体・機関等の連携を強化し、虐待を防止する体制づくりを推進します。 

（１）高齢者虐待防止ネットワークの推進 

高齢者の尊厳を保持するため、関係機関との連携により地域における高齢者虐待防止の

ための「高齢者虐待防止ネットワーク」の機能を強化し、虐待の防止に向けた啓発、虐待

を発見した場合の適切な対応などを推進します。 

（２）虐待防止及び啓発への取り組み 

地域のネットワークを活用した虐待防止のための研修会や講演会の開催、地域での見守

り体制の充実・強化を推進するとともに、虐待の防止、早期発見・早期対応に向け、地域

住民に対する普及啓発を推進します。 

（３）施設における虐待への対応 

福祉施設内の虐待については、介護サービス事業者に対し、防止に向けた啓発に努める

とともに、介護相談員の活動を通じて、身体拘束ゼロを目指した取り組みを引き続き推進

します。 
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〔２〕権利擁護事業の推進 

認知症高齢者や知的障害者・精神障害者など判断能力が十分でない人が必要な介護保険

サービスや福祉サービスを利用して自立した生活を送ることができるよう支援します。 

（１） 成年後見制度利用支援事業 

   判断能力が不十分な低所得の高齢者が、本人の意思により成年後見審判(法定後見)の申

立を行う場合、申立手続きを支援します。  

 また、本人や四親等以内の親族による成年後見審判の申立ができない場合は、市長が申

立を行い、申立費用や成年後見人等に対する報酬の支払いが困難な高齢者には費用の助成

を行います。 

（２）日常生活自立支援事業（池田市社会福祉協議会） 

認知症高齢者等の判断能力が低下した方が、日常生活を自立して送ることができるよう、

福祉サービス利用援助や日常生活における金銭管理、書類の保管などのサービスを池田市

社会福祉協議会が本人に代わり実施します。また、社会福祉協議会と連携し、本事業の周

知を図り利用促進に努めます。 
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４．生きがいづくり・社会参加の推進 

介護保険や保健福祉サービスなどの市が提供する公的なサービスでは対応しにくい隙間的

な支援については、地域住民の共助による活動が重要な役割を果たします。これまで培って

きた経験と知識を持つ高齢者が、地域の様々な活動を通して貢献し、生きがいをもって、は

つらつとした高齢期を送ることができるよう、高齢者のニーズに応じた生きがいづくりや社

会参加、スポーツ・レクリエーション等の機会の充実を図ります。 

また、地域のボランティア団体等への支援に努め、地域包括ケアシステムにおけるサービ

ス提供体制の充実を図ります。 

〔１〕高齢者の生きがい活動への支援の充実 

高齢者の生きがいづくりの場や居場所づくりを支援するため、敬老会館などの高齢者福祉

施設における様々な活動への支援を充実するとともに、これらの施設を住民参加型で実施す

る介護予防や交流の拠点として活用し、高齢者の自立を支援します。 

また、高齢者の趣味や趣向に応じた活動の機会や場の充実に努めます。 

（１）敬老会館 

団塊の世代の増加を踏まえ、高齢者の多様なニーズに応えられるよう活動内容を工夫・

充実し、高齢者の生きがいづくりや社会参加の拠点として活用を図ります。 

（２）高齢者菜園 

高齢者を対象に農園を貸与し、高齢者が自然とふれあいながら園芸を楽しむことを通じ、

生きがいづくりを促進します。 

（３）施設循環福祉バス 

施設循環福祉バス（マイクロバス）を運行し、閉じこもりがちな高齢者の外出を促進す

るとともに、健康の保持と社会参加への支援を図ります。 

〔２〕老人クラブ活動への支援 

団塊の世代が高齢期を迎えることを踏まえ、多様なニーズに対応した老人クラブの活動内

容を工夫・充実し、高齢者の活動への関心を高め、参加しやすい環境づくりなどについて老

人クラブと市が協働して充実を図ります。 

また、高齢期を充実させ、社会参加・社会貢献の促進に寄与している老人クラブへの活動

や結成に必要な支援を実施します。 
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〔３〕高齢者の就労支援 

臨時的かつ短期的な就業を希望する高年齢者のために無料の職業紹介や知識や技能の研

修・講習会などを行うシルバー人材センターへの支援を充実し、高齢者の豊富な知識や経験、

技能を生かし、就労を通じた生きがいづくりや社会参加・社会貢献を促進します。 

〔４〕スポーツ・レクリエーション活動の充実 

庁内の関係部署、地域の関係団体等と連携のもと、各種スポーツ・レクリエーション活動

を充実し、高齢者の健康づくりや高齢者どうし、また多世代間の交流を図ります。 

また、活動に対し高齢者の積極的な参加促進に努めます。 

〔５〕敬老事業の充実 

長寿を祝福するとともに、多年にわたり社会につくしてこられた高齢者に対する敬愛の精

神と高齢者福祉について理解と関心を高め、また高齢者自らの生活意欲の向上を目指すこと

を目的とした事業を引き続き実施します。 

（１）長寿祝金・長寿祝品 

８８歳、１００歳と１０１歳以上の高齢者に長寿祝金を、９０歳と９９歳の方々に長寿

の節目のお祝いとして長寿祝品を９月の敬老月間に贈呈します。 

（２）公衆浴場優待入浴 

市内６か所の公衆浴場において地域高齢者の交流を促進することを目的に、公衆浴場優

待入浴（月２回）を引き続き実施します。 
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５．安全・安心な生活環境の充実 

地域活動や生きがいづくり、社会参加活動などに主体的に参加できるよう、ユニバーサル

デザインを踏まえたまちづくりを推進にするとともに、高齢者が安全・安心に暮らせる住ま

いの確保に努めます。 

〔１〕高齢者が暮らしやすい生活環境の整備 

ユニバーサルデザインに関する法令の内容について、事業主や関係機関に対し周知を図る

とともに、それに基づき指導・助言を行います。 

また、関係機関の連携のもと、既存の公共施設や道路のバリアフリー化を引き続き促進し、

高齢者が安全かつ安心して外出できるよう支援し、ユニバーサルデザインを踏まえた安全・

安心な環境整備に努めます。 

〔２〕住まいに関する安心・安全の確保 

安心・安全に自立した生活を送るための基盤となる住まいは、高齢者の状態や生活課題な

どに配慮した整備・充実が求められることから、福祉施策と住宅施策の連携を密にしながら、

介護を必要とする高齢者にも対応できる住まいの確保に努めます。 

また、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」を踏まえ、高齢者の入居を拒まない住宅に

関する情報を広く提供するとともに、介護と医療と連携してサービスを提供する「サービス

付き高齢者向け住宅」など、高齢者が安全、安心に暮らすために適切な住まいを選択、利用

できるよう、事業者の動向把握や制度の周知、情報の提供に努めます。 

厚生労働省と国土交通省の連携によるサービス付き高齢者向け住宅の供給についても促進

を目指します。 

〔３〕居住系施設の充実 

①養護老人ホーム 

おおむね６５歳以上で主に経済的な事情により家庭での生活が困難な方に対し入所措

置を行うことで、安心して生活する場を提供します。 

特定施設入居者生活介護の指定を受け、日常生活と一体的に介護サービスの提供を行

うことで、入所者の身体機能が低下しても住み続けられる施設として充実を図ります。 

②軽費老人ホーム、ケアハウス 

身寄りがないか、家庭環境などの理由で自宅での生活が困難な６０歳以上の比較的健

康で低所得の方が入所する施設で、食事や入浴その他の日常生活上必要なサービスを低

額で利用することができるよう、運営にあたっての支援に努めるとともに、入所希望者

に対する相談や入所者からの生活相談に応じます。 
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第２節 保健施策における取り組み 

１．市民の主体的な健康づくりへの支援 

高齢者が健やかではつらつと地域で暮らし続けることができるよう、壮年期以前からの生

活習慣病の予防をはじめ、積極的な健康づくりを推進するため、引き続き、高齢者自らが健

康づくりに取り組み、自分らしく前向きに暮らすことができるよう支援します。 

地域住民の主体的な健康づくりを支援するため、地域の団体や保健・医療・福祉の各関係

機関と連携した活動を推進し、生活習慣病をはじめ、閉じこもりや認知症等を予防し、市民

の健康寿命の延伸を図ります。そのため、市民自らが生活習慣を改善して健康を増進できる

よう、生活習慣病等を予防する「一次予防」に重点的に取り組ます。健康教育など通じ、生

活習慣病予防や健康増進等、市民に対し、生涯を通じた健康づくりに関する正しい知識の普

及啓発を推進します。 

２．生活習慣病等の予防への支援 

栄養・食生活の改善や運動・身体活動の習慣化などの生活習慣の改善指導の充実を図ると

ともに、メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）を対象とした特定健康診査（基本健

康診査）・特定保健指導や各種がん検診等を引き続き推進し、壮年期における生活習慣病の予

防、早期発見・早期対応に向け取り組みを充実します。 

〔１〕メタボリックシンドローム（内臓脂肪症候群）に関する正しい知識の普及啓発 

メタボリックシンドロームが健康に与える影響や運動習慣の定着、望ましい食生活への改

善など、生活習慣病予防の考え方を市民にわかりやすい形で普及啓発します。 

〔２〕特定健康診査・特定保健指導及び各種がん検診の受診促進 

本市国民健康保険加入者（４０～７４歳）に対し、健康管理と疾病の早期発見、早期治療

を目的に「特定健康診査・特定保健指導」を、また後期高齢者医療加入者（７５歳以上）に

対し、後期高齢者医療健康診査を実施しています。また、各種がん検診や肝炎ウイルス検査

等を実施しています。 

市民がより受診しやすくなるよう、池田市医師会との十分な連携を図り、円滑な事業運営

に努めます。 

また、健診（検診）対象者に対する受診勧奨を引き続き行うとともに、市広報誌やホーム

ページ等を通じ、健診（検診）の普及啓発を図ります。また、医師会との協力・連携のもと、

制度の一層の周知を図ります。 
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第３節 介護保険事業における取り組み 

１．介護予防事業の推進 

加齢に伴う生活機能の低下により要介護（要支援）状態になる可能性の高い高齢者を早期

に把握し、運動器や口腔機能の向上、栄養改善など、個々に応じた取り組みを通じて、心身

機能の改善のみならず、自己実現と生きがいづくりを目指すことができるよう、介護予防事

業を一層推進します。 

〔１〕一次予防事業の推進 

市民にとって身近なところで、生涯にわたる健康づくりや介護予防に必要な基本的な知識

を普及啓発し、市民自らが健康づくりや介護予防活動に意識的に取り組めるよう支援します。 

また、地域での介護予防活動に主体的に関わることで、生活機能の低下を防ぎ、また活動

を通じて社会貢献できるよう環境整備に努めます。 

（１）介護予防普及啓発事業 

介護予防に関する基本的な知識の普及啓発のため、保健福祉総合センターや敬老会館、

共同利用施設など、市民に身近な場を活用し、認知症予防をはじめ介護予防に関する様々

な啓発事業を推進します。 

（２）地域介護予防活動支援事業 

地域において市民主体の介護予防活動が進み、その取り組みが継続されるよう、地域の

活動組織に対する支援に努めます。 

また引き続き、保健福祉総合センター等において、介護予防健康教室や講座等を開催す

るとともに、地域のニーズに応じた介護予防事業を展開します。 

さらに、地域での介護予防活動を主導する介護予防リーダーを育成するとともに、今後

も増加が見込まれる認知症について市民の理解を一層深めるため「認知症サポーター養成

講座」を開催します。 

（３）一次予防事業の評価 

一次予防事業に関する評価を実施するとともに、介護予防に関する普及啓発や活動に多

くの高齢者の参加を促す取り組みを推進します。 
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〔２〕二次予防事業の推進 

生活機能の低下がみられ、要介護（要支援）状態になるおそれのある高齢者に対し、運動

や栄養、口腔機能の向上など、高齢者の状態に応じた介護予防事業につなげ、要介護（要支

援）状態になることへの予防に努めます。 

（１）二次予防事業対象者把握事業の推進 

「基本チェックリスト」の配布・回収により、二次予防事業対象者の把握を推進します。

また、チェック表未回答者の状況把握にも努めます。 

（２）二次予防事業（介護予防事業）の推進 

効果的な介護予防事業を推進するとともに、保健福祉総合センターや共同利用施設等の

施設を活用するなど、身近なところで参加できる場を充実し、高齢者が主体的に参加し取

り組めるよう支援します。 

また、通所型介護予防事業終了後、状態が低下しないよう、引き続き介護予防に取り組

むための受け皿について整備を推進します。 

■介護予防教室「ふくまる健康教室」 

  老年症候群、運動器症候群や加齢に伴う生活機能の低下を予防するために、運動・

栄養・口腔・生活機能全般に関する指導を行います。また高齢者自らの行動変容や QOL

の向上をめざします。 

（３）二次予防事業の評価 

要介護認定者数の推計値などを基本に、二次予防事業による予防効果について評価を実

施します。 

〔３〕介護予防・日常生活支援総合事業 

要支援１・２の対象者への予防給付サービス、二次予防対象者（旧特定高齢者）への介護

予防事業を、総合的かつ一体的に行うことができるよう、新たに創設される事業である「介

護予防・日常生活支援総合事業」の実施については、介護予防（訪問・通所）や配食などの

事業は、地域支援事業ですでに実施しています。 

その事業の効果などを見極め、第５期計画期間中に、実施の有無についてのメリット、デ

メリットを検討します。 
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２．介護保険サービスの充実 

介護を必要とする状態になっても、住み慣れた地域で自立した生活を送ることができるよ

う、地域の実情や高齢者のニーズに応じ、居宅サービス及び地域密着型サービスに重点をお

いたサービス提供基盤の充実を図ります。 

また、介護保険の各サービスについては、利用者のニーズ等に基づき量的な整備目標を設

定し、利用見込みに応じた提供量とその安定的な供給体制の確保・充実に引き続き取り組み

ます。 

〔１〕居宅サービスの充実 

居宅サービスの現状の提供体制を踏まえ、地域包括ケアシステムの考え方に基づき、介護

が必要な状態になっても、高齢者が住み慣れた地域で安心して生活が継続できるようサービ

スの提供体制の充実を図ります。 

また、サービス提供事業者の新規参入もしくは既存事業者の事業拡大にあたっては、サー

ビスに対するニーズを把握し、地域の介護需要に関する情報の収集及び事業者に対する情報

提供を引き続き図ります。 

  ※第５期計画期間中の介護保険施設サービスの利用見込み量は、「第Ⅵ章 介護保険事業費

の見込みと保険料の設定」を参照。 

〔２〕施設・居住系サービスの提供体制の確保 

介護保険法の一部改正により、施設整備に関する目標水準（参酌標準）が撤廃され、第５

期計画においては、保険者である池田市の責任で介護保険施設等の整備目標を設定すること

とされました。 

（１）介護療養型病床の廃止期限の延長について 

平成２３年度末に介護療養病床が廃止される予定でしたが、全国的に転換が進んでいな

い現状を踏まえ、国においては廃止期限を６年間延長（平成２９年度末廃止）することと

しています。 

（２）施設等の整備に係る参酌標準の設定について 

施設・居住系サービスの見込量を定めるにあたって参酌すべき標準（３７％参酌標準）

については，介護保険施設等の総量規制を後押ししているとされ、国は昨年度、「規制・制

度改革に係る対処方針」の中の項目の一つとして撤廃を行いました。 

本市における施設整備の参酌については、第３期計画から平成２６年度目標の参酌標準

である要介護２～５の３７％以内とすることについての考え方を基本的に第５期計画も継

承することとします。 
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但し、国の参酌標準である要介護２～５の３７％とすると、既に目標数を達成している

ことより、また今後、高齢者数の増加とともに、認定者数は増加します。特に、今後の高

齢者の伸びは、団塊の世代の高齢化を背景としたものであり、認定率が低い前期高齢者が

増えることと考えられます。そのため、本市においては、平成２６年度の要介護１～５の

認定者数に対して、国の当初の４１％の割合をもって整備数とすることとします。 

(３) 施設の平成 26年度までの整備について

本市では在宅での介護を重視するとの基本的な考え方を維持しながら、特別養護老人ホー

ムの入所待機者や介護保険給付費、保険料負担、施設整備の進捗などの状況を勘案し必要な

整備数を設定します。 

入所ニーズの高い特別養護老人ホームについては、従来どおり地域密着型特別養護老人

ホームの新規整備が望ましいものの、入所定員が２９人以下と小規模であり、参入意向を示

す事業者が少ない現状もあることから、第５期計画では広域型特別養護老人ホームの整備を

含めた基盤整備を行い、入所の優先度の高い要介護者の受け入れ先を確保していきます。 

■施設・居住系サービスの平成 26年度までの整備目標数（カッコ内は累計） 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

介護老人福祉施設 － － ５０床 

特定施設入居者生活介護 ３５床 
－ 

（３５床）

－ 

（３５床）

一方、厚生労働省と国土交通省の連携によるサービス付き高齢者向け住宅の供給について

も促進を目指します。 

  ※第５期計画期間中の介護保険施設サービスの利用見込み量は、「第Ⅵ章 介護保険事業費

の見込みと保険料の設定」を参照。 
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〔３〕地域密着型サービスの充実 

特別養護老人ホームの待機者が増加傾向にあり、その対策として、特別養護老人ホームに

加えて、認知症対応型共同生活介護、小規多機能居宅介護など、地域密着型サービス事業所

を計画的に整備します。 

一方、単身者や重度の高齢者であっても、住み慣れた地域で在宅生活を続けることができ

るよう、必要な時に必要な介護・看護サービスを在宅で時間帯を問わず利用することができ

る次のサービスが創設され、いずれも地域密着型サービスに位置付けられています。 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

日中・夜間を通じ、短時間の定期巡回により訪問し、訪問介護や訪問看護サービスを一

体的に提供するサービスで、利用者からの通報による随時訪問も行います。 

生活リズムに合わせた短時間利用のほか、昼夜問わず随時対応も可能であることからよ

り安心感を得られるサービスです。本市においては、現在提供している夜間対応型訪問介

護の対象者を継続充実させていきます。 

②複合型サービス 

小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅・地域密着型サービスを組み合わ

せて提供されるサービスです。これまで看護サービスが必要な小規模多機能型居宅介護の

利用者は 他の訪問看護事業所から看護サービスの提供を受ける必要があり、 サービス利

用調整が難しいのが現状でした。本サービス創設により、 一事業所による柔軟なサービス

提供が可能となり、医療ニーズの高い者でも小規模多機能型居宅介護が利用しやすくなり

ます。 

本市では、第５期計画期間中に１か所整備することを目標に、事業者に対し本事業への

参加を呼びかけるとともに、複数の地域密着型サービスを併設するなど運営方法に配慮し、

事業者の参入を促進します。 

■地域密着型サービスの平成 26年度までの整備目標数（カッコ内は累計） 

 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

認知症対応型共同生活介護 
－ １８人分 

－ 

（１８人分）

複合型サービス／小規模多機能型

居宅介護（市内１か所） 
－ － ２５人分 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ５人分
５人分 

（１０人分）

５人分 

（１５人分）

  ※第５期計画期間中の地域密着型サービスの利用見込み量は、「第Ⅵ章 介護保険事業費の

見込みと保険料の設定」を参照。 
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３．介護保険の円滑な運営の推進 

介護保険サービスの提供にあたっては、利用者の人権を尊重し、それに携わる人材の資質

の向上に努めるとともに、事業者自ら評価を行うことで、介護保険制度に対する市民の信頼

や安心の確保に努めます。 

〔１〕要介護認定の適正な実施 

要介護認定適正化事業のためのツール（業務分析データ・認定調査員向けe-ラーニング・

介護認定審査会向けＤＶＤ教材）等を活用しながら、定期的に認定調査員に対する研修を実

施し、認定調査の公平・公正性の確保、人権に配慮した調査を行うことができるよう調査員

の資質向上を図ります。 

また、認定調査委託事業所が実施した認定調査票の点検を実施し、認定基準の統一化に努

めます。 

新規・区分変更申請の場合、市が認定調査を行い、更新申請で委託を行う場合は、調査の

適正を確保するため、一定期間ごとに市が調査を行うなど、内容の検証を行います。 

また、介護認定審査会委員に対する研修や相互の意見・情報交換に努めるとともに、合議

体間での格差が生じないよう、介護認定審査会委員構成の変更等、介護認定審査会の平準化

を図ります。 

また、認定調査同様、認定審査会委員に対しても、要介護認定適正化事業のためのツール

等を活用し、座長会議をはじめ、委員に対する研修や情報交換の場を設けるなど、これまで

以上に審査判定方法及び基準が均一に保たれるよう努めます。 

〔２〕介護保険事業に関する評価の実施 

介護保険サービスの利用動向や給付状況等、介護保険制度に関する運営状況について定期

的に評価・分析の上、介護保険事業運営委員会に報告し意見を求め、本市の介護保険事業の

円滑かつ適正な運営の確保に努めます。 
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〔３〕介護給付適正化に向けた取り組み 

「第２期大阪府介護給付適正化計画（平成２３年～２６年）」における次の重要８事業につ

いて点検等を実施し、サービスの質の向上及び介護保険給付の適正化を引き続き図ります。 

・認定訪問調査の点検 

・ケアプランの点検 

・住宅改修の適正化 

・医療情報との突合 

・大阪府国民健康保険団体連合会の給付情報の縦覧点検 

・利用者に対する介護給付費通知 

・福祉用具の購入・貸与の調査 

・給付実績の活用 

〔４〕介護サービス事業者に対する指導・助言等の取り組み 

大阪府からの事務移譲を受けたことを踏まえ、本市に指定・指導権限がある地域密着型サー

ビス及び居宅サービスについては、サービス提供事業者に対し、調査や監査などを必要に応

じ実施し、利用者に対し適切なサービスが提供されるよう指導・助言を行います。 

また、介護保険サービス事業者の指定等に関し、サービス提供の適正化が図られるよう、

指導・助言等を強化します。 

〔５〕介護サービスの普及啓発の充実 

ガイドブックや市広報誌、ホームページ等を通じ、介護保険制度やサービスの利用方法、

サービス提供事業者等について、市民に対し情報提供に引き続き努めます。 

また、地域包括支援センターや民生委員、地区福祉委員等と連携し、身近な地域において

介護サービスの普及啓発、情報提供を図るとともに、情報提供にあたっては、障がい者や在

日外国人、ひとり暮らし高齢者等、コミュニケーションに困難がある方や情報が届きにくい

方への配慮に引き続き努めます。 
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〔６〕介護サービスに関する苦情・相談体制の充実 

関係機関・団体等と連携を図りながら、苦情処理体制について一層の充実を図ります。 

また、地域包括支援センターをはじめ、民生委員、地区福祉委員、介護相談員等との連携

を強化し、地域に密着したサービスに対する不満や苦情について把握できる体制づくりを進

めます。 

（１）介護相談員活動の推進 

特別養護老人ホームやグループホームなどの介護保険施設等の利用者に対しては、「介護

相談員」が利用者の不満や不安を受け止め、施設側との意見交換等により、それらの解消

に努めます。 

（２）不服申し立てに対する対応 

要介護認定等に対する不服申し立てについては「大阪府介護保険審査会」が、サービス

内容に対する苦情については、「大阪府国民健康保険団体連合会（国保連）」が、各々対応

し、本市は申し立てが円滑に進むよう、必要に応じ支援します。 

（３）障がい者からの相談支援体制の充実 

障害者やその家族等の相談に迅速に対応できるよう、手話等のコミュニケーション支援

等を行うとともに、地域のネットワークを活用し、地域での相談支援体制の充実を図りま

す。 

〔７〕介護従事者の育成・定着のための支援 

大阪府やサービス提供事業者等との連携を図り、介護人材等の確保対策等が適切に実施す

るとともに、介護職員の育成・定着に向けた支援に努めます。 

〔８〕介護と医療との連携 

特別養護老人ホームでは、たん吸引や経管栄養などの医療的ケアの必要な方の入所が増加

していますが、医療提供体制が不十分であり、このような利用者を十分に受け入れることが

困難でした。これらの医療行為を介護職員等が行うことについては、研修や医療関係者によ

る適切な医学管理などの一定の条件の下に容認されてきました。 

しかし、本来はこのような運用ではなく，法令に位置付けて行われるべきではないか等の

指摘がなされていたことから、これらの行為がより安全に提供され、必要な知識や技能を身

に付けた介護職員等が実施できるよう、法令整備が行われる予定です。 

改正後は、これまで難しかったグループホームや有料老人ホーム等でも対応が可能になり、

医療と連携した介護サービスの充実が図られるものと考えられます。 
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第４節 地域包括ケアシステム構築のための機能の強化 

１．地域包括支援センターの機能強化 

国は、介護や支援が必要な状態となっても高齢者ができる限り住み慣れた地域で安心して

生活を継続できるよう、保健、医療、福祉、介護などのサービスが切れ目なく提供される「地

域包括ケアシステム」の構築を重点的に進めることを求めています。 

地域包括ケアシステムの考え方を踏まえ、高齢者が在宅で安心して生活できる支援体制の

構築に取り組むとともに、地域のネットワークをはじめ、民生委員、地区福祉委員の見守り、

池田市公益活動促進協議会、ＮＰＯやボランティア等による支援も含めた総合的・包括的な

地域ケア体制の整備を前提に様々な施策や事業を推進し、誰もが安心して暮らせるまちをめ

ざすことが必要です。 

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステム構築の中核となる機関に位置づけられま

す。地域の高齢者の多様なニーズに応えるため、保健、医療、福祉、介護の各サービスを適

切に調整し、つなげる機能を発揮できるよう、地域包括支援センターの機能強化を図るため

の支援を充実します。 

また、地域包括支援センターと地域の関係団体・機関によるネットワークとの連携を充実

し、地域住民による共助の取り組みと合わせ、ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者など地域

の要援護者に対する支援機能の強化を図ります。 

〔１〕地域包括支援センターの機能が発揮できる支援体制づくり 

地域のネットワークを基盤としながら地域住民の総合相談の拠点として、様々な生活支援

サービスが適切に提供されるよう調整する機能が期待されている地域包括支援センターの運

営を総合的に調整・サポートする体制をつくり、包括的・継続的支援機能が発揮されるよう

◎地域包括支援センターの機能 

ア 介護予防ケアマネジメント 

二次予防事業対象者が、要介護状態となることを予防するため、その心身の状況や環境
その他の状況に応じて、地域支援事業における介護予防事業等が実施されるよう必要な援
助を行う。 

イ 総合相談事業支援事業 

地域の高齢者が、住み慣れた地域で安心して、その人らしい生活を継続していくことが
できるようさまざまな相談への対応や支援を行う。 

ウ 権利擁護事業 

地域の住民、民生委員、介護支援専門員などの支援だけでは十分解決できない相談に対
して、継続的・専門的な視点から高齢者の権利擁護のための援助を行う。 

エ 包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 

高齢者が住み慣れた地域で暮らすことができるよう、地域の関係機関と連携を図るとと
もに、介護支援員に対する個別の相談や支援を行う。 
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支援します。 

〔２〕ネットワークの構築 

今後も地域包括支援センターが中心となり、地域のネットワーク拡大に取り組みます。 

地域の課題や現状を踏まえた上で、ネットワークを推進する中で、地域としての課題の抽

出とその対策づくりや、個別ケースの情報交換、地域資源の整理や不足しているサービスの

提案などを行なっていきます。 

また、サービスを必要とする方が必要なサービスが利用できるよう、実態把握を強化する

とともに、後期高齢者実態把握のための個別訪問を引き続き実施します。また６５歳以上の

方全員に行う基本チェックリストの未返送者に対する訪問など、潜在している問題の早期発

見にも努め、地域ネットワーク会議や地域のつどい、会合等に参加し、地域で支援が必要な

高齢者に関する情報収集に努めます。 

〔３〕包括的支援機能の充実 

（１）地域支援のためのケアマネジメント力の向上 

総合相談のための技術のレベルアップを図り、地域包括支援センターが信頼して相談で

きる機関となるよう努めます。 

また、地域包括ケアシステムの入り口として、高齢者からのあらゆる相談を受け止め、

適切な機関やサービスにつなげ、研修など継続してフォローしていくことができるようケ

アマネジメント力の向上を図ります。 

（２）保健師・社会福祉士・主任介護支援専門員の連携の強化 

地域包括支援センターは、地域包括ケアシステムの実現に向け、地域住民の相談や生活

支援のコーディネート、地域のネットワーク化のための支援を行い、包括的・継続的ケア

マネジメント事業を推進することが重要です。そのため、保健師・社会福祉士・主任介護

支援専門員の３職種間の情報共有とチームアプローチを通じ、高齢者の状態の変化に対応

した継続的なケアマネジメントを行うことができるよう３職種の連携強化を図ります。 

（３）介護支援専門員の資質向上のための支援 

定期的に開催する介護支援専門員連絡会において、介護支援専門員としての基本的姿勢

やケアマネジメントの手法等を向上させる研修会の開催、介護保険や保健福祉医療サービ

ス等の情報提供等を引き続き行います。 

また自立支援に向けたケアマネジメントが行えるよう、ケアプランチェック事業と協働

した介護支援専門員の資質向上を図ります。 

さらに地域の社会資源等の情報を的確に入手し、それを有効に活用しながら、地域のネッ

トワークの一員として連携できるよう支援するとともに、困難事例等も含め、ケアマネジ
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メントに対する相談支援体制を充実し、ケアマネジャーが抱える問題や課題を明確にし、

それに対し支援できる体制を整備します。 

〔４〕地域包括支援センターの普及啓発 

域包括支援センターの役割や機能について、市広報誌やホームページ、ケーブルテレビ、

自治会など様々な媒体・方法を通じて、地域住民に対し普及啓発を図り、地域の身近な相談

窓口として利用しやすい機関となるよう支援に努めます。 

２．地域包括ケアシステムにかかる関係機関との連携の強化 

介護や生活支援を必要とする人を早期に発見し、その人に対し迅速に、かつ最も適した形

で、保健、医療、福祉等の様々なサービスが提供される仕組みが十分に機能するよう、地域

の様々な関係機関・団体、事業者等の連携を強化します。 

〔１〕地域ネットワーク会議の推進 

今後、高齢化の一層の進展により、虐待や認知症等困難ケースが更に増加することが見込

まれることから、地域包括支援センターを中心に、民生委員、地区福祉委員、コミュニティ

ソーシャルワーカー、ケアマネジャー、サービス提供事業者、池田市公益活動促進協議会、

ＮＰＯ・ボランティア団体等、地域福祉推進に関係する機関・団体等による「地域ネットワー

ク会議」を推進し、地域の連携体制の強化を図ります。 

〔２〕事業者連絡会議の充実 

事業者連絡会議、ケアマネジャー連絡会議を充実し、介護保険サービスの円滑な提供なら

びに質の向上を図ります。 

〔３〕医療と介護の連携強化 

保健、医療、福祉、介護などの多様なサービスが身近なところで包括的に提供できる支援

体制を確立するため、保健、福祉、介護の関係機関と池田市三師会（医師会、歯科医師会、

薬剤師会）との連携を強化します。 

また、在宅を中心としたケアを支援するためには、保健・医療、福祉、介護などの各サー

ビスが一体となった提供体制が必要であり、地域包括支援センターとの連携のもと、地域ネッ

トワーク会議等の取り組みの中で関係機関との情報共有に努め、各サービスが切れ目なく、

かつ効果的に提供される体制づくりを目指します。 
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３．地域での支え合い機能の強化 

今後、ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者の増加を見込み、サービス提供事業者だけでな

く、民生委員や地区福祉委員、コミュニティソーシャルワーカー、ＮＰＯ・ボランティア等

の多様な主体による福祉活動の果たす役割は、地域力を高めていく上で重要です。 

日常生活において、地域の中での支え合い、助け合いが機能する環境づくりに努めるとと

もに、地域の福祉ネットワークの機能の拡充を図り、相談支援の充実をはじめ、ひとり暮ら

し高齢者等の孤立防止や虐待の早期発見・早期対応など、高齢者が地域で安心して暮らすこ

とができる地域づくりを推進します。 

〔１〕地域の見守り体制の強化と、サービスへの「つなぎ」のための仕組みづくり 

高齢者の所在不明や孤立死など今日的な課題の解決を図り、高齢者が地域で、安全・安心

に暮らすことができる社会を実現することを目的に制定した「池田市高齢者安否確認に関す

る条例」の趣旨を踏まえ、民生委員をはじめ、地区福祉委員等による声かけ・見守り訪問活

動を通じ、地域の支援が必要な高齢者の安否確認、身体状況の低下や認知症の進行等を把握

するための取り組みを推進します。 

また、これらの地域福祉推進の主体と地域包括支援センターや市、その他専門的な相談支

援機関等との連携を強化し、要援護者に対する支援方法等について情報共有に努めます。 

このような取り組みを通じ、支援が必要な高齢者を必要に応じ介護保険サービスや福祉

サービスにつないだり、利用を促進するための支援の仕組みづくりを図ります。 

〔２〕高齢者の地域での孤立防止への取り組みの推進 

高齢化の進展に伴い、ひとり暮らし高齢者世帯が増加する一方、地域力の低下により、高

齢者の地域での孤立が問題となっています。そのため、さまざまなネットワークによる地域

の見守り体制の強化を図るとともに、ひとり暮らし高齢者等の健康状態の確認や安否確認、

閉じこもり予防のための生活支援サービス等の提供を通じ、孤立防止への取り組みを推進し

ます。 

〔３〕災害時要援護者に対する支援体制の強化 

「池田市地域防災計画」に基づき、高齢者や障害者、乳幼児等の災害時要援護者に対し、

災害時、迅速かつ的確な対応を図るための体制整備を図ります。 

また、災害発生後、支援が必要な高齢者が避難所として社会福祉施設等を利用できるよう

防災協定を結び、高齢者が避難中、福祉サービスが継続的に提供され、安心して過ごせる生

活環境を確保する仕組みづくりを図ります。 
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〔４〕ボランティア活動・社会貢献活動への支援 

池田市ボランティアセンターを拠点に、ボランティアに関する相談機能や情報提供の充実

をはじめ、ボランティアの手助けを必要としている高齢者とボランティア活動を結ぶコー

ディネート機能の充実を図ります。また、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）等の育成に努

める池田市公益活動促進協議会の活動への支援を充実します。 

さらに、ボランティアセンターで開催しているボランティア講座を活用し、地域で暮らす

高齢者を支援するボランティアの確保・育成を図ります。 
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第５節 計画の進行管理 

１．進行管理の意義 

事業計画は、介護保険事業運営の基となる重要な計画であり、そのために、各計画年度

における達成状況の点検及び評価を行い、円滑な介護保険事業の確保を図ることが重要と

なります。 

２．進行管理機関 

本計画及び介護保険事業の適正な運営と進行管理のための組織として、介護保険事業運

営委員会（以下、「運営委員会」といいます。）を設置します。 

運営委員会は、毎年２回程度開催し、介護保険事業計画で定めた計画期間の各年度の数

値目標の進捗状況及びサービスの利用状況、サービス事業者相互間の連携などを確認し、

その評価を行います。 

また、３年ごとに作成する計画の際に意見を反映することとします。 

３．運営委員会の構成 

計画における意見は、介護保険に関わる多くの分野から反映させるべきであることから、

運営委員会は、学識経験者、保健・医療・福祉に関する事業者又は経験者及び公募による

市民代表等による構成とします。 

４．情報の公開 

介護保険事業の運営にあたって、被保険者から信頼を得ることが重要であるため、事業

内容の公開は不可欠です。そのため、事業内容、事業計画の進捗状況、介護保険財政など

について、運営委員会の会議の公開をはじめ、市民への情報公開と情報提供を引き続き行

います。 

５．計画の評価体制 

高齢者福祉計画・介護保険事業計画の推進を通じて、計画目標の達成状況、進捗状況を

評価・検証し、その問題点や改善点を計画の中にフィードバックしていくことが大切です。 

そのため、事業計画の分析、ならびに高齢者福祉サービスの現状分析等を行い、定期的

に運営委員会等において、計画の評価を行っていきます。 
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第Ⅵ章 介護保険事業費の見込みと保険料の設定

第１節 介護サービス量の見込み 

１．居宅（介護予防）サービス利用量の見込み 

（１）標準的居宅等サービス受給対象者数（人／月） 

      （＊介護予防サービス・地域密着型サービス含む） 

要介護認定者数から、各施設・居住系サービス利用者数を差し引いた人数を居宅サービ

ス受給対象者数として推計しました。 

  平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

要支援１ 797 1,013 1,186 

要支援２ 608 574 558 

要介護１ 682 719 730 

要介護２ 616 661 700 

要介護３ 371 349 333 

要介護４ 269 268 258 

要介護５ 345 407 443 

総数 3,687 3,991 4,209 

       ※端数処理の関係で、総数が合わない場合があります。 

（２）標準的居宅等サービス受給者数（人／月） 

    （＊介護予防サービス・地域密着型サービス含む） 

標準的居宅等サービス受給対象者数×平成２１年以降の受給率 

（平成２４年以降の受給率＝（平成２１～２３年の平均受給率）×平成２３年の受給率） 

  平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

要支援１ 443 580 710 

要支援２ 462 451 459 

要介護１ 596 657 705 

要介護２ 565 601 639 

要介護３ 364 360 365 

要介護４ 250 251 247 

要介護５ 267 337 396 

総数 2,947 3,239 3,522 

       ※端数処理の関係で、総数が合わない場合があります。 
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（３）居宅等サービス受給者数と利用量の見込み 

国から配布されたワークシートを用いて、各年度の要介護（要支援）度別の標準的居宅

サービス等受給者数に、各年度の要介護（要支援）度別利用率の見込み、要介護（要支援）

度別サービス別利用者１人当たり利用回数・日数等の見込みを乗じて、居宅・介護予防・

地域密着型（地域密着型介護予防）の各サービスの必要量を推計しました。 

なお、ワークシートで対応しきれない部分（例えば、サービスの伸びや、単価の均等化）

に関して、必要に応じて数字の任意設定を行いました。 

＊介護給付、予防給付とも供給率を 100％として見込み量を設定しました。 

【介護給付】 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

（１）居宅サービス 

①訪問介護 

回数 224,118回 243,252回 257,443回

（人数） 11,000人 11,784人 12,337人

②訪問入浴介護 

回数 3,565回 3,702回 3,570回

（人数） 804人 828人 800人

③訪問看護 

回数 20,451回 22,329回 24,131回

（人数） 3,168人 3,480人 3,766人

④訪問リハビリテーション 

回数 15,430回 16,887回 18,671回

（人数） 1,548人 1,692人 1,876人

⑤居宅療養管理指導 

人数 6,756人 7,644人 8,544人

⑥通所介護 

回数 90,983回 98,959回 107,339回

（人数） 10,740人 11,712人 12,700人

⑦通所リハビリテーション 

回数 10,571回 10,853回 11,119回

（人数） 1,368人 1,404人 1,440人

⑧短期入所生活介護 

日数 22,824日 24,493日 26,027日

（人数） 2,400人 2,592人 2,761人

⑨短期入所療養介護 

日数 1,451日 1,559日 1,593日

（人数） 252人 264人 271人

⑩特定施設入居者生活介護 

人数 2,388人 2,532人 2,676人

⑪福祉用具貸与 

人数 13,080人 14,148人 15,198人

⑫特定福祉用具販売 

人数 424人 456人 492人
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平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

（２）地域密着型サービス 

①定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

人数 60人 120人 180人

②夜間対応型訪問介護 

人数 144人 144人 163人

③認知症対応型通所介護 

回数 2,078回 3,023回 3,497回

（人数） 402人 588人 773人

④小規模多機能型居宅介護 

人数 972人 1,080人 1,131人

⑤認知症対応型共同生活介護（グループホーム） 

人数 1,383人 1,680人 1,752人

⑥地域密着型特定施設入居者生活介護 

人数 0人 0人 0人

⑦地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

人数 348人 348人 348人

⑧複合型サービス 

人数 0人 0人 300人

（３）住宅改修 

人数 320人 372人 396人

（４）居宅介護支援 

人数 19,956人 21,888人 24,024人

 【予防給付】 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

（１）介護予防サービス 

①介護予防訪問介護 

人数 6,672人 7,476人 8,388人

②介護予防訪問入浴介護 

回数 0回 0回 0回

（人数） 0人 0人 0人

③介護予防訪問看護 

回数 1,115回 1,605回 2,408回

（人数） 300人 432人 648人

④介護予防訪問リハビリテーション 

回数 1,968回 2,049回 2,131回

（人数） 192人 204人 216人

⑤介護予防居宅療養管理指導 

人数 456人 492人 530人

⑥介護予防通所介護 

人数 3,792人 4,920人 6,312人

⑦介護予防通所リハビリテーション 

人数 96人 108人 120人

⑧介護予防短期入所生活介護 

日数 295日 332日 369日

（人数） 70人 79人 89人
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平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

⑨介護予防短期入所療養介護 

日数 0日 0日 0日

（人数） 0人 0人 0人

⑩介護予防特定施設入居者生活介護 

人数 312人 324人 336人

⑪介護予防福祉用具貸与 

人数 3,176人 4,108人 5,040人

⑫特定介護予防福祉用具販売 

人数 132人 144人 156人

（２）地域密着型介護予防サービス 

①介護予防認知症対応型通所介護 

回数 0回 0回 0回

（人数） 0人 0人 0人

②介護予防小規模多機能型居宅介護 

人数 108人 132人 156人

③介護予防認知症対応型共同生活介護 

人数 0人 0人 0人

（３）介護予防住宅改修 

人数 176人 184人 192人

（４）介護予防支援 

人数 9,560人 10,900人 12,240人

２. 施設・居住系サービス利用量の見込み 

本市における施設・居住系サービスの見込量を定めるにあたって参酌すべき標準（３７％

参酌標準）については、第３期計画から平成２６年度目標の参酌水準である要介護２～５

の３７％以内とすることについて、基本的に第５期計画も継承することとします。 

但し、国の参酌水準である要介護２～５の３７％とすると、既に目標数を達成している

ことより、また今後、高齢者数の増加とともに、認定者数は増加します。特に、今後の高

齢者の伸びは、団塊の世代の高齢化を背景としたものであり、認定率が低い前期高齢者が

増えることと考えられます。そのため、本市においては、平成２６年度の要介護１～５の

認定者数に対して、国の当初の４１％の割合をもって整備数とすることとします。 

また、「介護保険施設利用者全体に対する要介護４、５の割合を７０％以上とすること」

という国の基本指針については、本市においては、各施設における適切な入所選考の結果

によるもののため、施設入所者のうち要介護４・５の利用者数の割合は約６０％と見込

み、次頁のように推計しました。 

また、指針の上では、平成２６年度における目標値の外数となりますが、介護専用型以

外の居住系サービスについても同様に推計しています。 

なお第４期計画においては、施設・居住系サービスについては、医療・介護療養病床か

らの転換分と非転換分を区別して必要量を見込むこととなるため、療養型転換による増減
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 勘案をしない数値に関しては、それぞれの項目の下にカッコ書きで示しています。 

施設・居住系サービスの見込み 

  （人/月） 

平成24年度 平成25年度 平成26年度

施設利用者数（①） 
583 
(583) 

616 
(616) 

700 
(700) 

 介護老人福祉施設 
（療養型非転換分） 

342 
(342) 

360 
(360) 

428 
(428) 

 介護老人保健施設（療養型老健含む） 
（療養型非転換分） 

187 
(187) 

202 
(202) 

218 
(218) 

 介護療養型医療施設 
（他の施設へ転換しない分） 

25 
(25) 

25 
(25) 

25 
(25) 

 地域密着型介護老人福祉施設 
（療養型非転換分） 

29 
(29) 

29 
(29) 

29 
(29) 

介護専用居住系サービス利用者数（②） 115 140 146 

 認知症対応型共同生活介護 
＊療養型転換による増減は見込まない。 

115 140 146 

①と②の合計（③） 
698 
(698) 

756 
(756) 

846 
(846) 

介護専用型以外の居住系サービス利用者数（④） 606 619 632 

 混合型特定施設入居者生活介護 
＊療養型転換による増減は見込まない。 

199 211 223 

 介護予防特定施設入居者生活介護 
＊療養型転換による増減は見込まない。 

26 27 28 

 その他の市内の入居施設 381 381 381 

施設利用者＋介護専用居住系＋介護専用型以外
の居住系 ⇒ （③＋④） 
（療養型非転換分） 

1,304 
(1,304) 

1,375 
(1,375) 

1,478 
(1,478) 

要介護１～５の認定者数 3,180 3,371 3,533 

（参考値） 要介護１～５に対する施設・居住系
サービス利用者（③）＋介護専用型以外の居住
系サービス利用者（④）の割合 
（療養型非転換分） 

41% 
(41%) 

41% 
(41%) 

41% 
(41%) 

施設入所者のうち要介護４・５の利用者数 
（療養型非転換分） 

360 
(360) 

375 
(375) 

429 
(429) 

施設利用者に対する要介護４・５の割合 
（療養型非転換分） 

61.75% 
(61.75%) 

60.88% 
(60.88%) 

61.29% 
(61.29%) 
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３．地域密着型（介護予防地域密着型）サービス利用量の見込み 

身近な地域で提供される地域密着型サービスについて、日常生活圏域ごとに下記のように

推計しました（供給率100％）。地域密着型サービスについては、サービス利用は原則として

池田市民に限定され、池田市が事業者指定や指導監督を行います。 

【小規模多機能型居宅介護】（単位：人/年） 

＊現状空きがあるため、整備箇所「０」の年でも利用者増を見込んでいる年もあります。 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

北部地区 
  572人 635人 665人

整備箇所数 0箇所 0箇所 1箇所

南部地区 
  400人 445人 466人

整備箇所数 0箇所 0箇所 0箇所

計 
  972人 1,080人 1,131人

整備箇所数 0箇所 0箇所 1箇所

※ 人数は年間の延べ数。 

【介護予防小規模多機能型居宅介護】（単位：人/年） 

＊現状空きがあるため、整備箇所「０」の年でも利用者増を見込んでいる年もあります。 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

北部地区 
  64人 78人 92人

整備箇所数 0箇所 0箇所 箇所

南部地区 
  44人 54人 64人

整備箇所数 0箇所 箇所 0箇所

計 
  108人 132人 156人

整備箇所数 0箇所 0箇所 1箇所

※ 人数は年間の延べ数。 

【認知症対応型通所介護】（単位：回/年もしくは人/年） 

＊介護予防に関しては、見込んでいません。 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

北部地区 

  1,222回 1,778回 2,056回

  236人 346人 455人

整備箇所数 0箇所 0箇所 0箇所

南部地区 

  856回 1,245回 1,441回

  166人 242人 318人

整備箇所数 0箇所 0箇所 0箇所

計 
  2,078回 3,023回 3,497回

  402人 588人 773人

整備箇所数 0箇所 0箇所 0箇所

※ 回数及び人数は年間の延べ数。 

【認知症対応型共同生活介護（グループホーム）】（単位：人/年） 

＊介護予防に関しては、見込んでいません。 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

北部地区 
  813人 988人 1,030人

整備箇所数 0ユニット 1ユニット 0ユニット

南部地区 
  570人 692人 722人

整備箇所数 0ユニット 1ユニット 0ユニット

計 
  1,383人 1,680人 1,752人

整備箇所数 0ユニット 2ユニット 0ユニット

※ 人数は年間の延べ数。必要利用定員総数も同じ。 
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【地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護】（単位：人/年） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

北部地区 
  0人 0人 0人

整備箇所数 0箇所 0箇所 0箇所

南部地区 
  348人 348人 348人

整備箇所数 0箇所 0箇所 0箇所

計 
  348人 348人 348人

整備箇所数 0箇所 0箇所 0箇所

※ 人数は年間の延べ数。必要利用定員総数も同じ。 
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第２節 介護保険事業費等の見込み 

１．算定期間 

   平成２４年度（２０１２年度）から平成２６年度（２０１４年度）までの３か年。 

２．介護給付費（地域密着型サービス含む）  

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

居宅サービス 

訪問介護 757,936千円 826,396千円 877,605千円

訪問入浴介護 42,777千円 44,434千円 42,847千円

訪問看護 161,506千円 176,109千円 190,337千円

訪問リハビリテーション 45,915千円 50,223千円 55,550千円

居宅療養管理指導 61,818千円 70,022千円 78,189千円

通所介護 762,050千円 837,330千円 918,265千円

通所リハビリテーション 107,633千円 110,666千円 115,874千円

短期入所生活介護 200,864千円 214,475千円 228,789千円

短期入所療養介護 15,418千円 16,494千円 16,824千円

特定施設入居者生活介護 469,119千円 498,285千円 527,034千円

福祉用具貸与 176,190千円 193,977千円 208,677千円

特定福祉用具販売 11,627千円 12,303千円 13,418千円

地域密着型サービス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 14,118千円 28,236千円 42,353千円

夜間対応型訪問介護 4,332千円 4,332千円 5,446千円

認知症対応型通所介護 19,106千円 27,272千円 32,400千円

小規模多機能型居宅介護 200,082千円 219,867千円 241,121千円

認知症対応型共同生活介護 352,084千円 427,638千円 446,212千円

地域密着型特定施設入居者生活介護 0千円 0千円 0千円

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 97,768千円 97,768千円 97,768千円

複合型サービス 0千円 0千円 81,176千円

住宅改修 30,287千円 35,502千円 37,828千円

居宅介護支援 308,017千円 339,317千円 373,878千円

介護保険施設サービス 

介護老人福祉施設 1,057,158千円 1,111,633千円 1,323,816千円

介護老人保健施設 621,998千円 670,703千円 723,012千円

介護療養型医療施設 108,860千円 108,860千円 108,860千円

 介護給付費計（小計）→（Ⅰ） 5,626,666千円 6,121,843千円 6,787,279千円

＊介護報酬の改正勘案未 
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３．介護予防給付費（地域密着型介護予防サービス含む） 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

介護予防サービス 

介護予防訪問介護 115,196千円 127,019千円 140,805千円

介護予防訪問入浴介護 0千円 0千円 0千円

介護予防訪問看護 8,186千円 11,762千円 17,628千円

介護予防訪問リハビリテーション 6,096千円 6,326千円 6,556千円

介護予防居宅療養管理指導 3,414千円 3,694千円 3,983千円

介護予防通所介護 127,557千円 158,925千円 199,009千円

介護予防通所リハビリテーション 3,555千円 4,133千円 4,444千円

介護予防短期入所生活介護 2,016千円 2,263千円 2,509千円

介護予防短期入所療養介護 0千円 0千円 0千円

介護予防特定施設入居者生活介護 29,860千円 31,474千円 32,080千円

介護予防福祉用具貸与 23,971千円 30,890千円 37,810千円

特定介護予防福祉用具販売 3,188千円 3,498千円 3,809千円

地域密着型介護予防サービス 

 介護予防認知症対応型通所介護 0千円 0千円 0千円

 介護予防小規模多機能型居宅介護 7,094千円 8,729千円 10,365千円

 介護予防認知症対応型共同生活介護 0千円 0千円 0千円

介護予防住宅改修 19,143千円 20,013千円 20,883千円

介護予防支援 46,657千円 53,189千円 59,721千円

予防給付費 (小計) →（Ⅱ） 395,933千円 461,916千円 539,602千円

介護給付費＋予防給付費 総計 →（Ⅰ＋Ⅱ） 6,022,598千円 6,583,758千円 7,326,882千円

４．標準給付費 

標準給付費とは、２．で見込んだ介護給付費と、３．で見込んだ介護予防給付費を合計し

た総給付費に、特定入所者介護サービス費等給付額（施設入所者等の食費・居住費軽減制度）、

高額介護サービス費等給付額・高額医療合算介護サービス費等給付額（１か月の利用料が一

定の額を超えた場合に給付される制度）、および算定対象審査支払手数料（介護サービス事業

所等からの介護給付費請求の審査に関する手数料）等を合算した額で、下表のようになりま

す。 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

 総給付費 
（介護給付費＋介護予防給付費） 

6,022,598,306円 6,583,758,304円 7,326,881,542円

 特定入所者介護サービス費等給付額 207,102,000円 223,671,000円 241,564,000円

 高額介護サービス費等給付額 110,255,000円 121,281,000円 133,409,000円

 高額医療合算介護サービス費等給付額 24,000,000円 28,800,000円 34,560,000円

 算定対象審査支払手数料 5,000,000円 5,250,000円 5,500,000円

 審査支払手数量支払件数 100,000件 105,000件 110,000件

 標準給付費見込額 6,368,955,306円 6,962,760,304円 7,741,914,542円

＊介護報酬の改正勘案未 
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５．地域支援事業費 

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度 

 介護予防事業費 41,955,000円 42,997,000円 43,779,000円

 包括的支援事業費 95,554,000円 97,928,000円 99,709,000円

 任意事業費 23,491,000円 24,075,000円 24,512,000円

 地域支援事業費 合計 161,000,000円 165,000,000円 168,000,000円

保険給付費見込額に対する割合 2.5% 2.4% 2.2%

６．介護保険の給付費の財源構成について 

４．で算出した、介護サービスの総事業費から利用者負担分（１０％）を除いた『標準給

付費』の負担の財源は、下記のように、５０％が公費、５０％が保険料で賄われます（利用

者負担を除く）。第５期計画期間（平成２４～２６年度）において第１号被保険者は、保険給

付費の２１％を保険料として負担することを標準とします。 

なお、地域支援事業費の財源については介護保険給付費とは異なるため、次ページに示し

ています。 

  【施設以外の居宅サービス費（カッコ内数字は、施設給付費）】 

介護保険給付費財源 

公       費 保 険 料 

国
負
担
分

国
の
調
整
交
付
金
（
＊
）

都
道
府
県
負
担
分

市
町
村
負
担
分

第
１
号
被
保
険
者

（
６
５
歳
以
上
の
方
）

第
２
号
被
保
険
者

（
４
０
歳
～
６
４
歳
の
方
）

20% 

(15)

5%

程度

12.5%

(17.5)
12.5% 21% 29% 

100% 

＊調整交付金･･･７５歳以上比率が高い市町村や所得が全国平均よりも低い水準にある市

町村について、介護保険の財源が不足しないように調整交付金で格差が調整されます。 
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  【地域支援事業費】 

   ①介護予防事業 

地域支援事業費（介護予防事業）財源 

公       費 保 険 料 

国
負
担
分

都
道
府
県
負
担
分

市
町
村
負
担
分

第
１
号
被
保
険
者

（
６
５
歳
以
上
の
方
）

第
２
号
被
保
険
者

（
４
０
歳
～
６
４
歳
の
方
）

25% 12.5% 12.5% 21% 29% 

100% 

②包括的支援事業・任意事業

地域支援事業費（包括的支援事業・任意事業）財源 

公    費 保 険 料 

国
負
担
分

都
道
府
県
負
担
分

市
町
村
負
担
分

第
１
号
被
保
険
者

（
６
５
歳
以
上
の
方
）

40% 20% 20% 20% 

100% 

７．第１号被保険者の保険料の算定方法 

平成２４年度から２６年度までの３年間のサービスに係る保険給付費等（保険給付費総

額・地域支援事業費）を算出します。 

算出した額を保険料収納率、所得による負担割合を勘案しながら、第１号被保険者数で割

り、月額保険料を算出します。 

＊保険料は、上記のように算出するため、介護保険のサービス利用が多くなると、 

     保険料額は増加します。 
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８．保険料の段階設定 

調整中 

９．財政安定化基金及び介護給付費準備基金取崩の影響

調整中 

10．保険料段階設定に係る留意点 

調整中 


